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要 旨： 小型放射光源用入射器マイクロトロンの研究開発 

( R&D of Injector Microtron for Compact SR Ring ) 
 

1980 年代に半導体産業で有望視されていた次世代 ULSI 製造用の露光技術、Ｘ線リソグラ

フィーに適した新しい光源として、産業用小型放射光源（SR リング）の研究開発が盛んに

行われた。波長 1nm 近辺の大強度軟Ｘ線源として使用する SR リングであり、何よりも小

型で操作・保守等が容易な安定した光源であることが求められた。そのひとつにエネルギ

ー650 MeV の電子ビームを蓄積するように設計されたAURORA と呼ばれる超小型リング

がある。どれほど小さいかは、蓄積電子の周回軌道直径がわずか 1 m に設定されているこ

とから想像できる。本論文はその入射器として新たに開発された加速エネルギー150 MeV

のレーストラック型マイクロトロン（図Ｆ-１）に関するものである。本装置はこれまでに

４台製作され、すべて現在でも稼動中である。著者をはじめとする 10 名近いプロジェクト

チームが数年にわたって実施した当時のR&D の結果である。 

SR リングの入射器として、通常よく用いられるライナックでなく、マイクロトロンを

採用した最大の理由はそのコンパクトさにある。リングからの要求電流値がピーク値数

mA 程度で良いというのも、大電流より高品質ビームの供給を得意とするマイクロトロン

の特性と合致した。それまでにもWisconsin 大で 1 GeV リングAladdin の入射器に 108 MeV

マイクロトロンが、また Lund 大でも SR リング MAX に 100 MeV マイクロトロンが使わ

れており、前例はあった。最大の違いは入射エネルギーを高くしたことであり、150 MeV

という値は従来のマイクロトロン入射器と比較して約 1.5 倍に相当する。基本的にマイク

ロトロンの加速エネルギーをアップすることは装置製作時の難しさが増すことを意味する

ので、仕様の決定には細心の注意を払った。即ち、加速周回中のビームの振舞いを調べる

ため、独自のシミュレーションコードを準備し、詳細な軌道計算を行うことによって、ビ

ームの挙動を逐一把握できるように努めた。また、実機の製作においては、産業用装置と

いう観点から、調整運転や日常操作の安定性・容易性にも配慮した。 

本マイクロトロンは、入射器とは全く概念の異なるMainz 大の巨大な原子核実験用CW

マイクロトロン（３段カスケードで最終到達エネルギーが 855 MeV）を除いて、単段で最

も高エネルギーまで加速できるパルス運転のマイクロトロンである。入射時（E～0.1 MeV, 

γ～1.2）と引出ビーム（E=150 MeV, γ=295）のエネルギー比で約 250 倍、周回当り加速

エネルギー(ΔE=6 MeV)との比で 25 倍に相当し、共に従来の値を更新した。累計４台製作
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された装置の基本仕様は同じであるが、最大引出電流を 10 mA に設定したHiSOR 向け入

射器や、前段の入射系にフォトカソード RF ガンを導入しミクロ単バンチ加速を行なって

いる装置も含まれている。また、中型 SR リング（1～2 GeV 級）の入射器にも適用し得る

引出エネルギー300 MeV のマイクロトロンも、今回の設計方法に準拠して検討した結果、

容易に実現可能であることが判明した。 

 

本研究のまとめ（成果）： 

・入射器用のパルスマイクロトロンで、従来比 1.5 倍のエネルギー150 MeV を実現した。 

・独自のシミュレーションコードにより、マイクロトロンの最適設計を可能にした。 

・操作が容易で安定性に優れた実用的加速器であることを 4 台の実績で示し得た。 

 

 
図Ｆ-１ 150 MeV マイクロトロン 1 号機の全景 

小型 SR リングの入射器として完成した 1 号機の全貌である。本体は左右両側の 180 度偏向電

磁石と、その間の真空槽（6 MeV ライナックを内蔵）およびビームダクトからなる。その奥、

上方に 120 keV 入射系が延びており、左側に電子銃の 120 kV 直流電源が金網に囲われて見え

る。入射系から少し離れた右側に、S バンドクライストロン等RF 系の上部が覗いている。加

速された 150 MeV ビームは本体手前を左から右に向かって引き出される。 
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１．序（背景） 

 

1980 年代の半導体産業界は、次世代ULSI 製造用の微細パターン作成技術を探索しており、

その当時、従来の光リソグラフィーに取って代わるものとして、波長λ=1 nm 近辺の軟X

線を使用するX 線リソグラフィーが有望視されていた。 

ただし、その実用化のためには克服しなければならない課題が何点かあり、そのひとつ

に光源の問題があった。X 線リソグラフィーに適した高強度の軟X 線源が、いまだ現実に

は存在しておらず、開発して実証する必要に迫られていた。電子蓄積リングからの放射光

（SR）が最も適しているという見解が当時としては一般的であり、SR リングが最有力候

補に位置していた。 

こうして 80 年代後半の産業界では、軟X 線用光源として小型 SR リングを研究開発する

動きが活発であった。表１-１に産業利用を目的として作られた代表的な小型リングを示す。

一部、学術研究用の小型リングが比較のために含まれている。これら小型リングの詳細は

文献［１～１９］に記載されている。また、実際のリングの大きさを図１-１で比較してい

るが、小型化を推進するうえで超伝導磁石を利用するという当時の流れがみてとれる。 

本論文は産業用小型 SR リングに適した入射器のR&D について述べたものである。具体

的には、超小型 SR リング「AURORA」を完成したシステム（生産設備）とするために必

要なひとつのステップと位置づけられる［２０］。以下に「AURORA」1 号機（AURORA-1）

の基本仕様を示す。その他の主要パラメータは表１-２に掲げている。 

 

・臨界波長  ： λc = 1.0 nm 

・蓄積電子エネルギー ： E = 650 MeV 

・偏向磁場  ： B = 4.3 T 

・蓄積電流  ： I = 300 mA 

 

後の図１-２で判るように、AURORA-1 は周回ビームの軌道直径D = 1 m、リング本体の

外径 dring ~ 3 m というコンパクトさである。小型化を追求して、直線部を持たない真円型

のリング形状を採用したため、パルス電磁石でバンプ軌道を作ってビームを入射する通常

の手法が使えず、1/2 共鳴入射法という独特の手法を採用しているところに大きな特徴が

ある［２１］。 



 - 2 -

表１-１ 小型 SR リングの主要仕様： （表は次ページ） 

ここには概ね周長 50 m 以下のリングを小型と見なして示した。X 線リソグラフィーを目的とした

リングは更に一回り小さく、20 m 未満のものが多い。臨界波長はλc = 1～2 nm で、当然のことな

がら共通している。超伝導磁石を採用して小型化を図ったリングが多いという特徴がみてとれる。

強い光を得るために、蓄積電流値を 500 mA という大電流に設定したリングもある。他に、ビーム

寿命が実用に際しての重要なファクターとなる。目安は 10～20 時間であるが、蓄積電子エネルギ

ーが 600～800 MeV と比較的低いため、枯らし等で真空が改善されてもTouschek 寿命が問題になる

場合が多く、注意が必要である。 

なお、表中UVSOR は学術研究用の小型リング、NIJI-Ⅳは FEL 研究用で、他とは目的が異なる。 

 

以下は表中で用いたAbbreviations の一覧である。 

Manufacturer/Owner： 

SHI：住友重機械工業（株）、 IBM：IBM Crporation（米）、 

Oxford：Oxford Instruments（英）、 NTT：日本電信電話（株）、 

Hitachi：（株）日立製作所、 MELCO：三菱電機（株）、 

SEI：住友電工（株）、 ETL：電子技術総合研究所（当時）、 

IHI：石川島播磨重工業（株）、 Kawasaki：川崎重工業（株）、 

IMS：分子科学研究所、 Toshiba：（株）東芝、 

SORTEC：（株）ソルテック（当時） 

Type of Magnets： 

Super：超伝導偏向電磁石、 Normal：常伝導偏向電磁石 

Cir.：円型リング（偏向電磁石１台）、 RT：レーストラック型（同２台）、 

Rct.：四角型（同４台）、 Hex.：六角型（同６台）、 Oct.：八角型（同８台） 

Lattice： 

Weak Focus：弱集束、DFD：直線部のQ 磁石配列がDFD、 

Fd：直線部にQ-singlet (F) のみ（d は偏向磁石中の磁場勾配による垂直方向集束力を示す）、 

CG：Chasman-Green Type、FODO：一般の FODO ラティス、TBA：Triple Bend Achromat 

ここで、D = Defocus, F = Focus（水平方向）である。 
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図１-１ 主な小型 SR リングの大きさ比較： 

X 線リソグラフィー用に設計・製作された小型リングを同一のスケールで比較してみた。図中、上

半分を超伝導 SR リングが占めている。超伝導偏向電磁石の利用が小型化に有効なためである。レ

ーストラック型のリングが多く、寸法的には長径でも 10 m に満たない。 
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表１-２ 「AURORA」の設計パラメータ一覧 

 

ビーム軌道の曲率半径がρ= 0.5 m、周長L = 3.14 mより、周回時間Trev = 10.5 ns（周回周波数frev = 95.4 

MHz）、使用する加速高周波が fRF = 191 MHz でハーモニック数 h = 2、すなわちバンチ数２個であ

る。蓄積電流 Ibeam = 300 mA は、実際に周回している電荷量に換算して Icharge = 3 nC に相当する。入

射エネルギーEinj = 150 MeV は必ずしも高いとは言えないが、曲率半径ρが小さいため、放射減衰

時間もτdamp≦53 msec と短く、10 Hz の繰返しで入射が可能である。入射ビームの減衰はTouschek

寿命τtousch = 60 sec で決まる筈であるが、現実には intra-beam scattering の効果が大きく、１桁長いビ

ーム寿命が観測されている。チューンの選択に依存するが、実際に電流値が 1/e にまで減衰する時

間（実効寿命）τ1/e = 20 min という実測結果もある。 
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図１-２ 「AURORA」1 号機の断面図 

AURORA-1 は臨界波長λc = 1 nm の軟X 線用超伝導超小型 SR リングである。ビーム軌道の曲率半

径ρ= 0.5 m、リングの外径 d = 3 m の文字通り真円型蓄積リングである。直線部を持たないため、

独特の 1/2 共鳴入射法でもってEinj = 150 MeV のビームを入射する（図中、パータベータと記され

ている空芯のパルス電磁石で、そのために必要な摂動磁場を作る）。入射効率は非常に高く、入射

用磁気チャンネル等の調整次第で、10 mA/sec 以上のレートで入射電流を蓄積してゆくことも可能

である。約 8 分で入射磁場Binj = 1.0 T → 蓄積磁場Bstored = 4.3 T まで励磁する。単体の超伝導偏向

電磁石からなる弱集束リングであり、磁極間隙にドーナツ型の真空槽を配し、高周波空洞などすべ

てのコンポーネントはこの槽内に収納されている。図には示されていないが、そのため大排気容量

のクライオパネルが主排気装置として組み込まれている。外部に超伝導磁石の磁場が漏れないよう

厚いリターンヨークを有するため、重量的には 100 ton を越す。この厚い鉄ヨークは放射線遮蔽と

しても有効に機能している。 
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２．研究の目的（意図） 

 

前章で、産業用小型 SR リング「AURORA」を開発する意図について述べた。一般に SR

リングは入射器を必要とするが、半導体工場に ULSI 製造装置として容易に導入できるよ

う光源の小型化を狙ったわけであるから、リングのみならず付随する入射器をも含めたシ

ステム全体でダウンサイジングを図らないと効果が薄い。本論文は、この目的に合致する

ような入射器のR&D について記述するものである。 

 

理想的な入射器のコンセプト： 

• コンパクトであること → 小型で単純なシステム 

• 扱い易いこと → 運転・操作や保守が容易な仕組みと構造 

• コストパフォーマンスが良いこと → 安価な装置 

 

リングからみれば、フルエネルギー入射が理想である。しかしながら、必然的に入射エネ

ルギーが高くなり、入射器を小さくする意図と相反する。表１-１で判るように、産業利用

の実用化を視野に置いた小型 SR リングの入射器は、いずれも 100～200 MeV の低エネル

ギー入射方式を採っている。 

入射器の仕様はリングからの要請で決まる。表１-２にある AURORA-1 の蓄積時パラメ

ータから、以下のように入射器に対する要求仕様が決められた。概ね、ビームの品質に対

する要求が高く、電流値やデューティーに対するそれは低いという特徴がある。 

 

要求仕様：       

• 入射エネルギー ： Einj = 150 MeV  Duty Factor： 

• ピーク電流値  ： Ipeak = 1 mA  ・ビームパルス幅 < 1 µsec 

• エネルギー幅  ： ∆E/E = 0.1 %   ・繰返し= 10 Hz 

• エミタンス  ： εx,y = 1π µm•rad 

 

入射エネルギーについてはビーム寿命、特にTousheck 寿命が分単位の長さを期待できると

いうことで 150 MeV に設定された（表１-２）。エネルギーの次に考えなければならないの

は、蓄積電流値Istored = 300 mAを確保するために入射器に必要とされるビーム強度である。
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超伝導磁石を使用する蓄積リングのために加速の開始から完了までの所要時間が 7 分強必

要であることを考慮して、入射時に 150 MeV ビームを 500 mA 貯めることが可能なビーム

強度を目標とした。周長 L の蓄積リングを周回するビーム電流 Ibeamは、電子の電荷を e (= 

1.6x10-19 C)、個数を ne、また周回周波数を frevとすると、以下のように表される。 

1)( −⋅⋅=⋅⋅=
c
LnefneI erevebeam      (2.1) 

ここでc (= 3x108 m/s)は光速である。周長L = 3.14 mという小型リングの故に、Ibeam = 500 mA

といえども正味の電子数に換算すれば ne = 3.3x1010個であり、決して多くはない。電荷量

に換算すると 5 nC である。 

AURORA-1 では入射エネルギー150 MeV でTousheck 寿命がτtsh = 60 sec と見積もられ

ており（表１-２）、この時間でもって単純に入射電流が積算されるものとして入射器に要

求されるピーク電流値 Ipを見積もってみる。 

ehtIkn tshinjpeffe /)( τ⋅⋅∆⋅⋅=        (2.2) 

ここで keffは入射効率を、Δt は一回の入射に有効な時間幅を、また hinjは毎秒の入射回数

（繰返し数）を示す。繰返し数については、入射時に最長の放射減衰時間がτE-dump～50 msec

であることから（表１-２）、この 2 倍の時間間隔 0.1 sec とする。実際のオペレーションも

hinj =10 Hz で行われている。Δt は入射方法に依存し、AURORA-1 では 1/2 共鳴入射の効

率を示すものである。具体的には、共鳴入射に必要な摂動磁場を作る入射用パルス電磁石

（図１-２のパータベータ）の仕様から決まる[２２]。パータベータが幅 2 µsec の正弦半波

で励磁され、その立下り中に入射するので、時間幅にして 0.1 µsec の数倍の有効領域が期

待できる。周回周期 Trev = L/c = 10 nsec であるから、1 回当り数十ターンのマルチターン入

射をしていることになる。ここでは十ターン分が確実に有効な範囲とみなして、Δt = 0.1 

µsec としておく。さらに安全をみるために入射効率 keff = 0.1 として、リングに電子数 ne = 

3.3x1010個を貯蔵するのに必要な入射器の電流値を見積もると Ip = 1 mA となる。これは SR

リングへの入射器に要請される電流値としてオーダーが違うほど小さい。即ち、

AURORA-1 の入射器としてピーク電流値が高い必要は無いということがわかる。 

なお、上記のエネルギー幅とエミタンスはマイクロトロンを入射器に想定して設定され

た値である。AURORA-1 の初期検討段階で、入射器が上記性能を有しておれば充分である

ことを確認済である。AURORA-1 固有の性能としては、1/2 共鳴入射法で許容されるアク

セプタンスが 50πμm·radの大きさを有することがシミュレーションの結果から判明して
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いる［２１］。ただし、入射経路のビームパス断面積が口径 10 mm に制限されており、入

射用の各パルス機器（図１-２のマグネチックチャンネル＃１、＃２、及びインフレクタ）

を考慮した実効のアクセプタンスは遥かに小さい。 

 

 

２-１．入射器の選定（何故マイクロトロンか？） 

 

一般の SR リングを考えた場合、入射器にいくつかの型式が考えられるが、代表的なのは

ライナックとシクロトロンであろう。このうちシンクロトロンは加速エネルギーが 500 

MeV を超えるような比較的高エネルギーを必要とする場合の入射器に適している。従って、

ここで必要とする入射エネルギー150 MeV では、通常ライナックが候補にあがる。 

 

しかし今回は通常とは異なるタイプのものを採用した。いわゆるレーストラック型マイク

ロトロン（Racetrack Microtron）と呼ばれる加速器であり、以下に列挙するような産業用小

型 SR リングの入射器に適した特徴を有する［注：単にマイクロトロンといえば、通常古

典的（円型）マイクロトロン（附録０）を指すが、ここではレーストラック型のものを以

下単にマイクロトロンと称する］。ライナックとの主たる相違を表２-１-１に比較対照して

掲げている。入射器にライナックを使用した場合とマイクロトロンを採用した場合でシス

テム全体の規模がどのように違ってくるかを図 2-１-１に示す。AURORA-1 と同じ目的で

同時期に開発された軟X 線用小型超伝導 SR リングHelios-1, -2 を例に比較したもので、双

方とも実際に建設されている（注：Helios-1 は、当初米国 IBM の半導体研究所に納入され

たが、その後シャットダウンして現在は他所へ移設されている）。 

 

RTM の利点： 

• コンパクトな加速器である ⇔ 短い加速管で繰り返し加速する 

• 経済的な装置である  ⇔ 製作費、ランニングコスト、共に小さい 

• 高品質ビームが得られる ⇔ エネルギーアナライザの働きを有す 

• 必要な電流値が確保できる ⇔ 10 mA 程度までの電流値が得られる 

• 取扱いが容易   ⇔ 発生する放射線が相対的に少ない 
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マイクロトロンが SR リングの入射器に使用された実績は多くないが、過去に若干の例が

ある。たとえば、Lund大のMAX-lab.では550 MeVのSRリングMAX-1の入射器に100 MeV

のマイクロトロンが[２３、２４]、またWisconsin 大の 1 GeV-SR リングAladdin では設計

は異なるものの同等性能のマシン（後に 108 MeV までエネルギーアップされた）が使用さ

れている[２５、２６]。これらの例で判るように、SR リングの入射器として実績のあるパ

ルス動作のマイクロトロンはいずれも加速エネルギーが 100 MeV 程度であり、それ以上高

エネルギーのものは作られていない。最近の例では、上記 Helios-2 において入射器がライ

ナックからマイクロトロンに変わったが、既存機種を採用しており加速エネルギーは同様

に 100 MeV である。 

 

加速エネルギーが 100 MeV を超えたといえるマイクロトロンは、AURORA-1 の入射器と

して初めて実現した[２７－２９]。図２-１-２は、調整運転を行うために 150 MeV マイク

ロトロンの 1 号機が AURORA-1 と共に配置された初期の写真であり、また図２-１-３は、

そのレイアウトを示す平面図である。別室に置かれた電源等は両図に表れていないが、入

射器を含めたシステム全体がコンパクトで、広い床スペースを必要としない装置であるこ

とがみてとれる。超伝導のユニークな小型 SR リングAURORA-1 によって、大電流蓄積が

要求される産業用小型リングに、mA オーダーの小電流しか期待できないマイクロトロン

を入射器として使用できることが初めて示された。 

 その後、AURORA-1 の後継機AURORA-2 のシリーズでも、複数台の 150 MeV マイクロ

トロンが入射器として活用されている（附録１）。 
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表２-１-１ 150MeV 入射器：マイクロトロンとライナックとの違い 

 

 

 

マイクロトロンは装置がコンパクトで、高周波（マイクロ波）系も同様に小規模で事足りる。これ

は大電流加速には適さないということを意味しているが、その代償として質の良いビームが得られ

る。この特性に付随して、発生する放射線が相対的に小さいという利点を有する。 

一方、ライナックは容易に大規模のシステムが構築でき、大電流を必要とする場合に適している。 
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図２-１-１ 入射器の比較（Helios-1~2 の実例から[３０]） 

Helios はAURORA 同様、X 線リソグラフィー研究用に開発された産業用小型超伝導 SR リング（E 

= 700 MeV）である。1 号機では従来のシステム構成を踏襲して、入射器に 200 MeV ライナックが

採用されている。150 MeV マイクロトロンが入射器に使えることを示したAURORA-1 が完成する

直前のことであった。その後に作られたHelios-2 では、入射器が 100 MeV マイクロトロンに変わっ

ている。 

 

注：Helios-1 は当初 X 線リソグラフィーの研究開発用に IBM の研究所に設置されたが、現在で

は研究が中止され、他の施設に移設されている。 

Helios-2 はシンガポールの NUS（National University of Singapore）に附属の SR 施設 SSLS

（Singapore Synchrotron Light Source）に納入され、稼動を開始している。 
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図２-１-２ 超伝導小型 SR リングAURORA-1 の全景 

開発当初、住友重機械工業（株）田無工場内に設置された真円型 AURORA-1 の様子を示す。右上

奥方向に位置する入射器が、本体の概略寸法 1.2 m x 4 m の 150 MeV マイクロトロンである。中央、

グレーチングの床上に見える円柱状（純鉄製である）のリターンヨークからなる、外径にして 3 m

強の鉄塊がAURORA-1 本体である。左手やや上方向に主眼のX 線リソグラフィー研究用ビームラ

インが一部みえている。他に SR 光をモニターするためのポート等、小規模なビームラインが散見

される。設置できるビームラインの本数は最大 16 本である。 

現在、AURORA-1 は立命館大学 SR センターで稼動中である。当初目的とは異なり、研究用の SR

リングとして運転されている。 
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図２-１-３ 超伝導小型 SR リングAURORA-1 の全体配置（当初） 

前図２-１-２を平面図に置き換えてみたもの。ただし、小規模ながら各種実験用のビームラインが

ある程度整備された後、即ち時期的に前図より後の状態を示している。小型リングのため、22.5°

のピッチで隣接するビームライン相互の間隔がリング出射直後から離散し始めるため、比較的リン

グ近傍からビームラインの光学要素を配置でき、試料点で強い光を得るのに好都合である。 

立命館大学に移設後は、入射器マイクロトロンと蓄積リングとは切り離されて、各々が独立の室に

配置されている。 

1 号機（プロト機）は性能実証機であるが故に、後から振り返ってみて冗長な部分もある。特に、

図の左端にみえるマイクロトロン入射系の電子銃廻りにおいて、コンパクトさに欠ける印象が強い。

主たる理由はアノードの引出し電圧（直流）の値にあり、2 号機以降では 80 kV に下げたのに対し

て、1 号機では 120 kV の定格で製作されたためである。 
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３．マイクロトロンの原理と概要 

 

本章では電子加速器としてのレーストラック型マイクロトロンについて説明する。加速の

基本原理とそれに基づいて三種類の基本パラメータを決定するプロセス、位相安定性

（longitudinal stability）と横方向の収束系（transverse focusing）、低エネルギービームをマイ

クロトロン本体に入射する際に考慮すべき特殊な条件などがポイントである。なお、原型

となる古典的（円型）マイクロトロンに関する解説を附録０に掲げた。 

 

マイクロトロンの全体概念を図３-１に示す。電子銃で生成された低エネルギー（Einj≤ 100 

MeV）の電子ビームが入射系を経由してマイクロトロン本体に導かれ、本体系に設置され

た唯一の加速を担う要素；加速管（ライナック）によって、以後本格的に加速される。図

で明らかなように、初回の加速と 2 回目以降の加速とでは、ビームが加速される方向が逆

になる。小型 SR リングへの入射器として使われているマイクロトロンの加速エネルギー

は、これまでのところEout = 100~150 MeV の範囲である。 

 

 

３-１．基本原理 

 

マイクロトロンでビームを加速する場合、満たすべき条件を図３-１-１に示す。図に示さ

れていない最初の加速（１ターン目；前の図３-１参照）では、加速後にビームが折り返し

て戻ってくるので事情が異なるが、２ターン目以降はすべて同じ方向（図で反時計廻り）

にライナックで加速を受けつつ、電子ビームが周回を繰り返す。２ターン目以降において、

ビームが適正に加速され続けるためには、ライナックの加速 RF と電子ビームとの間で同

期が保たれている必要がある。図は、このビームが満足すべき唯一の条件を示している。 

 この拘束条件は、附録０の古典的（円型）マイクロトロンでも同様である[３１]。ただ

し、加速の初期段階において、非相対論的な低エネルギー電子の周回条件をもコンベンシ

ョナルなマイクロトロンでは考慮しておく必要があるのに対して、レーストラック型では

最初から相対論的な電子として取り扱えるという大きな違いがある。従って、レーストラ

ック型マイクロトロンの場合、条件式が非常に簡明である。 
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図３-１ レーストラック型マイクロトロンの概念図 

電子銃で生成された電子は、低エネルギー入射部を経由して、シケーンと称される小型の 3 連偏向

磁石のひとつで曲げられてマイクロトロン本体に入射される。本体の中央手前（入射系側）には電

子加速用の短い加速管（ライナック）があり、周回ビームは毎回必ずこのコース（主軌道）を通過

し、その都度一定のエネルギーを加速管から受け取る。このとき、加速管の RF（マイクロ波）と

ビームとは同期している必要がある。初回左向きに加速されたビームは、180º偏向磁石（主電磁石）

とその手前に位置する逆極性の逆磁場電磁石の作用で、1 回転して加速管に戻ってくる。その後、

右向きに 2 回目以降の加速を受けたビームは、同一方向（図で反時計廻り）に周回を繰り返しつつ

エネルギーを増してゆく。加速管の背後に広がるドリフト空間には、各ターン毎にエネルギーの異

なるビームが周回するための戻り軌道が周期的に並んでいる。エネルギーが増すにつれ、ビームは

両側の主電磁石内を大きく旋回するようになり、所定のエネルギーに到達したビームは最外周の戻

り軌道に置かれた引出電磁石で外側に蹴り出される。 
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図３-１-１ マイクロトロンの基本条件 

マイクロトロンを周回する電子ビームがターン数の如何に関わらず加速高周波の同じ位相（同期位

相）でライナックに戻ってくるようになっておればよい。この同期条件が満たされている限り、原

理的には何ターン迄でもビームを加速することが可能である。 

今、ターン数が n から n+1 へひとつ増し、電子のエネルギーがΔE だけ増えたとき、電子の周回

する軌道長（周長）もΔL だけ増えるが、ここでは光速と見なせる相対論的電子を考えているので、

ΔL はΔE に比例する。即ち、一定の加速を受けている限り、周長の増分もまた一定である。この

ΔL がRF の波長λの整数倍ν×λに等しければ、常に同期条件が保たれることがわかる。また、周

長の差ΔL は主電磁石（左右 2 台の 180°偏向磁石）中の軌道曲率半径の差Δρに由来するので、

主電磁石の磁場B も関係してくる。 

以上のことから、電子の一回当りエネルギー利得ΔE とRF 周波数の波長λ及び主磁場B の間に

は、ある拘束条件が存在することがわかる。 

(3.1.6)式の
π
λν
2

)()(3.0)( mTBGeVE ⋅
=∆ [または (3.1.7)式]が満たすべき条件である。 

 

ライナック

エネルギー利得 （ΔE/turn） 

同期条件: 周回軌道長の差（ΔL）＝整数（ν）×RF波長（λ）
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図３-１-１において、n ターン目の周長を Ln、(n+1)ターン目のそれを Ln+1とすると、周長

の差ΔL は次のように表される。 

ρπρρπ ∆=−=−≡∆ ++ 2)(2 11 nnnn LLL     (3.1.1) 

ここで、ρ は主電磁石（180°偏向電磁石）中におけるビーム軌道の曲率半径である。一

方、加速 RF の波長をλとして、上述のビームと RF の同期条件を式で表すと以下のよう

になる。 

λν ⋅=∆L        (3.1.2) 

これから以下の関係が得られる。 

λνρπ ⋅=∆2        (3.1.3) 

通常、マイクロトロンを周回している電子ビームのエネルギーは 10 MeV 以上であり、

相対論的に取り扱って構わない。従って、電子のエネルギーE（GeV）と主電磁石の磁場

強度B（Tesla）及び上述の曲率半径ρ（m）の間には以下の関係式が成り立っている。 

)(3.0)( mTBGeVEn ⋅⋅= ρ      (3.1.4) 

従って、ターン毎の曲率半径の増分Δρは 1 ターン当りのエネルギー利得ΔE と以下の

関係にあることがわかる。 

ρ∆⋅=∆ BE 3.0        (3.1.5) 

式(3.1.3)を用いてΔρを消去すると、 

π
λν

2
3.0 ⋅

=∆ BE        (3.1.6) 

マイクロトロンで良く使われる単位系に置き換えて、以下の式を得る。 

)(
096.2

)()( TBcmMeVE λν ⋅
=∆      (3.1.7) 

この条件式がマイクロトロンの基本パラメータを決める上で重要な意味をもつ。(3.1.7) 式

が成り立つ限り、原理的には周回ターン数に制限が無い。 

 

基本パラメータの決定： 

基本的な条件式 (3.1.7) から、周回当りの加速エネルギーΔE と RF の波長λと偏向磁場

B の間には一定の制約条件があり、自由に選べないことがわかる。もうひとつのパラメー

タνは、隣接ターンの周長の差ΔLが RF 波長λの何倍になっているかを示すものであ

るが、通常はν=1、即ち周長の差がRF 波長に等しくなる（ΔL =λ）ように設定する。 
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表３-１-１に３個の基本パラメータ、周回当たりのエネルギー利得ΔE、RF 周波数 f、及

び磁場B の現実的な組合せを掲げておく。マイクロトロンの特徴として、 

 

・ 磁場B を高く取るほど、加速効率ΔE/turn を大きく取れる。 

・ RF 周波数を下げるほど、加速効率ΔE/turn を大きく取れる。 

 

の二点が挙げられる。現実には、主電磁石の広い領域で平坦な磁場を確保しなければなら

ず、使用できる磁場 B の値には上限がある。また、RF 周波数を低くし過ぎると加速管の

寸法が大きくなり過ぎて、構造的に大型のマイクロトロンになってしまう。 

 今回、小型 SR リングの入射器用に設計した 150 MeV マイクロトロンの基本パラメータ

は、S バンドのRF 周波数 f = 3 GHz (λ= 10.5 cm)と主磁場B = 1.2 T の組合せで、加速エネ

ルギーΔE = 6 MeV/turn を得るものである[２７]。周波数的にも磁場強度的にも実績の多

い安全な値といえる。なお、中型 SR リング（2 GeV 級）用入射器を想定した 300 MeV マ

イクロトロン（附録５）では、各パラメータが L バンドのRF 周波数 f = 1.3 GHz と磁場B 

= 1.3 T の組合せで、加速エネルギーΔE = 14 MeV/turn となっている[３２]。 

 

 

３-２．位相安定性 

 

マイクロトロンも高周波を使って加速する加速器の一種であるから、安定位相領域が存在

する。今、(n-1)ターン目から n ターン目を周回している電子に着目し、エネルギー利得 En

と加速位相φnが同期粒子の値（Es, φs）に対してどのように違ってゆくか、その差を（Δ

En, Δφn)として調べてみる。ここで同期粒子とは、常に同じ位相で一定量加速される理想

的な粒子を想定しており、（Es, φs）はターン数 n に関係なく一定である（図３-２-１）。 

nターン目の加速を受けた後の電子のエネルギーと位相の関係は、 

 ( )snsnn EEE ϕϕϕ cos)cos(max1 −∆++∆=∆ −     (3.2.1) 

 11 2 −− ∆⋅+∆=∆ nnn γπνϕϕ       (3.2.2) 

と表される（Emaxは加速管内に生じる最大加速電界）。ただし、 

s

n
n E

E 1
1

−
−

∆
=∆γ        (3.2.3) 
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表３-１-１ 基本パラメータの組合せ 

 

 
 

３個の基本パラメータの現実的な組合せを示す。周回当たりのエネルギー利得ΔE を大きく取りた

い、即ち、より高エネルギーにまで加速したい場合は低い周波数が有利であることがわかる。磁場

B は高くするほどマイクロトロンを小さくできるが、偏向磁場の平坦度など磁場精度の点に注意が

必要である。 

加速高周波にはマイクロ波を使うが、現実に増幅器クライストロンの存在する周波数が離散的で

ある。特にパルス用マイクロトロンでは、候補が S バンドかL バンドのいずれかに絞られる。コン

パクトさでは S バンドが優るが、高エネルギー用あるいは大電流用には L バンドが適している。  

なお、CW 運転のマイクロトロンには f = 2.45 GHz の周波数も使用可能で、実例がある。 

今回、150 MeV マイクロトロンに使用した基本パラメータはB = 1.2 T、ΔE = 6 MeV、f = 2856 MHz

である。 
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図３-２-１ マイクロトロンの位相安定性 

電子が(n-1)ターン目からｎターン目に移行するときを考える。同期粒子の得るエネルギーと加速位

相(Es, φs)を基準として、そこからのずれ(ΔEn, Δφn)の変化を調べることにより、安定位相領域が

求まる。結果は 0 < tanφs < 2 / (πν)という関係が得られ、ν=1 の場合に安定位相領域が最大とな

なり、0˚ <φ <32.5˚ の範囲であることが判る。また、安定位相領域はν= 2 で約半減することもわ

かる。これがν= 1 として設計する理由であり、特段の理由が無い限りν= 2 またはそれ以上の値に

はしない。即ち、周回当たりの周長差ΔL = λとして、最大の安定位相領域を確保するのが常道で

ある。 
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ss EE ϕcosmax ⋅=       (3.2.4) 

である。Δγn-1は、(n-1)ターン目のエネルギー利得が同期粒子の EsとΔEn-1だけ異なるこ

とで周回時間に差が生じ、その結果生ずる同期位相からのずれ量を表すパラメータとなっ

ている。ここで、2πν（ν＝整数）は同期粒子の１周当たりの位相の増分に対応する。 

式(3.2.1)において、Δφn<< 1 であることを考慮し、ΔEnをEsで規格化してΔγnで表示

すると次式が得られる。 

snsnn ϕϕϕπνγγ tan)tan21( 11 ⋅∆−⋅−∆=∆ −−    (3.2.5) 

この(3.2.5)式を (3.2.2)式と共にマトリックス表示する。 
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   (3.2.6) 

安定に何ターンでも周回し続けるためには、上のトランスファーマトリックスをM として、 

2tan22 <⋅−= sMTrace ϕπν      (3.2.7) 

を満足していなければならない。従って、以下の関係を得る。 

πν
ϕ 2tan0 << s        (3.2.8) 

これが進行方向の安定性（Longitudinal Stability）に関する条件である[３１]。 

式から、安定位相領域はν= 1 で最大となり、0˚ <φｓ< 32.5˚ の範囲であることが判る。

また、ν= 2 では安定位相幅が半減する。この理由から、マイクロトロンでは特段の事情

が無い限りν= 1、即ち周回当たりの周長差ΔL = λとして、最大の安定位相領域を確保す

る。別の見方をすれば、マイクロトロンには最大でも 32.5˚ の安定位相領域しか取れず、

このことからもマイクロトロンが大電流加速には適当でないとわかる。 

 

 

３-３．横方向の集束 

 

マイクロトロンの横方向集束（Transverse Focusing）については、幾通りかの方法が考えら

れる。ここで最終的に採用したのは、加速管が置かれているすべてのターンに共通な主軌

道にのみ集束要素を配し、各ターンによってパスが異なる戻り軌道には一切集束要素を置

かない方式である[２９]。Mainz 大の 850 MeV３段カスケードCW マイクロトロンの最終

段に登場するような巨大なマイクロトロンでは、戻り軌道に集束要素を置くことも止むを
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得ない[３３]。しかしながら、小型マイクロトロンでは加速条件で微妙に周回軌道の中心

がずれる恐れのある戻り軌道に四極磁石を置かないことが肝要である。四極磁石の芯をビ

ームが通らず、意図せぬステアラの効果が重畳されてビーム調整が煩雑化する原因であり、

加速条件の再現性にも乏しいことが今回の R&D の過程において明らかになった。また、

多数の集束要素を省略できるという製作上のメリットもある。以下に、使用した水平・垂

直両方向の集束系について説明する。 

 

基本となる横（Transverse）方向の運動方程式は以下のとおりである。 

　 0)(
)(

1
22

2

=







++ xsK

sds
xd

xρ
     (3.3.1) 

0)(2

2

=⋅+ ysK
ds

yd
y　       (3.3.2) 

ここで使用する座標系を下の図３-３-１に示す。ビームの進行方向をｓ軸にとり、ｓ軸に

垂直な面内で水平方向をｘ座標、鉛直方向をｙ座標としている。 

 

 

         

 

図３-３-１ 運動方程式に用いた座標系 

第 3 章で使用する座標系を示す。ビームの進行方向をｓ軸にとる。そして、進行方向に垂直な面内で、

水平方向をｘ軸、鉛直方向をｙ軸にとっている。 
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・水平方向： 

最初のU ターンビームの集束を別にすれば、水平方向の集束は加速管の軸上に置かれた一

個の四極電磁石（QF）ですべてまかなわれる（図３-１）。QF の集束力は、以下の式で表

される。 

dx
dB

B
KK yx ⋅=−=

ρ
1       (3.3.3) 

これから、加速されて電子のエネルギーが増すにつれ、比例して曲率半径ρが大きくなり、

QF の集束力が反比例して弱くなってゆくことがわかる。実際の数値は、磁場勾配が dB/dx 

= 2 T/m、磁極長が lQ= 2 cm であり、このレンズの焦点距離 fxを求めてみると、 

(m)  B25
K

1f
Qx

x ρ×==
l

     (3.3.4) 

となる。周回ビームのBρ = 0.04~0.5 T·m（E = 12~150 MeV）であるから、焦点距離 fx = 1~12 

m に相当する。実際にはQF のアパーチャ（φ19 mm）が磁極幅（lQ=20 mm）と同程度で

あるため、四極磁場の有効長は磁極長より数十％長くなっている。 

垂直方向については、Kyの符号が反転するため、発散作用となる。(3.3.1)式の 1/ρ2の項

は、主電磁石の偏向角が 180°のため、発散・集束には関係しない。 

 

・垂直方向： 

垂直方向の集束には弱集束の原理を利用する。偏向電磁石の磁場に４％程度の勾配（ｎ値）

をつけることにより弱集束効果を得る。ｎ値は以下の式で定義されている。 

dr
dB
⋅−≡

B
n ρ        (3.3.5) 

マイクロトロンの場合、r 軸は偏向電磁石の端面から奥行方向になる。図３-３-１で示され

る座標系では、x 軸が r 軸（radial）とある関係をもつ。一般に、有限のｎ値を持つ偏向電

磁石中では、(3.3.1)式のK は以下のようになる。 

2yx KK
ρ
n

−=−=       (3.3.6) 

弱集束磁場中での運動方程式は(3.3.1)式に上式を代入して得られる。 

　01
22

2

=
−

+ xn
ds

xd
ρ

      (3.3.7) 
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022

2

=+ yn
ds

yd
ρ

       (3.3.8) 

全周にわたって一様にｎ値が分布している一般の弱集束リングと違い、マイクロトロン

の場合は主磁場の奥行方向（r 軸の正方向であり、x 軸の正方向成分が対応）にのみｎ値を

有する。主磁場に進入する際には、電子に対するｎ値の効果はゼロであり、180°偏向電

磁石の中点、即ち 90°旋回したときにｎ値の効果が最大になり、r → x として(3.3.5)式が

成り立つ。この集束力最大の場合に上の運動方程式は正しい。従って、正味のｎ値による

集束力を評価するためには、電子が 180°周回している間の集束効果を積分する必要があ

る[３４]。磁場中での電子の偏向角を θ(= 0~180°)と置くと、電子が感じる有効なｎ値

は(dB/dx)sinθと表されるから、 

dx
dB

f y B
2d sin

dx
dB

B
1ds 

dx
dB

B
1 ds (s)K1

000
y ∫∫∫ =⋅===

ππρπρ

θρθ
ρρ

  (3.3.9) 

主電磁石の仕様は、磁場強度B = 1.23 T に対して磁場勾配 dB/dr = -0.14 T/m となってお

り、n = 0.114ρである。周回ビームの曲率半径ρ= 0.0325~0.407 m (E= 12~150 MeV)を当て

はめると、n = 0.0037~0.046 を得る。従って、一般の弱集束リングと同様の考えでは、集束

力がエネルギーに比例して強くなる。しかしながら、マイクロトロンでは電子のエネルギ

ーに依らず集束効果が一定であることが上式からわかる。即ち、前述の水平方向に集束さ

せるための QF と異なり、ｎ値による垂直方向の集束効果はビームエネルギーに依存しな

い。今回のパラメータでは、焦点距離 fy = 4.4 m のレンズ作用がある。 

最初の数ターンに関しては、ビームが主電磁石の内部にまで十分進入しないので、上に

述べた集束効果は無いに等しいか、あっても小さい。そこで、低エネルギーの領域では edge 

focus による垂直方向の集束効果を利用している。主電磁石の手前にある逆極性の逆磁場磁

石によりビーム軌道を偏向し、主磁場入口と逆磁場出口の双方でこの効果を得る。なお、

初回加速後の U ターンビーム（実際には 360˚ 近く回転する）に対する集束、特に垂直方

向のそれについては別途述べる。 

 

ｎ値を持つ偏向電磁石中で、水平方向の集束効果について考えておく。Transfer Matrix 

（ MH ）で記述して、実際に計算してみると以下のようになる。 
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ここで、K’x = (1-n)/ρ2である。θ= 180°のため、ｎの値に関係なく、 

 01m21 =−=
xf

       (3.3.11 ) 

となり、焦点距離が無限大である。即ち、水平方向に集束作用がないことがわかる。 

上式ではm12 = 0 と表されており、電子には偏向磁場中の区間が長さゼロのドリフトスペ

ースにみえていることになる。これは通常の n 値を有する偏向磁石の場合であり、マイク

ロトロンのような n 値の分布を有する場合はm12 = 2nρ + О(n2)となり、n 値に比例するドリ

フトが生じる[３４Ａ]。ただし、前述のように n 値自体が小さいので、このドリフト量も

僅かである（実用ビームパラメータの場合、1mm 未満）。 

 

 

３-４．入射方式 

 

電子源を内蔵するコンベンショナルな円形マイクロトロンと異なり、レーストラック型マ

イクロトロンは通常、本体部分に付属する入射系を有する（図３-１）。入射系の構成は大

別して、E ≤ 100 keV 程度の低エネルギーで入射する方式と、E ≥ 5 MeV レベルの高エネル

ギーで入射する方式に分けられる。両者の特徴を表３-４-１に示す。コンパクトさを要求

される SR リングへの入射器として利用する場合は、まず低エネルギー入射方式に限られ

ることが比較表から見て取れる。 

 低エネルギー入射方式を採用することに決めると、そこに特有の制約が生じる（図３-

４-１）。即ち、初回の加速で、例えば今回の設計値であるエネルギーE = 6 MeV になった

電子ビームを、通常どおりそのまま 180°偏向させると加速管の物理的寸法（外径）をク

リヤーできず、加速管の端面に衝突してしまう。従って、このビームロスを回避する何ら

かの方策を導入する必要がある。そのひとつの手段が、主電磁石と極性が逆の磁場を有す

る逆磁場電磁石という構成要素の導入である。主電磁石と逆磁場電磁石のセットでもって

ビームをほぼ 1 回転させることにより、往復のビーム軌道を加速管の中心軸と一致させる。 
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表３-４-１ 代表的な入射方式の比較 

 

高エネルギー入射は入射系自体が大掛りになるため、特殊な場合に限られる。SR リングへの入射

に使用する場合を含め、コンパクトさが要求されるケースでは低エネルギー入射に限定される。こ

のとき、１回目の加速後、ビームを折り返して初回とは逆方向から加速管に入射し、二度目の加速

に移るシステムがほぼ必然となる。その際、折り返しビームの集束に注意を要する。電子が十分偏

向電磁石の内部でU ターンして戻ってくるほどには高エネルギーになっておらず、フリンジング磁

場の領域で折り返されるため、垂直方向に強い発散力を受けるためである。 
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図３-４-１ 低エネルギー入射の１～２ターン目軌道 

a) 逆磁場の無い戻り軌道： 

使用する加速管の外径Dcavと、初回の加速後 180°旋回して戻るU ターンビームの往復軌道の間隔

ｄとの比較。S バンドの加速管を想定するとDcav = 10 cm、主磁場B = 1.2 T でエネルギーE = 6 MeV

のビームを 180゜偏向して折り返すと d = 3.3 cm である。これから、単純に 6 MeV ビームをU ター

ンさせると加速管の端面に衝突して失われてしまうことがわかる。 

b) １～２ターン目の軌道（図 a)の回避策）： 

初回にエネルギーE だけ加速されたビーム（左向きに進む）を、主電磁石と逆磁場磁石の組合せで

折り返す。ビームは右向きに２回目の加速を受けるため、必然的にライナックは定在波型となる。

エネルギー2E = 12 MeV となったビームは、加速を受ける主軌道とバックストレートの戻り軌道の

間隔が 2d = 6.6 cm に広がり、加速管の外径をクリアできる。 
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そして、二度目の加速でビームが加速管の外周をクリヤーする程度に曲率半径を大きくし

て、その後は常に加速管の中心軸にビームが戻ってくるように周回を持続させる。当然、

初回と 2 回目とではビームを加速する方向が逆であるから、表３-４-１にある定在波型加

速管の必然性が納得できる。なお、逆磁場磁石を導入したそもそもの意図は、主磁石から

の漏れ磁場の影響でビームが正しいレーストラック軌道を描かず、そこから生じる不都合

を解消する（フィールドクランプ）のが目的であった[３４Ｂ]。 

 

ここで、ひとつ新たな問題が浮上する。E = 6 MeV のビームをB = 1.2 T の磁場で旋回させ

ると(3.1.4)式より曲率半径ρ= 17 mm となり、周回軌道の大部分が fringing field の領域にか

かる。実際の主電磁石の磁極間隙が 10 mm であり、ほぼ同等の漏れ磁場の沁み出し領域（後

述の磁場測定結果を参照）を考えると、この状況は不可避である。その際、垂直方向に強

い発散力がビームに働くので、その効果を相殺するだけの集束力を導入する必要がある。 

結果的には、ビームをほぼ 1 回転させてライナックの軸上に戻す目的で導入した逆磁場

電磁石を活用して、主電磁石と逆磁場電磁石の間で上記発散力に打ち勝つ edge focus 力で

補償することが可能である。実際の設計においては、この集束力のコントロール、即ち、

逆磁場磁石の配置と強さをどう設定するのかがひとつのキーポイントになってくる。最終

的には軌道計算（コンピューターシミュレーション）で最適化を行うのであるが、次章で

定性的にふれておく。 

 

 

３-５．ターンセパレーション（Turn Separation） 

 

前項で、初回のビーム加速後における主軌道（加速管の軸上）とバックストレートの戻り

軌道の間隔 d は、マイクロトロンの基本設計を左右する重要なファクターであることが判

った。他方、2 ターン目以降を周回するビームに関しても隣接するバックストレートの軌

道間の幅、即ちターンセパレーションには注意が必要である。n ターン目の主軌道と戻り

軌道の間隔をDn、主電磁石中での曲率半径をρnとすると、ターンセパレーションdnは以

下のように表される（図３-５-１）。 
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図３-５-１ 周回軌道のターンセパレーション 

隣りあった周回軌道の間隔 dnはターン数 n によらず一定で、d = νλ/πと表せる。ν= 1 の場合、

表３-５-１の d とλの関係から、S バンドの周波数 f = 3 GHz を選択すると d = 3.3 cmとなる。これ

から、マイクロトロンの直線部（バックストレート）には 3.3 cmのピッチでビームダクトが並ぶた

め、物理的にそれを上回る横幅をもつ機器を設置することはできないことがわかる。 
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ρρρ ∆=−=−= ++ 2)(2 11 nnnnn DDd     (3.5.1) 

νλρπ =∆2        (3.5.2) 

ここで、λは加速高周波の波長、νは 1 回の加速で周長が RF 波長の何倍長くなるかを示

す整数である。上式から、ターンセパレーションdnはビームが何周目を周回しているかに

依存しないことがわかる。従って、添字nを省いて、 

π
νλ

=d         (3.5.3) 

と表せる。通常用いられるν= 1 の場合について、使用する加速周波数とターンセパレー

ションの関係を表３-５-１に示す。表から、f = 3 GHzのSバンド加速管を使う場合d = 3.3 cm

となる。厳密には、エネルギーの低いビームが周回する初期の n が小さいターンでは、逆

磁場磁石の効果でビームが 180°を越えて曲げられるため、d は少し小さくなる。以上の

議論から、マイクロトロンの戻り軌道（バックストレート）の領域には d = 3.3 cm のピッ

チでビームダクトが並び、物理的にそれを上回る横幅をもつ機器を設置することは困難で

ある。なお、この d の値は逆磁場磁石が無い場合の主軌道と戻り軌道の間隔に等しい（図

３-４-１a））。 

 

戻り軌道でビームが横方向にどの程度広がる可能性があるか、推定してみる（図３-５-２）。

３-２節の位相安定性の考察から 0°<φs< 32.5゜を得ているので、単純に安定位相領域の全

幅にエネルギー分散ΔE/E を持ったビームが広がっている場合を考えてみる。1 回の加速で

ビームが得るエネルギーのばらつき（δE）は、 

max

maxminmax

16.0
)cos(cos

E
EE

=

−×= ϕϕδ
     (3.5.4) 

ここで、 oo 5.32,0 maxmin == ϕϕ である。名目上の加速エネルギーEacc（= Emax / cosφs ）= 6.0 

MeV に対して、そのばらつきはδE = 1.0 MeV に相当する。このδE に対応する曲率半径

の差（δρ）はB = 1.23 T のときδρ= 2.74 mm であるから、戻り軌道でΔx = 2δρ= 5.5 mm

の横方向広がりとなって表れる。今回の設計では戻り軌道のビームダクト内径に 17 mm を

確保しており、十分な余裕をもってこのビーム広がりを吸収できる。 
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表３-５-１ 加速周波数とターンセパレーションの関係 

 

代表的なマイクロ波の周波数について、式(3.5.3)の関係から決まるターンセパレーション d を

一覧表にしたもの。ただし、ν= 1 に限定している。実際に使用したパラメータは f = 2856 MHz

であり、従って１周する毎にビームの周回軌道長はその 1 波長分λ= 10.5 cm だけ長くなって

ゆく。このときのターンセパレーションが d = 3.3 cm である。 
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図３-５-２ 戻り軌道におけるビームの広がり 

戻り軌道でのビームの横方向広がりを考える。0°<φs< 32.5゜の安定位相領域一杯にΔE/E が広が

ったビームを想定すると、1 回当りの加速エネルギーのばらつきはδE = 1.0 MeV に相当する。B = 

1.23 T であるから、このδE に由来する偏向磁石中での曲率半径の差がδρ = 2.7 mm となり、

戻り軌道上でΔx = 5.5 mm の横方向広がりに相当する。ちなみに、戻り軌道でのビームダクト内径

は 17 mm 確保されており、十分な余裕がある。 
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３-６．レーストラック型マイクロトロンの特徴（要約） 

 

これまでの説明でも既に触れたが、時系列的には、まず古典的（円型）マイクロトロンが

コンパクトな電子線加速器として登場した[３１]。加速エネルギー（E ≲ 35 MeV）に限界

があるものの、小型でシンプルな装置であり、主として医療用に今でも活躍している。そ

の後、より高エネルギーの電子線を小型かつ簡便な加速器で得たいという要求から、レー

ストラック型マイクロトロンが生み出された[３５]。 

レーストラック型の大半はパルス運転用であるが、一部CW 運転のものも存在する。両

者の比較を表３-６-１に示すが、CW 仕様のレーストラック型マイクロトロンのほうが特

殊な存在である。なお、この表に含まれておらず、利用目的がコンベンショナルな円型マ

イクロトロンの延長線上に位置する 50 MeV のレーストラック型マシンが存在する[３６、

３６a]。最初にRoyal Institute of Technology（Stockholm, Sweden）で開発され、その後スウ

ェーデンの企業が医療用に販売し欧州各地の病院に納入されている。これまで累計１０台

ほど製造されているようである。入射系を持たず、電子銃が直接シケーンの側面に付随し

ており、それだけコンパクトさにおいては優る。この 50 MeV マシンの技術が Lund 大の

100 MeV マイクロトロンのベースになっている。 

 

以下は、シンクロトロンへの入射器として用いられるパルス運転のマイクロトロンについ

て、ライナックその他の入射器と比較して、その特徴をまとめたものである。 

 

１．コンパクトである： 短い加速管で繰り返し加速する。 

  例）150MeV の装置で、Foot Print = ２ｘ４ ｍ２（入射系を除く） 

２．小規模なRF 系： P(output beam) = 150 MeV x 10 mA = 1.5 MWpeak → PRF < 5 MW 

  小容量のクライストロン１本で賄えるパワー（簡素化、コストダウンに寄与） 

３．高品質ビームが得られる： マイクロトロン自身が Energy Analyzer の機能を果たす。 

  ΔE/E に上限（～0.1 %）がある一方、大電流加速には不適（I ≲ 10 mA が妥当） 

4．ロスビームが少ない： 低放射線発生装置であり、扱いが容易（遮蔽も比較的簡単） 

  大部分のロスは加速初期の数ターンで発生 ＝ 高エネルギービームのロスが少ない。 
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表３-６-１ パルス用とCW 用レーストラック型マイクロトロンの比較 

 

   運転方法 ： パルス運転  CW 運転   

   電流値  Ipeak≦10 mA  Iav≦10 µA 

   エネルギー  E≦100 MeV  E≦850 MeV 

   段数／サイズ 単段／小型  ３段Cascade／大型 

   目 的  SR リングへの入射器 原子核実験用 

   台 数  稀ではない  非常に希 

   実 例  Aladdin / Wisconsin[２５] MAMI / Mainz[３３]  

    MAX-Ⅰ/ Lund[２３]     

 

パルス運転のマイクロトロンが単独で使用される例は医療用の 50 MeV マシンに何台かある

が、それを上回るエネルギー領域では、専らより高エネルギー加速器への入射器として使用

される。AURORA、Helios 等に代表される SR リングへの入射器が、その最たる例である。

高品質のビームを mＡオーダーの強度で取り出して、後段のリングに入射する。入射効率に

優れているのが利点である。 

 一方、CW マシンはこれまで例が少なく、（独）マインツ大の 3 段カスケードマイクロトロ

ンは例外的存在である。マイクロアンペアオーダーの連続ビームを引き出して、カウンター

実験などの原子核実験に使用する。エネルギー分解能に優れているという性質は双方に共通

の特性である。 
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４．軌道計算（基本設計） 

 

前章でAURORAの入射器に用いる 150 MeVマイクロトロンの基本パラメータが定まった。

ここでは、そのパラメータの下に実施したコンピュータシミュレーションの概要を示す。

綿密な軌道計算でビームの振舞いを解析することにより、設計の手法を確立できた。ただ

し、元来大電流を加速する装置ではないので、マイクロトロン本体のシミュレーションに

際して空間電荷効果は考慮されていない。本章では触れていないが、ビームのエネルギー

が低い（E ≤ 100 keV）入射系の計算に使用したコード EGUN[３７]、PARMELA[３８]で

は、その点が考慮されている。 

この 150 MeV マイクロトロンに先行して、既に稼動中であった 2 台の 100 MeV マイク

ロトロン、即ち Lund 大（スウェーデン）の小型 SR リング MAX-Ⅰの入射器と Wisconsin

大（米）の 1 GeV リングAladdin の入射器用マイクロトロンにおいても、製作に際してそ

れぞれ独自の軌道計算が行われている[３９、２６]。以下に述べるシミュレーションでは、

既存の 100 MeV マイクロトロンの計算を参考にしつつ、精度の点で上回る解析結果が得ら

れるように配慮した。ほぼ共通の基本パラメータを使用しているにも拘らず、加速エネル

ギーを 100 MeV から 150 MeV に 5 割増加させるため、設計上の難易度が倍増するためで

ある[３１]。 

 

 

４-１．計算コード“mic”の概要 

 

150 MeV マイクロトロンの設計にあたっては、新たに独自のシミュレーションコード“mic” 

を作成した[４０]。軌道計算コード“mic”の詳細については附録３に記載しているので、特

徴・要点のみを以下にまとめておく。 

 

1) 計算の体系（領域）：入射系と切り離して、ビームが周回するマイクロトロン本体部分

をシミュレーションする。入射系は別途計算して、その結果を“mic”の入力条件に反映

させてマッチングをとる。 

2) 計算方法：個々の電子が、予め定義された種々のコンポーネント中を次々と運動しな

がら進んでゆく方式で実行する。Drift space を除く各コンポーネント中の運動は、10
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段8次のRunge-Kutta法[４１]を用いて運動方程式を数値的に積分することでトレース

してゆく。 

3) コンポーネント（構成要素）：何種類かのデバイスを定義して使用する。個々のデバイ

スの定義にはいくつかのパラメータを使用する。例えば、デバイスが Q 磁石の場合、

磁場強度・磁極長・磁場範囲（sharp edge）の３個のパラメータで、その特性が定義で

きる。重要なデバイス即ちキーコンポーネントは、a) ライナック、b) 主磁場と逆磁場

の組合せ（磁場データを重畳してひとつの要素とみなす）の 2 点である。これらの元

になる分布は、静磁場の場合は POISSON[４２]で、電磁場は SUPERFISH[４３]で計

算して求めておく。 

4) ビームの初期条件：個々の電子の状態を７個のパラメータ（x, y, z, βx, βy, βz, φ）で定義

する。通常、初期状態を位相空間の Twiss パラメータで与えて、ランダムに所定の個数

の電子を発生させる。このとき、入射系から得られた条件を考慮して整合性を取って

おく。 

5) 計算結果：最後まで加速された全電子の上記７次元位相空間の情報が記録される。加

速（周回）途中で電子が失われた場合は、その時点までの情報が残る。個別の電子毎

に情報が細分化されているから、通常はこの生データを処理するポストプロセッサを

用意し、輸送効率やエミタンスのような必要情報を抽出する。ビームロスの判定は、

境界が設けられているコンポーネントを電子が通過中、そのリミットを越えたかどう

かでなされる。RF 空洞のボア（r = 5 mm）や主電磁石の間隙(z = ±5 mm)などが境界の

一例である。 

 

 

４-２．設計計算のプロセス 

 

実際にシミュレーションコード“mic”を使って 150 MeV マイクロトロンの具体的パラメー

タを決めてゆく手順について述べる[４４]。前提条件は以下に示す単純なものである。 

 

1) 入射系は本体系の周回軌道とは切り離し、独立な検討項目とする。従って、電子をト

ラッキングする出発点は加速管の入口（シケーン側）である。 

2) 入射ビームの初期条件を設定する。入射系とマッチングをとるための基本パラメータ
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はエミタンス(εx, εy) = 60～100π mm·mrad とエネルギーEinj = 80～120 keV である。入射

系でバンチャーを使用する場合は、∆p/p = ±0.013 の運動量分散の項が加わる。 

 

Ⅰ．１ターン目（初回の加速）： 

ライナックで初回の 6 MeV 加速（注：名目 6 MeV であり、実際は異なる。特に初回の

加速時に乖離が大きい）を受けたビームについて、Longitudinal 位相空間での最適化と

Transverse における同様の最適化を、折り返し（U ターン）ビームの状況をみながら行う。 

Longitudinal 位相空間における最適化は、ゼロエミタンスのビームで行う。初期条件で電

子を 360˚ の全位相空間に分布させ、ライナックで名目 6 MeV 加速する。そして、逆磁場

と主磁場で旋回して折り返ってくるビームが２ターン目の最適加速位相でライナックに戻

ってくるように調整する。このとき、エネルギー分散が小さく、かつ広い初期位相幅が得

られる条件を求める（図４-２-１）。主たる調整パラメータはライナックと主磁石間の距離

である。主磁石の磁場はB = 1.23 T に、RF 空洞の電界強度は 2 ターン目以降の同期粒子の

エネルギー利得が E = 15 MeV/m の比率になるように固定しておく。1 ターン目の最適化と

２ターン目以降の周回ビームの同期条件を両立させるためである。 

Transverse方向の最適化に関して、戻りビームに要求される条件は以下のとおりである。 

 

1) 所望のエネルギーのビームがライナックの軸上に(最小の変位で）戻ってくること。 

2) 垂直方向の集束が保たれていること。 

3) 必要なアクセプタンス（>100π mm·mrad、特に水平方向）を確保できること。 

 

最大のポイントは垂直方向の集束である。他が Longitudinal 方向の最適化と密接に関係す

るのに対し、この問題は Transverse 方向独自のものである。調整パラメータは逆磁場に関

する以下の３点である。 

 

1) 位置 (y)、または主磁石との間隔 (d) 

2) 磁場強度 (Brev) 

3) 磁極長（ℓrev） 

 

本章では軌道計算で定義した座標系（附録３の図Ａ.３-１）を使う。加速管の軸を y 軸 
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図４-２-１ ビームの初期位相と初回に得る加速エネルギーの関係 

横軸は加速RF の位相である。ライナックの入口に入射ビームが到達したとき（注：周回軌道

の計算を開始する出発点である）のRF の位相を示す。ここでライナック入口（計算の出発点）

とは、加速管の内側端面から外へλ/2 シフトした点をいう（実物の加速管の物理的な外端部

に一致する）。縦軸が初回に加速された後のビームエネルギーである。名目の加速エネルギー

6 MeV/turn に対し、実際の初回加速エネルギーはそれを上回り最大 6.9 MeV になることがわ

かる。ビームを 150 MeV まで加速するために有効な領域は、トップに近い比較的平坦な部分

(図中New と表示）である。図から有効な初期位相の範囲が 20˚ 程度とわかる。 

 なお、図中 Old とあるのは初期の使用領域、すなわちビーム調整で微弱な電流値しか得ら

れなかった改良前のマイクロトロンで使用していた位相領域である。改良前と改良後で有効

位相領域が大幅に改善していることが見て取れる。 
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にとり、2 ターン目以降にビームが加速される方向を正の向きとする。垂直方向に z 軸を

とり上方が正の向き、x 軸は主電磁石の端面に平行にとり入射系のある側からビームの引

き出される方向が正の向きである。最適化で得られた逆磁場のパラメータ値を以下に示す。 

 

1) 主磁石と逆磁場中心との距離：d = 80 mm 

2) 磁場強度：Brev = 0.30 T 

3) 磁極長：ℓrev = 10 mm 

 

メディアンプレーンから垂直方向に 2 mm 変位した位置で、逆磁場磁石に水平に入射され

たビームの軌跡をみると、垂直方向の集束力が十分であるとわかる（図４-２-２）。因みに、

マイクロトロンの垂直方向アパーチャは最小の箇所が 10 mm であり、主磁場内部（gap10 

mm がそのままビームアパーチャに相当）および逆磁場内部のビームダクトや RF 空洞の

ボアφ10 mm がこれに該当する。戻り軌道など、一般のビームダクトではφ17 mm 以上

のアパーチャが確保されている。 

 

Ⅱ．U ターンビームの垂直方向集束： 

主磁場がB = 1.23 T であるから、E = 6.9 MeV のビームは、 

)(3.0)( mTBGeVE ⋅⋅= ρ       (4.2.1) 

の関係から、（端面近傍の）主磁石内部を ρ = 19 mm の曲率半径で旋回する。主磁石の端面

と逆磁場磁石の磁極中心間の距離が 80 mm であるから、U ターンビームの軌道を平面上に

トレースすると図４-２-３になる。図は fringe fieldの領域をsharp edgeで近似しているので、

主磁石端面から 10 mm の effective boundary と記された境界まで、主磁場B = 1.23 T が張り

出している。Fringe field のしみ出し分は磁場測定の結果（図４-２-４）をもとに見積るこ

とができ、sharp edge 近似で 10 mm 相当であることが図からわかる。この量は主磁石の

gap10 mm に等しく、磁場のしみ出し量は磁極間隙にほぼ等しいという一般の見解と合致

する。Fringe field 領域を sharp edge で近似しておき、ρ = 19 mm の曲率中心を定めると磁場

のしみ出し領域 10 mm の中間（pole edge と effective boundary の中点）にくる。軌道計算の

結果（図４-２-２）をみると、pole edge から 14 mm 主磁石内部にまでU ターンビームが進

入しており、本図とよく一致することから、上記の漏れ磁場評価とそれに基づくビーム軌

道の解析が適正であると判断できよう。 
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図４-２-２ U ターンビームに対する垂直方向の集束 

逆磁場に対して、median plane から垂直方向に 2 mm 変位した位置で水平に入射されたビーム

の軌跡を示す。最大エネルギー6.9 MeV を有するビームを基準に、約５％のエネルギー差があ

っても集束条件には殆ど差がみられない。ビームはU ターン時に主磁石の端面から約 14 mm

内部まで進入している。最適化後の 3 種の逆磁場パラメータは、1) 主磁石から逆磁場中心ま

での距離= 80 mm、2) 逆磁場強度= 0.30 T、3) 磁極幅= 10 mm である。なお、垂直方向のアパ

ーチャは磁極間隙の値に関係なく、主磁石・逆磁場磁石ともに同じ（±5 mm）である。 
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図４-２-３ U ターンビームの軌道（水平面内） 

初回加速後の 6 MeV ビーム（実際は 6.9 MeV）の軌道を示す。逆磁場(Brev = 0.3 T)で曲げられ

(ε= 15°)、斜めに主磁場の fringe field に入射されることにより、垂直方向に集束・発散力(edge 

focus/defocus)を受ける。通常は edge focus の入射条件であるが、ここでは電子の主磁場中での

曲率半径(ρ= 19 mm)が小さ過ぎて、fringe field 領域(sharp edge 近似で主磁場の磁極端面から

10 mm のしみ出しに相当）で既に edge defocus の状態に変わってしまう。図中、fringe 領域を

集束と発散双方の領域に区別して、このことを示す。これら垂直方向に対する集束・発散力

のバランスを適正に保つことがU ターンビームの設計に求められる。 
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図４-２-４ 主磁場及び逆磁場の分布状況 

U ターンビームの軌道を示す図と向きが逆であるが、主電磁石と逆磁場電磁石をアセンブル

し、一括して磁場測定を行った結果である。逆磁場磁石の中心は主磁石端面から距離 80 mm

のところに位置している。主磁場と逆磁場の強さは、それぞれ 1.23 T と 0.3 T である。図から、

主磁場のしみ出し量は gap 幅相当の 10 mm、逆磁場のもれ量は磁極長に等しい 10 mm と、そ

れぞれ見積もることができる。 
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逆磁場の fringe field についても同様のことが言える。ビームエネルギー E = 6.9 MeV、

逆磁場強度Brev = 0.30 Tのとき、(4.2.1)式よりρrev = 77 mmであるから、図４-２-３で ε = 15°

になるための逆磁場の実効長（effective length）を求めると、 

meff 020.0=⋅= ερl       (4.2.2) 

が得られ、実際の磁極幅 10 mm に対して有効長は２倍の 20 mm でなければならない。図

４-２-４の磁場分布をみると、まさしく逆磁場の実効長が 20 mm 相当になっていることが

わかる。 

 

図４-２-３を基に edge focus/defocus の効果を調べてみる。逆磁場によるビームの曲げ角を

ε、逆磁場中心とビームの曲率中心O の間の距離を d として、edge focus の効果を thin lens

近似すると、vertical 方向の transfer matrix Mｖは通常、 
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と表される。ε = 15°(> 0)より、集束力として働く。ここで、 

d
ρε =tan　        (4.2.4) 

の関係を用いた。通常の edge focus 効果であれば、 
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f
MV        (4.2.5) 

であるから、f = d の関係が得られる。即ち、主磁石と逆磁場磁石間の距離が edge focus に

よる垂直方向集束力の焦点距離とほぼ等しくなっている筈である。 

ところが現実には主磁石の fringe field において、曲率中心O を境に主磁石端面から遠い

領域と端面に近い領域でビームに働く力が反転し、集束力が発散力に変化する（図中、集

束領域と発散領域で区別している）。従って、上のような単純な edge focus の取り扱いが適

用できないことは明らかである。曲率中心O が pole edge と effective boundary の中間点に位

置していることから、直観的には fringe field における集束・発散効果が同等に分布してい

ると見なせるであろう（ビームシミュレーションの結果からも、そう判断できる）。 

一定の拘束条件(3.1.7)の下にある主磁場の強さとビームの加速エネルギーを決めれば、
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この集束･発散のバランスはひとえに逆磁場磁石の位置と強度に依存することが図からわ

かる。なお、主磁場端面から内部に進入した後は、垂直方向に働く発散力が大きくないこ

とも図４-２-４の磁場分布から見て取れる。主磁石の gap が 10 mm と狭いため、fringe field

の立ち上がりが急峻で、端面の内側ですぐさまB = 1.23 T の最大磁場に達するためである。

勿論、n 値による集束力が有効なほど内部に入り込むわけでもない。以上の議論から、主

電磁石の gap = 磁極間隙が、マイクロトロンの設計上重要なファクターのひとつになって

いることが理解できる。 

 

Fringe field 領域で集束・発散力がバランスしていると見なせる場合の transfer matrix MVを

考えてみる。図４-２-３でビームは角度(π+2ε)だけ回転して戻ってくる。このとき、垂直方

向の集束力は最初に角度 εだけ回転する際に生じ、発散力（の大半）は更に角度 εだけ回

転するときに発生する。いずれも fringe field での議論であり、その後、磁極端面から奥に

進入する際にビームの受ける（発散）力は小さく、ここでは無視する。 
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上で、edge focus/defocus の領域を折半して繰り入れた。m21には ε(<1)の高次項（3 次以上）

しか現れず、小さな値しかとり得ない。従って、焦点距離 f = 1/m21は長くなり、全体とし

て集束・発散効果が互いに打ち消しあう理想の形である。 

 なお、主磁石の fringing 領域での作用とは独立に、逆磁場磁石への入出射時に以下の垂

直方向集束力が存在する。 
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ε = 15°、ρrev = 77 mm であるから、焦点距離 frev = 290 mm の凸レンズを往復時に通過して

いることに相当する。図４-２-３の軌跡から、主磁場の集束・発散効果がほぼバランスし



 - 46 -

ており、最終的にU ターンビームが復路に逆磁場から受ける集束効果だけが残ると解釈す

るのが妥当であろう。 

 

水平方向には基本的に集束・発散の効果がない。Transfer matrix MHを考えてみると、 
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ただし、 επθ ＋２= である。 mm19,15 =°= ρε で実際に計算すると、 
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となり、以下の鉛直入射時のMHと差が無い（前章の(3.3.10)式を参照）。 
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Ⅲ．２ターン目とその後： 

２ターン目固有の問題として、ターンセパレーション（d2nd）に注意する必要がある。図３

-４-１b)でわかるように、2 ターン目の戻り軌道を進む際、電子がライナックの側壁を通過

する。図では 2 ターン目戻り軌道とライナック側壁との間に十分余裕があるように見える

が、事実は異なっており、水平方向のアパーチャを確保するために特別な工夫を施してい

る。名目上の２ターン目ビームエネルギーE = 12 MeV に対するターンセパレーションは

d2nd = 65 mm であり、一方、加速管の寸法は外周半径がRcav = 51 mm であるから十分クリ

アするように思うが、逆磁場が d2nd を小さくする方向に働くので、容易ではない。実際に

は２ターン目エネルギーがE = 12.7 MeV と高めになっており、多少楽な筈であるが、なお

現実には加速管の側面、軸中心からRcav = 51 mm の点を中心にφ10 mm の切り欠きを設け

ることにより、十分なアパーチャを確保している。 

 

Longitudinal 位相空間で最適化が必要な事項は、各ターンで適正に名目上Eacc = 6 MeV の加

速を受けられるように考慮することである。調整パラメータは左右の主磁石間距離である。

この距離は  RF の半波長 λ/2 の整数倍の自由度があり、最終的に主電磁石間の距離の絶対
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値を決める要因は別に存在する。β 関数の振幅を抑え、ビームサイズを大きくしないとい

う意味からは、この主磁石間距離は小さいほうが望ましい。しかしながら、加速管、シケ

ーン、Q 磁石、ステアラ、モニター等の各機器を実装するためのスペースを確保する必要

があり、設計上のトレードオフである。 

 

Transverse 位相空間に関しては、水平方向の集束条件のみ調整が可能である。パラメータ

は Q シングレット（QF）であり、主軌道であるライナックの軸上、シケーン近傍に置か

れている（図３-１）。マイクロトロンの本体にあって、水平方向の集束力を与える唯一の

コンポーネントである。磁極長 20 mm の小型四極電磁石を想定し、シミュレーションは磁

場勾配 dB/dx = 1~2 T/m で実施した。集束力はビームエネルギーに反比例するので、最低エ

ネルギーの6 MeVビームに対してover focusにならぬように設定する必要がある。従って、

高エネルギー領域では集束力が最適といえるほど十分な強度は必ずしも得られない可能性

がある。計算結果から判断すると、規格化エミタンスが保存されるようであり、従って実

際のエミタンスは 1/βγ(相対論的 βγ；附録３の表Ａ.３-１参照）で縮小し、ビームサ

イズが加速とともに小さくなってゆくので実用上問題はない。 

垂直方向の集束は、初期の数ターン（ ≲ ５ターン）が edge focus 主体である。ただし、

集束力がエネルギーの二乗に反比例するため、加速とともに主磁場の磁場勾配 dB/dx = 

-0.14 T/m による弱集束の原理に基づく集束力が主体になってくる。こちらはエネルギーに

依らず常に一定の集束力が維持できる（前章(3.3.9)式）。なお、垂直方向に関して２ターン

目以降で調整可能なパラメータはない。もし、どうしても変更が必要となれば、主電磁石

の磁場勾配を再設定するところにまで遡る必要がある。全てをリセットして、新たにU タ

ーンビームの再調整に立ち戻ることになる。ここに述べる 150 MeV マイクロトロン以外に、

E = 50~300 MeV の範囲で幾種類か類似の軌道計算を実施済であるが、常に磁場勾配は

dB/dx = -0.14 T/m の値を使用し、特に変更の必要性を感じたことはない。 

 

Ⅳ．β関数： 

シンクロトロンと違って、厳密にはマイクロトロンにClosed orbit は存在しないが、その概

念は有効である。あるエネルギーのターン数まで周回させた時点で加速を中断できれば、

理論上は同一軌道を周回させることができ、Closed orbit を構成できる。加速することなく

特定のターンを周回し続けるビームを想定して、ベータトロン運動を調べた。水平・垂直
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両方向について、得られた β 関数を図４-２-５に示す。図で水平方向の β 関数（βｘ）をみ

ると、ビームエネルギーの増加に従って増大しているのがわかる。これはQ 電磁石の集束

力がビームのエネルギーに反比例して弱くなってゆくためである（前章(3.3.3)式）。対して、

垂直方向の β関数（βz）は異なった振る舞いをする。初期の数ターン、即ち edge focus が

主体の集束力の領域では、集束力がエネルギーの二乗に従って減少するため、βzは急激に

増大するが、数ターンもすれば主磁場の n 値による集束力が主体の領域に移り、集束力が

エネルギーに依存しなくなる（前章(3.3.9)式）。このため、βzは一定の値に近づいている。 

Edge focus の集束力とビームエネルギーとの関係をみておく。先のU ターンビームの解

析でみたように、edge focus 力の焦点距離は以下の式で表される。 

ρ
εtan1

=
f

       (4.2.12) 

図４-２-３でわかるように、逆磁場でビームが曲げられる角度εはビームのエネルギーが

大きいほど小さく、逆にビームの曲率半径ρはエネルギーに比例して大きくなる。従って、

焦点距離がエネルギーの二乗に比例して長くなり、集束力がエネルギーの二乗に反比例す

る理由が理解できる。 

 マイクロトロンの周回軌道全体にわたる β 関数の変動の様子を見ておく。図４-２-６は

20 ターンを例にとって、1 周にわたる β関数の変化を描いたものである。QF の強さはK = 

1.0 T/m (100 G/cm)である。これまでの議論からわかるように、マイクロトロンは弱集束方

式の加速器ということができる。すると β関数の変化は小さい筈であり、図からその緩や

かな変化の様が理解できる。 

 

ここで、シミュレーションで得られた図４-２-５の β 関数と比較するために、ある程度ビ

ームエネルギーの高い領域に限定して、thin lens近似を使ってβ関数を見積ってみる[３４]。 

まず、Twiss parameter を使ってエミタンスと β関数の関係を示す。 

εβαγ =′+′+ 22 2 xxxx       (4.2.13) 

(α, β, γ)には以下の関係がある。 
21 αβγ +=        (4.2.14) 

2/βα ′−=        (4.2.15) 

Transfer matrix M は、 
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図４-２-５ β関数とビームエネルギーの関係、及びそのＱ電磁石依存性 

各ターンで closed orbit を想定し、ライナック出口から 10 cmの点での β関数を示す。βxがビ

ームエネルギーの増加に伴って増大するのはQFの集束効果が減少するため[図(a）]。対して、

βzは最初の数ターン、edge focus の集束力が主体の領域では集束効果がエネルギーの二乗に反

比例して減少するため、急激に増大する。しかし、主磁場の n 値による集束力が有効な領域

になると集束力がエネルギーに依存しないため、βz は一定値に近づいている[図(b）]。また、

QF を強くし過ぎると、最初の数ターンで over focus になる兆候がみられる。 
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図４-２-６ β関数の一周にわたる変化 

20 ターンを例に、マイクロトロンの 1 周全体にわたる水平・垂直両方向の β関数の変化の様

子を示す。水平・垂直両方向ともに変化が緩やかであることがわかる。水平方向の集束要素

QF の強さはKx = 1.0 T/m (100 G/cm)である。横軸は軌道計算時に用いた要素（エレメント）の

順序に従って表示しており、距離を表しているわけではない。x 方向の β関数に見られる２カ

所の dip は、主電磁石を 90˚ 旋回した中央部で生じる水平方向のウエスト（節）に対応してい

る。全要素数は 42 個（No.0~41）、左右の主電磁石中央部の要素 No.が各々14、28 である。

No.15~27 が戻り軌道（バックストレート）側のエレメントであり、ライナックのある主（加

速）軌道側にはNo.29~41, 0~13 がある。 

 

 



 - 51 -









−−

+
=

µαµµγ
µβµαµ
sincossin

sinsincos
M     (4.2.16) 

μは一周期(Ls)における位相の進みで、 

 µϕϕ +=+ )()( sLs s       (4.2.17) 

チューンQV、QHとは以下の関係にある。 
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＜垂直方向＞ 

高エネルギー領域では Q シングレット（QF）の発散力が小さくなっており、ここでは簡

単のためにその効果を無視して考える。すると、一周にわたる垂直方向の運動に関係する

要素は２個の n 値を有する偏向電磁石だけである。従って、今周長をC としたとき、運動

の周期長はL = C/2 となり、垂直方向の transfer matrix MVは以下のようになる。 
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図４-２-６にみられるように、β関数の変化が緩やかなので β′ ~ 0 と見なせる。すると、α = 

0、βγ = 1 となり、(4.2.16)式から α, γを消去できる。また、マイクロトロンが弱集束リング

と見なせることから、チューンがQV, QH << 1、即ちphase advance µ << 1の関係を得て、matrix 

M は以下の簡単な形になる。 
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式(4.2.20)のＭＶのふたつの項m12, m21との対応から、 

4

2
2 LfL zz −⋅=β        (4.2.22) 

と、β関数を周期長と集束要素の焦点距離で表すことができる[３４]。前章の(3.3.9)式で求
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めた fz = 4.4 m と、E = 120 MeV（= 20 ターン）での周長C = 5.2 m から決まるL = C/2 = 2.6 

m とを代入すると、βz = 3.1 m を得る。これは、図４-２-６の β関数（βz）と良く一致する。 

 

＜水平方向＞ 

水平方向の β関数（βx）について計算する。水平方向の集束要素は全周に１個のQ シング

レット（QF）がライナックの軸上にあるだけで、周期性がない。従って、一周全体にわた

る transfer matrix MXを考える。計算の便宜上、対称性を良くするためにQF を主軌道の直

線部中央、ライナックのセンターにあるものと見なす。注意すべきは左右両側の主電磁石

のmatrix を考慮することであり、そうすることでビームにとって見かけ上一周の長さが短

く見える（前章(3.3.10)式）。主電磁石間の距離、即ち直線部の長さをLsとして、 
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垂直方向 β関数の計算と同様に、Twiss parameter の transfer matrix M と対応づけると、 
22 2 sxsx LfL −⋅=β       (4.2.25) 

の関係を得る[３４]。 

前章の式(3.3.4)から、QF の強さがKx = 1.0 T/m (100 G/cm)でビームエネルギーE = 120 

MeV （20 ターン）のときの焦点距離を求めると fx = 20 m となり、直線部の長さがLs = 1.6 

m と知れば βx = 7.8 m が求まる。ただし、QF 磁場のしみ出し効果で磁場の有効長が磁極長

の 2 倍程度になっていることを考慮すれば、fx = 10 m とするほうが計算の条件に近く、こ

の場合は βx = 5.4 m となる。図４-２-６ではQF の強さがKx = 1.0 T/m のとき、βx ~ 5.8 m と

なっており、QF の有効長が磁極長の 2 倍とみればよい一致を示すことがわかる。ちなみ

に、Q 電磁石は磁極長 lQ = 10 mm に対し、アパーチャφ19 mm であり、有効長の磁極長に

対する比の大きいことが容易に想像できる。 
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４-３．シミュレーションの結果 

 

レーストラック型マイクロトロンの加速エネルギーを、従来の 100 MeV から 150 MeV に

増強するにあたり、独自の軌道計算コード“mic”を作成して種々の解析をおこなった。

以下に、それら軌道計算結果を総括しておく。 

 

Ⅰ．入射ビーム（初期条件）とアクセプタンス： 

150 MeV マイクロトロンの入射系の設計は、本体の周回系とは切り離して別途 PARMERA

で[３８]行った。その概要については次章で述べる。得られたビーム条件を引き継いでマ

イクロトロン本体（周回軌道部）の計算に進む。入射系で決まるパラメータは以下のとお

りである。 

 

1)  ビームエネルギー：Einj = 120 keV 

電子銃の引出電圧VDC = 120 kV（注：2 号機以降は 80 kV）から決まる。 

2)  エミタンス：εx, εy= 60π mm·mrad 

当初、入射系には既存の電子銃を流用し、そのエミタンスが EGUN[３７]でεx, εy= 

150π mm·mrad と計算されていた。ただし、引出電圧VDC = 20 kV で使用する電子銃

であった。マイクロトロンの改良に当たって、電子銃の引出電圧をVDC = 120 kV に変

更した[４５]。その際、規格化エミタンスが旧電子銃と等しくなるように、新電子銃

の値をε(x, y) = 60π mm·mrad に設定した（説明下記）。 

3) 運動量の広がり：∆p/p = ±1.3 % 

入射系の設計でバンチャーを使用する場合の運動量広がりであり、バンチャー無しの

シミュレーションではゼロとした。なお、バンチャーの周波数はライナックの加速

RF 周波数に等しい。 

4)  電流値：Ipeak = 200 mA 

電子銃から数μsec のパルス幅で引き出されるEinj = 120 keV ビームのピーク電流値を

いう。バンチャーの有無に拘らず、加速に有効なのは RF の位相幅 180°分であり、

残りの半分はライナックの入口で失われる。従って、Ipeak = 200 mA であっても、実質

は 100 mA と等価である。入射系のシミュレーションでは、Ipeak = 200 mA あたりまで

空間電荷効果の影響がそれほど大きくなかったので、この値を使用した。 
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規格化エミタンス（εn）は、通常の観測が可能な非規格化エミタンス（ε）に相対論的βγ

を乗じて得られる。 

 εβγε ⋅=n        (4.3.1) 

 21 −−= γβ        (4.3.2) 

 00 /)( EEEk +=γ       (4.3.3) 

EkとE0は、それぞれ電子の運動エネルギーと静止エネルギーを表し、E0 = 511 keVである。

Ek = 20 keV のときγ1 = 1.04、β1 = 0.271、また Ek = 120 keV ではγ2 = 1.235、β2 = 0.587

であるから、(β1γ1) / (β2γ2) = 0.282 / 0.725 = 1 / 2.57 となり、エミタンスはファクター2.5

だけ小さくなる。よって、これら電子銃の規格化エミタンスがεn = 40π mm·mrad に等し

いことがわかる。 

 

図４-３-１は入射系の計算で得られたライナック入口における入射ビームの位相空間

（transverse）分布を示す。エネルギーは Einj = 120 keV、エミタンスはε(x, y) = 60π mm·mrad、

電流値は Ipeak = 200 mA で空間電荷効果を考慮した結果である。各粒子の初期条件を引き継

いでマイクロトロンを周回させ、150 MeV まで加速する。図中、白丸が 150 MeV までの加

速に成功した粒子を表し、黒点が途中で失われた粒子を表している。入射系から輸送され

てくるビームには、transverse phase space 上で σ′(x, y) ≥ 数十mrad の傾きが許される。一方、

ビームサイズは σ (x, y) ≈ 数mm に絞り込まなければマッチングが良くない。即ち、ライナ

ック入口にビームをフォーカスする入射系が適当と考えられる。 

今回のパラメータでは transverse 方向のアクセプタンスがAx ≈ 30π mm·mrad、Ay ≈ 60π 

mm·mrad にみえており、水平方向のマッチングに留意すべきことがわかる。Transverse phase 

space 上の条件が等しくても、150 MeV まで加速される粒子と途中でロスするものが混在

する主たる要因は、longitudinal phase space 上の条件（位相：次図）が異なるためである。

一般にライナックのような RF 加速器の場合、transverse 方向のアクセプタンスが位相に依

存して時間的に変化する（phase ellipse が回転する）が、マイクロトロンも同様である。 

図４-３-２が同じ入射系の条件で得られた longitudinal phase space 上の分布を示す。ビー

ムエネルギーが∆E/E ≈ ±1 %の幅を持つことからわかるように、バンチャーを使用した入

射系である。ビームの初期位相条件として、バンチャーが有効に働く側の位相 180°の領

域に 1°刻みで計 180 個の粒子を均等に分布させる。150 MeV まで加速に成功した粒子、

即ち白丸の分布状況より、(3.2.8)式から導かれる 32.5°の安定位相領域の定義に拘らず、 
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図４-３-１ ビームの初期条件（Transverse phase space）と加速結果 

入射系でバンチさせたEinj = 120 keV 電子を加速管入口でみたもの。エミタンスは ε = 60π mm· 

mrad である。低エネルギー入射方式では、ビームを水平・垂直両方向とも十分絞り込んでラ

イナック入口に持ってくる必要がある。(a) Horizontal、(b) Vertical の各 phase space における分

布を示す。図中、白丸は最後まで加速を完了した粒子を表す。Vertical には入射ビームとのマ

ッチングがよいが、Horizontal にはミスマッチがみられる。図から、有効なアクセプタンス領

域がAx ≈ 30π mm·mrad、Ay ≈ 60π mm·mrad とわかる。 
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図４-３-２ ビームの初期条件（Longitudinal phase space）と加速結果 

入射系でバンチさせたEinj = 120 keV 電子の加速管入口における時間分布。横軸が加速RF の

位相である。ビームの初期位相条件は、バンチャーが有効に働く側の位相 180° 内に 1° 刻み

で計 180 個の粒子を発生させることで得た。図中、白丸は最後まで加速を完了できた粒子を

表す。図から、有効な安定位相領域は 20° 程度と判定できる。Longitudinal 方向のアクセプタ

ンスとしてはAφ ≈ 12π keV·degree の値を得る。 

白丸の数 39 個から、バンチャーを使用すれば 20°の安定位相領域に 39°幅のビームを圧縮で

きることになる。即ち、バンチャーの効率は約 2 倍と見なせる。 

 

注：Longitudinal アクセプタンスには、一般に回転を含む時間的変動をともなう。Aφ ≈ 12π 

keV·degree の数値は、時間的に変化するアクセプタンスを包絡線で囲んで得られる最大面積に

相当する。 
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実際の加速に有効な位相幅が 20°程度であることがわかる。もし、ビームを更に効果的に

バンチできれば、加速電流値の増強に有効である。図から Longitudinal 方向のアクセプタ

ンスがAφ ≈ 12π keV·degree とわかる。これは回転を含む時間変動をともなうアクセプタ

ンスを包絡線で囲んだ面積に対応しており、時間的に積分した最大値ともいえる。 

 

入射系で想定した電流値 Ipeak = 200 mA の条件から、180 個の粒子全体が Ipeak = 100 mA を代

表し、1 個の粒子が 0.56 mA に相当する。従って、150 MeV マイクロトロンの当初仕様値

5 mA の加速電流値を得るには、9 個の粒子が生き残ればよい。このシミュレーションでは

既に 39 個の粒子が最後まで生存しており、加速管のRF パワーやビームローディングとい

った問題を別にすれば、Ipeak = 22 mA の 150 MeV ビームを得ることが可能である。 

入射系のバンチャーに関しては、初期位相幅 39°にわたって分布していた入射ビームを、

加速に有効な位相幅20°に圧縮したことになり、バンチャーの効率が約2倍と評価できる。

このことから、仕様値 5 mA の 150 MeV ビームを得るためには入射系にバンチャーが不要

との見通しを得た。実際に AURORA の入射専用器は、現在入射系にバンチャーを装備し

ていない。 

 

Ⅱ．2 ターン目の軌道： 

ビームがバックストレート（戻り軌道）を通過する際、加速管の側壁からどの程度の位置

を走行するのか、留意しておく必要がある。2 ターン目バックストレートでの各粒子の位

置を、ビームエネルギーと加速管中心からの距離でプロットしたものが図４-３-３である。

エネルギーの高い粒子ほど、加速管の中心から離れた点を通過することがわかる。 

実際の加速管の寸法は直径Dcav = 102 mm であり、RF 空洞の中心から半径Rcav = 51 mm

まではビームが通過できない。しかし、それでは多数の粒子が加速管に衝突して失われて

しまうことが図よりわかる。従って、実機の製作では、少し空洞外壁を切り欠いてビーム

アパーチャを確保する。ミディアンプレーン上、空洞の外周Rcav = 51 mm の点を中心に、

r(aperture) = 5 mm の円で側壁を切除する。これで、加速管中心から x > 46 mm 離れた外側

を通過するビームは失われない。それでも、E2nd < 12.7 MeV の低エネルギービームは救え

ないが、それらの粒子は早晩 out of phase で失われるビームであり、問題は無い。図のエネ

ルギー分布から、2 ターンビームの平均エネルギーが 13.0 MeV であるとわかる。なお、軌

道計算上は、加速管の側壁にビームが衝突して失われるような制約条件を設けていない。 
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図４-３-３ ２ターン目バックストレート（戻り軌道）と加速管の位置関係 

X 軸の原点は加速管中心である。加速管の外径Dcav = 102 mm のため、RF 空洞の中心から半

径Rcav = 51 mm の位置まではビームが通過できない。そこで現実には、空洞中心から距離 x = 

51 mm の点を中心に半径 r(aperture) = 5 mm の円面を切り欠いて、２ターン目戻り軌道のアパ

ーチャを確保している。従って、空洞中心から x = 46 mm 離れていれば、ビームは２ターン目

バックストレートを通過できる。図より、E2nd = 12.7 MeV 以上のビームが通過でき、２ター

ンビームの平均エネルギーが 13.0 MeV であるとわかる。 
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Ⅲ．加速効率（輸送効率）： 

初回の加速から最終 25 ターン目の加速までの間に、どのようにビームが失われてゆくか、

図４-３-４に survival plot してみた。縦軸は残存電流量を示し、初期値 100 %がRF の位相

180°に対応しており、従って初期電流値を Iinj = 200 mA とした場合、100 %は 100 mA に

相当する。ビーム電流をチェックする点は加速管の左側、即ち 2 ターン目以降のビームに

とって入口に相当する地点である。 

初回の加速後、90 %強のビームが残る。ライナックでの加速後、ビームがU ターンする

際に垂直方向にビームがこぼれず、また計算上は水平方向にビームをカットする条件が設

けられていないためである。しかし、2ターン目の加速後にビームは50 %弱まで減少する。

バックストレート（戻り軌道）を経由して主軌道上に戻ってくる過程で、ビームの持つ∆E/E

の広がりにより、transverse phase space 上で多量に失われるためである。具体的には、右側

の主電磁石で 180°曲げられた直後に水平方向のアパーチャ（計算ではφ16 mm に設定）

を逸脱してビームダクトに衝突する。図４-３-３にプロットされている粒子が 46 %の残存

ビームに相当する。 

３～６ターンの間でビームのこぼれる理由は、2 ターン目までの加速時に安定位相領域

32.5°に入っておらず、本来同期条件を満たさない粒子が（慣性で）周回し続けており、

それらの粒子が順次セパラトリクスから飛び出してゆくためである。こぼれる粒子のエネ

ルギー広がり∆E/E をみてみると、常にマイナス側にシフトしている。2 ターン目バックス

トレートの粒子分布（図４-３-３）からわかるように、ビームは低エネルギー側にテール

を引いており、そこに散在する粒子がやがてこぼれ落ちてゆく。因みに高エネルギー側に

テールを引くことはない。 

 こぼれるべきビームが落ちてしまった後、ビームは平穏に周回を繰り返しつつ加速され

続ける。7 ターン目以降 25 ターンまでの間におけるビームロスはわずかであり、今回のパ

ラメータが適正であることの証左である。24 ターンから 25 ターンに移行する際、再度ビ

ームロスが見られる（シミュレーション上は、わずか一個の粒子である）が、これには理

由があり、後でふれる。 

 

Ⅳ．ビームサイズ： 

周回中のビームサイズを調べておく。各ターンにおける σ(x, y) の最大値をプロットすると

図４-３-５が得られる。ビームサイズは水平・垂直両方向ともに、異なる周期で振動して 
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図４-３-４ 25 ターン加速時の輸送効率 

初回の加速から最終２５ターンまでの加速中に、どのようにビームが失われるかを示す

survival plotである。縦軸の100 %はRF位相幅180° に対応する入射DCビームを表しており、

全入射電流（DC）の 1/2 に相当する。150 MeV まで加速されたビームは 22 %であることから、

バンチャーを適正に使用すれば、マイクロトロン本体に入射された電流の約 20 %が 150 MeV

まで加速可能であることをシミュレーションは示している。バンチングの効率が約 2 倍であ

ることを考えると、電子銃のエミタンス次第であるが、バンチャー無しで入射ビームの 10 ％

を 150 MeV まで加速できる可能性もある。 
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図４-３-５ 各ターンにおけるビームサイズ（水平・垂直） 

各ターンにおける最大ビームサイズをプロットして比較した。全体として、加速と共に実際

のビーム径は小さくなっており、規格化エミタンスが保存される方向にある。両方向共にビ

ームサイズは振動しているが、特に水平方向は顕著で振動数ωx ≈ 0.2 である。 
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いる様子が見て取れる。特に σx に関しては振動数ωx = 0.2 程度のゆっくりした振動がみら

れ、結果として σx の大きいターンが周期的に出現している。全体として、加速と共にビ

ーム径は小さくなっているので、規格化エミタンスが保存する傾向にある。平均的に水平

方向の σx が垂直方向の σy に比べて大きいのは、バックストレートでビームの持つ ∆p/p

に由来する分散のためと考えられる。 

 

Ⅴ．同期位相のドリフトとシンクロトロン振動： 

今回の 150 MeV マイクロトロンに限らず、既存の 100 MeV マイクロトロンでも同様であ

るが、180°偏向電磁石中の弱集束力で vertical focus をおこなっている。その代償として、

周回軌道に必要な安定位相条件(3.2.8)式を厳密には満たすことができない。何故なら、こ

の条件はマイクロトロンの基本原理(3.1.7)式で、磁場 B が一様であるという前提条件で成

り立っているからである。主電磁石中に負の磁場勾配を有するために、ビームエネルギー

が増すに従い曲率半径がわずかに大きくなり過ぎて、余分な周回時間を必要とする。その

ため、同期位相 φs （図３-２-１）が徐々にドリフトしてゆく。 

 

ビームが周回し続けるとき、そのドリフトがどの程度の量になるのか当ってみる。計算の

前提として必要なパラメータは、主電磁石中の磁場B0 = 1.2 T に対する磁場勾配 dB/dr = 

-0.14 T/m とビームのエネルギー利得∆E = 6 MeV/turn である。(3.1.5)式より、B0 = 1.2 T, ∆E 

= 6 MeV/turn のとき、ターン数がひとつ増す毎に曲率半径は∆ρ = 0.017 m 増加する。この

とき、周回ビームが感じる平均の偏向磁場 Bav は負の dB/dr の影響でわずかに低下する。

その量を δB とすると、 

 
dr
dBB ⋅

∆
=

2
ρδ        (4.3.4) 

で表され、上記数値を代入すると δB = -0.0012 T が得られる。偏向磁場B0 との比で表すと

δB/ B0 = -0.001 となり、周回の都度ビームの感じる平均磁場は 0.1 %低下している。 

 この誤差は周長の増分 ∆L に影響を及ぼす。偏向磁場と周長は、曲率半径を介して反比

例の関係にあり、磁場の負の誤差量は周長の正の誤差となって表れる。理想的には∆L = λ

（式(3.1.2)で ν=1）であるべき周長の増分が δL/∆L = 10-3 だけ多く増えて周回時間を遅らせ

る。加速RF の位相で言って、周回当りの位相の増分∆φ = 2πが δφ/∆φ = 10-3 だけ余分に増

え過ぎることに対応する。これはビームが 1 周する毎に、同期位相 φs が RF の周期 2πの
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0.1%、即ち 0.36°づつ遅れてゆくことを意味する。図３-２-１で、φs が下り坂を少しづつ

前に進むことになる。 

150 MeV マイクロトロンは周回数 25 ターンであるから、最終的な φs のドリフト量は

0.36 x 25 = 9°に相当する。理想的な安定位相領域は 32.5°でも、現実にはこのドリフト量

だけ狭くなり、従って正味有効な安定領域は 23.5°程度と見積ることができる。図４-３-

２に見られる約 20°の安定位相幅はこの結果を反映している。 

 

実際のシミュレーションにおけるビームの振舞いを見てみる。図４-３-６は初期位相が異

なる粒子の加速 RF に対する位相が周回を重ねる毎にどのように変化してゆくかを追跡し

た一例である。各粒子が同期位相 φs の周囲をシンクロトロン振動している様子が明瞭に

示されているが、同時に φs そのものもターン数の増加とともに位相が進んでいることが

わかる。当初 φRF の 10°近傍にあった φs が、最後には 20°付近にまで移動しており、25

ターンで 9°進むという上記概算と合致している。 

 図３-２-１で同期位相 φs が前方へドリフトすると、それはターン当りのエネルギー利得

∆E の減少となって現れることが容易に想像できる。実際の軌道計算で、その様子を調べ

た結果を図４-３-７に示す。初回の加速はU ターンビームの集束等、特殊要因で∆E = 6.8 

MeV と例外的に高いが、2 ターン目以後はシンクロトロン振動を伴っているものの、マク

ロには一貫して漸減している。位相振動による高低を平滑化してみると、概ね∆E = 6.2 MeV 

→ 5.9 MeV にターン当りのエネルギー利得が減少しているようにみえる。今、φs = 10°→ 

20°のドリフトを想定すると、cosφs = 0.985 → 0.940 と当初の 95%に減少するので、上の

∆E 減少分と一致する。 

 

図４-３-７から、規則的なシンクロトロン振動の様子が見て取れるので、粒子の longitudinal 

oscillation を考えてみる。最初の 1 周期を例外として、粒子が 4 ターン周期でシンクロトロ

ン振動していることから、振動数QL = 0.25 とわかる。実は、この値はマイクロトロンに普

遍の固有振動数であり、以下の考察からそれが理解できる[３１]。 

前章の位相安定性の検討で、longitudinal phase oscillation の transfer matrix (M)を考え、Trace 

を(3.2.7)式に導出した。一方、(∆φ, ∆E)の longitudinal phase space 上のエミタンスを Twiss 

parameter で表すことを考える。前節では transverse phase space 上の議論に際して(4.2.13)式

を使ったが、全く同様のプロセスである。 
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図４-３-６ シンクロトロン振動と同期位相のドリフト 

2 ターン目を起点として、同期位相の近傍に初期位相をもつ粒子が、ターン数と共に同期位相

の前後を位相振動する様子を示したもの。 

偏向電磁石中に負の磁場勾配ｎ値を設けて垂直方向の集束力を得た代償として、マイクロ

トロンの基本原理を満足するために必要な同期条件を厳密な意味で満たしていない。その影

響が同期位相 φs のドリフトとなって表れる。粒子はドリフトする φs の前後をシンクロトロ

ン振動しながら追随する。ターン数が限度を超えると、いずれ粒子は 32.5° の安定位相領域

からはみ出してしまうであろうと推測できる。 
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図４-３-７ ターン当りエネルギー利得の変化 

同期位相のドリフトに従って、各ターンにおけるエネルギー利得が減少してゆく様を示す。 

1 ターン目の初回加速を例外として、2 ターン目以降 25 ターン目の間で、平均して∆E = 6.2 

MeV → 5.9 MeV に減少している。これは同期位相 φs = 10° → 20° にドリフトした場合の∆E

減少分に相当する。初期状態に影響を受けている初回の振動を除いて、規則的に 4 ターンで

一周期を構成するシンクロトロン振動を伴っていることが見てとれる。この 4 ターン一周期

のシンクロトロン振動のチューンQL = 1/4 はマイクロトロンに固有の振動数である。 
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LLLL EE εβϕαϕγ =∆+∆∆+∆ 22 2     (4.3.5) 

シンクロトロン振動の 1 周期における phase advance をμとして、transfer matrix (M)を考え

ると、transverse motion の場合と同じく(4.2.16)式となる。その Trace をとって、 

µcos2=MTrace       (4.3.6) 

を得る。(3.2.7)のTrace との比較で、以下の関係がわかる。 

sϕπνµ tan1cos ⋅−=       (4.3.7) 

最も安定な位相振動の状態は、同期位相 φs が安定位相領域の中心に位置している場合で

あり、それで位相振動の振幅が最小になる。そのときの φsは、 (3.2.7)の不等式-2 < Trace M 

< 2 において、中点を示す Trace M = 0 から得られ、tanφs = 1/πνである。こうして(4.3.7)式

は cosμ= 0 となり、μ= π/2 を得る。即ち、ビームがマイクロトロンを 1 周する間に位相が

π/2 だけ進むことから、4 周がシンクロトロン振動の 1 周期に相当することを意味する。マ

イクロトロンの安定位相領域が(3.2.8)式で表される限り、この関係は変わらない。 

 

Ⅵ．加速の限界： 

前項の考察から、これまで検討してきた 150 MeV マイクロトロンのパラメータで、どこま

で加速し続けることが可能か、推定できる。周回数を増やして∆E = 6 MeV づつ加速し続

けると、いずれ同期位相 φs のドリフトで安定位相領域が狭まり、ビームがセパラトリク

スからこぼれ落ちる筈である。実は、図４-３-４にみられた 25 ターン目で粒子がひとつ失

われたのが、この現象の兆候を示している。 

25 ターンで打ち切らずに、加速し続けるとどうなるか、シミュレーションしてみた結果 

について以下に述べる。先ず 50 ターンまで加速した場合の輸送効率（survival plot）を図４

-３-８に示す。入射ビームの初期条件は、Einj = 80 keV、ε(x, y) = 100π mm·mrad、∆p/p = 0

であり、位相に関しては安定位相幅の理論値にほぼ等しい 35°の幅に全粒子数 700 個を発

生させて計算した。25 ターンの計算と同様、6 ターン目あたりで激しいビームロスが納ま

り、以後 25 ターン付近までその状態が持続する。25 ターンを過ぎると 30 ターンまでの間

で再びビームがこぼれる。ここで約 1/4 のビームが失われ、その後 40 ターンまでロスの少

ない小康状態が続く。40 ターン以後は再度激しくビームがこぼれ続ける。この survival plot

から、高エネルギーに加速されたビームのロス（放射線増大の原因）を防ぐ意味において、

25 ターン 150 MeV までの加速でとどめる方針が理に適った選択であったことがわかる。 
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図４-３-８ 50 ターン 300MeV まで加速した場合の残存ビーム量 

現状のパラメータ、特に偏向磁石中の磁場勾配（dB/dr = -0.14 T/m）のもとで、25 ターンを越

えて加速するとどうなるか調べるために、最大ターン数を 50 に倍増してシミュレーションを

実施した。図は加速のターン数に対して、どれだけの粒子が残存しているか survival plot して

みたものである。 

 ある意味で、25 ターン 150 MeV の選択は適正である。この限界を超えて加速すると、25~30

ターンの間で約 25 %のビームが失われることが判明した。仮に、このビームロスを許容する

のであれば、以後 40 ターン即ち 240 MeV まで、わずかなビームロスだけで加速の続行が可能

である。ちなみに、初期粒子数 700 個に対して、15 ターンの plateau で残存数は 10 %の 69 個、

35 ターンの plateau では 7.3 %の 51 個である。25 ターンで 66 個 9.4 %、40 ターンで 47 個 6.7 %

の残粒子数である。50 ターンではわずかに 15 個が残るのみである。 

 

 

25 turn 
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次の図４-３-９は初期位相 35°の幅に分布していた粒子の位相が加速とともにどう変化し

てゆくかをみたものである。同期位相は粒子全体の位相の重心近くに存在するはずである

が、全体的に粒子の位相が加速とともに進んでいるので、同期位相も同様に進む方向へド

リフトしている。当初の位相中心と 50 ターン 300 MeV まで生き残った粒子の位相を比較

すると、約 30°進行している。このことから、現状のパラメータで 50 ターンも加速する

と、32.5°の安定位相領域がほとんど消失してしまうことがわかる。 

 

最後に 150 MeV まで加速されたビームの(E, φ)位相空間における分布をみておく（図４-３-

１０）。核（Core）の前後に halo の腕を持つ標準的な分布をしている。25 ターンまでの加

速では、この腕の部分もセパラトリクスから外れてこぼれることはない。既に述べたよう

に、同期位相がドリフトすることにより、セパラトリクスと加速粒子の間に位相空間上で

ミスマッチが生じる。それが原因で、セパラトリクスの外縁に位置する halo の粒子が、順

次安定領域からはじき出されて失われる。25 ターン目あたりから、より外周に位置するハ

ロー１の粒子がこぼれ始め、次いで 40 ターン付近からハロー２に属する散在粒子がセパラ

トリクスから外れ始める。先に見た 50 ターンも加速する場合は、これら halo のみならず、

core 本体までもがセパラトリクスから外れつつある。 

 

追記（参考）： 輸送（加速）効率の悪かった改良前マイクロトロンのビーム調整時に得

られた記録である（下図）。微弱な SR 光スポットをズームで拡大してみると、中央主スポ

ットの両側にサテライトスポットが認識できる。上図４-３-１０は改良後のため、直接の

比較はできないが、コアとハロー１～２がエネルギーの異なる群として分離して見えてい

る可能性もある（上下のサテライトは磁極面からの反射光）。 

 
参考）図 4-3-10A 拡大 SR 光スポット（旧マイクロトロン：15 ~ 17 ターン） 

中央の明るい主スポット（Core）の左右両側に微弱光のサテライトスポット(Halo1~2)が付随して見える。 
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図４-３-９ 50 ターン加速時の残存粒子の位相ドリフト 

ある加速エネルギー（縦軸：ターン数に対応）まで来たとき、残存している粒子が加速RF の

位相（横軸）に対してどのように分布しているかを示す。50 ターン 300 MeV まで延長してシ

ミュレーションを行った場合の結果である。ビームの初期位相は安定位相領域にほぼ等しい

35° に絞り込んでいる。加速に伴う生存粒子の位相ドリフトをみると、50 ターンでほぼ 30° 位

相が進んでいる。最初の数ターンを別にして、途中 150 MeV（25 ターン）あたりと 250 MeV

の手前（40 ターン）で、out of phase の粒子がこぼれてゆく様子がわかる。失われる粒子は、

常に位相が遅れる方向に phase out する。 
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図４-３-１０ 150 MeV ビームの（E, φ）位相空間における分布 

コア（核）に相当する中心部に集群している部分と、ハローとして周囲に分散している腕に

相当する部分とに分かれる。同期位相のドリフトにより、先ず separatrix の縁辺を回転する粒

子、即ちハロー１の腕に分布する粒子がこぼれ落ち、次いでハロー２に散在する粒子がこぼ

れて、最終的には（50 ターンも加速すると）中心のコアに存在する粒子までもが separatrix か

らはみ出す事態に陥る。 
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５．性能の検証（加速試験） 

 

4 章で明らかになったように、最終的には種々のシミュレーションを行い、その解析を通

じて周回ビームの挙動を解明できたのであるが、最初に 150 MeV マイクロトロンの製作に

着手した時点では、必要とする情報をすべて入手していたわけではなかった。従って、当

初のプロト機を設計する段階では、Wisconsin 大の 100 MeV マイクロトロンの情報を取捨

選択して使用した[４６]。長期間の調整運転を経て、微弱ながら 150 MeV ビームを取り出

せたのではあるが、満足できる結果とは程遠く、取り敢えず SR リングAURORA-1 の加速

蓄積試験を一定期間行い[４７]、その後、大幅なプロト機の改良に着手した。その辺の経

緯は附録２に記載した。 

改良の結果は顕著で、当初の仕様値を上回る安定した性能を有する実用機が完成した

（全景：図Ｆ-１、概念図：図５-１）。改良前は半年を越える調整運転を続けた結果、最高

電流値で 50 μA レベルの 150 MeV ビームを得るにとどまっていた[４７]。ところが、改

良後はわずか数時間のビーム調整でmA オーダーの出力を得るに至った[２９]。その改良

のポイントが前章に述べた綿密な軌道計算から得られた知見であり、予め調整に有用なビ

ーム情報と見通しが得られていたことである。以下、改良後のマイクロトロンから得られ

た周回ビームならびに 150 MeV 出力ビームの特性に関して述べる。なお、マイクロトロン

を構成する各機器（ハードウェア）の詳細については、附録４に記述している。 

 

 

５-１．ビーム調整（周回系）と加速効率 

 

入射系はマイクロトロン本体と切り離して予め単独で組み上げ、先行してビーム測定を実

施することにより特性を把握しておいた（附録４のⅠ）。周回系のテストに当って、まず入

射系のバンチャーは OFF しておき、単純な DC ビームで調整を試みた。調整に際しては、

事前に装備しておいた図５-１-１の各種モニターを使い分ける[４８]。 

マイクロトロンは図５-１-２でわかるように大小さまざまの直流電磁石が集積した装置

であり、従ってビーム調整とはそれら電磁石の磁場調整を行うことを意味する。個数的に

大部分を占めるのは周回軌道を微調するためのステアラ群である。大型の主電磁石、逆磁

場磁石などは予め設定値が決まっており、調整の余地もあまりないが、ステアラは順次そ 
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図５-１ 改良後の 150 MeV マイクロトロン（平・立面図） 

改良前の概念図は附録２の図Ａ.２-２にある。改良の詳細も、そこに述べられている。全景写

真は巻頭の要旨に図Ｆ-１として示した。初号機と 2 号機以降との違いは、入射系が小型・簡

素化されたことである（バンチャーはオプション化）。 
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図５-１-１ 各種モニターの全体配置図 

マイクロトロンに使用されているモニターは、a) 蛍光セラミック製 Screen Monitor (Profile 

Monitor)：SCR、b) フェライト使用のCore Monitor またはCurrent Transformer：CT、c) CCD カ

メラで放射光を観る SR 光 Monitor：CCD_SR の 3 種類である。STOP はビームストッパを表

し、入射系は I、本体系左側をL、右側をR、高エネルギーBT 系をB で表している。 

a) SCR は破壊型モニターであるが、ビームのエネルギーに依らず使えるので、80~120 keV

の低エネルギー入射系から 150 MeV の高エネルギーBT 系まで、広く利用されている。SCM

には像を見るためのCCD カメラが付随している。 

b) CT は非破壊型のため、定常運転時にモニターできて便利である。特に、1 ターン目ライ

ナックの左側出口に置かれている CT_1 は U ターン前後のビームを区別でき、またすべての

周回ビームが通過するので、使い方次第で非常に強力なモニターとなる。マイクロトロンを

出た直後のBT 系にあるCT_B_1 は、SR リングへの入射時に常用モニターとして使用する。 

c) CCD_SR（SR 光モニター）は、5 ターン目以上、ビームエネルギーが 30 MeV 以上にな

ると観測が容易である。使用するCCDカメラの感度レンジが可視光から長波長域にあるので、

調整とビーム強度次第で 3 ターン目 18 MeV のビームも観測可能である。 
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図５-１-２ 150 MeV マイクロトロンの各種電磁石配置 

マイクロトロン本体系で使用されている各種電磁石の一覧を示す。1) 左右の主電磁石：

MAIN.BEND(L, R)、及びその補正コイル：MAIN.CORRECT(L, R)、2) 左右の逆磁場電磁石：

REVS_L, R、3) 水平集束用Ｑシングレット：QS_F、4) 入射用シケーン電磁石：CHCN_1, 2、

5) 周回軌道補正用の水平ステアラ：HST.L_2~24, R_2~23、6) 同垂直ステアラ：VST.L, R_2~8、

7) 引出電磁石：BT..EXTR、8) 大真空槽内の漏れ磁場補正用ヘルムホルツコイル：HELM、

9) 主軌道の垂直方向補助集束用ウィグラ：WIGL_L, R_1~3、総計９種 74 個の電磁石を初号 

機は装備している。うち、過半の 59 個が周回軌道補正用のステアラ群である。 

その後の運転実績から、5) 片側の水平ステアラ：HST.L_2~24、6) 左右両側の垂直ステア

ラ：VST.L,R_2~8、8) Helmholz Coil、9) 左右のWiggler が、省いても差し支えない磁石群と判

明している。従って、現在の仕様では若干の垂直ステアラを残して、上記の省略可能な磁石

群は装備されていない。 
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の場で最適化してゆく。 

改良前の初期段階でビーム調整に長時間を要した理由は、ステアラ（主に水平方向）を

調整して周回軌道を次々と追跡する際に、何度も最初の 1 ターン目まで立ち戻って再調整

を行わないと次のターンへ進めなかったことにある。その最大の理由がバックストレート

にQ ダブレットをペアで配置し、周回軌道におけるビームの振舞いを複雑にしていた点に

あった（附録２）。バックストレートに四極磁石群があることで、芯を通らないビームに対

して常にステアラの作用を併発し、パラメータ調整のたびに周回軌道が変動するという、

誠に先の見通しを得難いシステムになっていた。仮に、これら多数のQ 磁石のパラメータ

（位置と強さ）の遠隔操作が可能であったならば、複雑とはいえフレキシブルで融通性に

富むシステムとも見なせ、違った展開が得られていたかもしれない。現実にはQ 磁石の調

整は現場に赴いて手動で行う他なく、頻繁に変更できる環境にはなかった。特に位置調整

に至っては、構造的にそれが可能な設計になってはいたものの、事実上不可能に近い。 

 改良後の調整が数時間で終了したのは、単に水平方向ステアラを順次微調して周回軌道

を次々と追跡してゆくだけで 150 MeV ビームに到達できたからである。1 ターン目にまで

立ち戻ってパラメータを再調整するプロセスには、ビームの輸送効率を向上させる段階に

至り着手した。 

 

RF 系に関しては、初回加速後の U ターンビームが最適化できるまでは電界調整が必要で

あるが、以後特段の操作は不要である。特に、バンチャーを使用しない場合、調整は単純

である。最初にライナックの加速電界を適正に保つための出力調整を行っておけば、その

後はビーム負荷の変動がある場合のみ RF 出力を調整すればよい。通常、当初の周回ビー

ム調整は数十～数百μA レベルの電流値で行い、周回軌道の調整過程でビーム負荷が問題

になることはまず無い。時折、RF 加速電界が適正かどうかに注意を払えばよい。ちなみに、

初期の数ターンを除いて、周回ビームの調整に最も威力を発揮するのは CCD を利用した

SR 光モニターであるが、1 μA のビーム電流でもモニターに必要な光量は十分得られる。 

150 MeV ビームの引出しまで調整が進み 25 ターンすべての周回軌道が定まった後、輸

送効率を上げる段階に移り、そこで RF パワーの調整が重要になってくる。バンチャーと

のコンビネーションで加速効率の向上を図る場合には、位相と電力の双方を同時コントロ

ールする必要がある。輸送効率或いは加速効率が最も敏感に反応する操作は、シケーンま

で入射系の機器調整であり、Q 電磁石や逆磁場磁石など本体系の調整は効率に対するレス
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ポンスがゆるやかで鈍い。ひとたび 25 ターンの周回軌道が定まれば、マイクロトロンのア

クセプタンスに入射ビームを如何にマッチさせ得るかで加速効率が決まるようである。 

一般に、電磁石を操作する transverse 方向の調整と、longitudinal 方向のパラメータであ

るライナックの電力調整は独立して考えてよい。ただし、RF パワーの安定性は、直接ビー

ム軌道のゆらぎに影響してくるので重要である。 

 

CT（カレントトランスフォーマー）信号： 

CT_1：最も重要なこの CT は、入射系側から見て加速管の左側出口直後に位置している。

入射系からマイクロトロン本体に輸送され、ライナックで初めて加速されたビームを観る

CT である。入射ビームが適正（6.9 MeV）に加速されているかどうかは、CT_1 でU ター

ンビームを計測することにより初めて判断が可能である。測定例を図５-１-３に示す。U

ターンビームの適正化は、ライナックのパワーをスウィープして CT_1 に表示される戻り

ビームの出力信号V1 の増減をみながらおこなう。図で出力V1 = V(0+1) - V0 がその最大値

付近になる加速レベルが適正である。 

なお、SR リングの入射器とは話が異なるが、後述するミクロ単バンチの加速に際して、

CT_1 は別の重要な機能を発揮する。 

 

CT_B1：150 MeV まで加速され、マイクロトロンから取り出されたビームを最初に測定す

る BT 系の電流モニターである。定常運転の際に常時モニターとして使用し、マイクロト

ロンの異常を検出する監視装置として利用できる。その出力例をいくつか以下に示す。入

射器として 150 MeV マイクロトロンを使用する限り、個々の出力ビームパルスが平坦であ

るか否かは重要でない。従って、図５-１-４にみられるような 1 パルス内の出力変動、ふ

らつきに対する対策は特に講じていない。 

図５-１-５は最大で 150 MeV ビームがいくら取り出せるか、初号機で試験した際の結果

である。当初の仕様が I (150MeV) = 5 mA であり、大電流加速は想定していなかったため、プ

ロト機で安定に Ipeak = 10 mA を得るには無理がある。RF 電力的には Ppeak = 5 MW 出力

が可能な電源を有しており、ビーム負荷に十分対応し得るのであるが、加速管の結合係数

βcoupling = ２の設定であるため、ビーム負荷が overloading になる。従って、µsec オーダーの

長パルスを安定に得ることは難しいが、1 桁下の短パルスで 10 mA 出力を得ることは図に

見られる如く比較的容易である。ここでは実測による結果を示したが、Lund 大MAX-lab 
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図５-１-３ 主軌道上のCT_1 による電流測定 

最初の 6MeV 加速を受けた後、加速管の左側出口にあるモニターCT_1 で観たビーム電流の信

号。往きの 6 MeV ビームによるCT 出力：-V0（ビーム進行方向の関係で、この出力のみ極性

が逆）、それに戻り（U ターン）ビームの出力（+V1）を重畳したもの：V(0+1)、更に 2 ターン

目の出力（+V2）を重ね合わせた信号：V(0+1~2)、３ターン目出力（+V3）まで重畳したもの：

V(0+1~3)、10 ターン目までの出力（～+V10）を重ね合わせた信号：V(0+1~10)、等をすべて同一の

CT で観測できる。 

このCT_1 で、各ターン毎の輸送効率を調べることが可能である。例えば、図でV3 = V(0+1~3) 

- V(0+1~2) は 3 ターン周回ビームの電流値を表している。CT 出力は 1 mV = 1 mA に較正されて

いるので、V0 = 30 mV は 6MeV 加速ビームが 30 mA であることを示している。   

なお、V0出力の立ち下がりからV1信号の立ち上がりまで、約 0.7 µsec の遅れがある。これ

は加速管の時定数 τ (= 0.56 µsec)と同程度の遅れである。この間は加速管の電界が立上りの過

渡状態にあり、まだ定常状態になっていない。従って、ビームが適正に加速されておらず、U

ターンして戻って来ることができない状態にある。 
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図５-１-４ BT 系CT による引出電流の観測 (1) 

改良後のマイクロトロン1号機で150 MeV出力ビームをCT_B1でみたもの（最下段の黄色）。

標準的な数 µsec 幅のパルスでビームを引出している。後述する～10 psec オーダーのミクロ単

バンチ加速を例外として、µsec オーダーの長パルスビームは加速電界が定常状態のモードで

得られる。 

図中、中段は加速途中（12 MeV ビーム）のCT_2 出力、最上部はガンエミッション（120 keV

ビーム）をCT_GUN でみたものである。CT_1 にみられる 150 MeV ビームのパルス内出力変

動と同様の傾向が既に最上流のガンエミッションにみられる。このことから、パルス出力が

フラットにならない大きな要因がビーム負荷の変動にあると推定できる。ガンの 120 kV 高圧

電源はドループを含め 0.1 %の安定度を有するので、グリッドパルサーの平坦度に改善の必要

性を感じている。他の要因として、RF 供給電力の平坦度が不十分（現状 2~3 ％）なことや、

電磁石電源の安定度が影響している可能性も排除できない。 
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図５-１-５ BT 系CT による引出電流の観測 (2) 

一般に 2~3 µsec幅のパルスビームを引き出すが、RFの供給電力が不十分な場合(undercoupling)、

櫛の歯状の短いパルスビームが観測される。横軸の scale (2 µsec / 1 div) から繰返し周期が 0.5 

µsec と同定でき、ほぼ加速管の時定数に等しいことから、過渡状態にあるライナックの電界

で加速されたビームであるとわかる。対して、通常の µsec オーダーの長パルスビームは、加

速電界が定常状態の下で加速・引き出されたビームである。 

 櫛の歯状のビームを得るのは平坦な長パルスビームを得るのに比べれば簡単で、ガンエミ

ッションやRF 出力の安定性にそれ程注意を払う必要がない。 
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では 100 MeV マイクロトロンに関して同様の現象をシミュレーションで解析している[４

９]。なお、CT の製作に際して、時間応答特性に注意して立上りの速いフェライトを選択

したわけではないが、下にみられるように、ミクロ単バンチの加速時にマイクロトロンの

個別ターンを識別できることから、数 nsec レベルの時間分解能を有している。 

SR リングAURORA への入射において、実質有効な入射時間幅は 0.5 µsec 以下と見積も

られており、図中のピークひとつだけでも十分入射が可能である。タイミングシステムを

操作して、この過渡状態で加速する 1 ピークだけを取り出せば、放射線対策が非常に楽で

ある。ちなみに、自己遮蔽をアピールしている現在稼動中のAURORA-2S では、この短パ

ルス入射方式を採用して発生放射線の大幅な軽減に成功している[５０]。 

 以上は初号機の測定データであるが、その後、大電流加速用にマイクロトロンが 1 台作

られた。その主目的はHiSOR（広島大学）入射器としての使用であるが、同時に隣接する

VBL (Venture Business Lab.)の超高速電子周回装置REFER への入射器として併用されてお

り、仕様値が Ipeak = 10 mA に設定されている。運転時間の比率で考えれば、圧倒的にREFER

入射器としての使用頻度が高い[５１]。この大電流用マイクロトロンの調整時に得た 150 

MeV 引出しビームの出力信号を図５-１-６に示す。ビーム負荷の増大に対処すべく加速管

の結合係数 βcoupling = ４に強化したが、他にパルス平坦度を改善する対策を特に講じたわけ

ではないので、平坦な 10 mA パルスを得るのは容易でない。 

途中でこぼれるビームを考慮せずとも、Ipeak = 10 mA のとき、加速管のビーム負荷は 25

倍（周回数）の 250 mA と等価になる。入射系に単純なバンチャーを置いただけでは、最

初の数ターンで全ビーム負荷の 1/3 ~ 1/4 程度が失われるようである。従って、10 mA 加速

とはビーム負荷 3~400 mA を意味し、エミッション電流の些細なゆらぎが加速効率を大き

く左右する。RF 電源のピーク出力が 5 MW であることを考慮しても、理論上 Ipeak = 20 mA

は得られる筈であるが、10 mA を上回る 150 MeV ビームを得ようとした場合、ビーム負荷

に関する何らかの対策が必要と思われる。ただし、平坦な µsec オーダーの長パルスを望む

のでなければ、ここに述べた 150 MeV マイクロトロンの設計指針に従って、ピーク電流

10 mA の引出しビームを得ることは容易である。 

 

同じマイクロトロンに装備された CT でありながら、用途の異なる利用法をひとつ追記し

ておく。附録５で述べるが、入射系に laser driven photo cathode RF gun を配したミクロ単バ

ンチ加速用マイクロトロンでの使用例である。上述のCT_1、即ち加速管の左側出口に置 
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図５-１-６ BT 系CT による引出電流の観測 (3) 

前のふたつの図と違い、大電流用マイクロトロンの出力信号である。HiSOR の入射器として

は、通常どおり数mA 出力で使用するが、電子周回装置REFER への入射器として使用すると

きに 10 mA 運転を行うことが多い。 

ビーム負荷の増大に備えて加速管のCoupling-β = ４に強化したが、他にパルス平坦度改善

のための対策は特に施していないので、平坦度の良い長パルス出力を得るのは容易でない。

RF 電力的には Ppeak = 5 MW の電源を有しており、Ipeak = 10 mA のビーム負荷に対しても十分

余裕がある。 

 図中、上に見える負出力はガンエミッションをモニターしている CT_GUN からの信号で、

I(emission) = 200 mA 相当であることがわかる。 

（縦軸：200 mV / 1 div、GUN_CT 較正値：~1 mV / 1 mA） 
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かれたCT の出力を図５-１-７に示す。ビームがマイクロトロンを一周する時間に対応した

10~20 nsec 周期のピークが明瞭に観測され、CT の時間分解能が数 nsec レベル以上である

ことがわかる。このように各ターンが独立に測定できれば、以下に述べる SR 光モニター

と同様の効果的活用が可能になる。SR 光以上に定量的な情報を多く含む点、CT のほうが

更に有効と言える。 

注記：上記データは、マイクロトロン 4 号機が日本原子力研究所関西研究所に納入された当

時、立上げ調整にあたって双方の間で共同研究が実施され、その過程で得られたものである。 

概要が原研関西研から共著の形で学会発表されている[５２]。 

 

先のモニター配置図５-１-１をみると、モニターの数の多さが目につく。改造後のビーム

の振舞いを詳細に調べられるように配慮したためであり、すべての実用機にこれだけ多数

のモニターが必要なわけでは勿論ない。標準仕様のマイクロトロンが装備を要求するモニ

ター類は、図中の SCR_I1 (入射系：CCD_I1 共)、SCR_R1 (&CCD_R1)、SCR_L1~3 

(&CCD_L1~3)、CT_1、CCD_SR_R (初号機は可動CCD であったが、現在は固定CCD)、及

び BT 系の SCR_B1 (&CCD_B1)と CT_B1 である。後は、オプションとして必要に応じて

準備すればよい。 

 

SR 光による測定： 

CCD_SR_R：初号機は左右の主電磁石側面に SR 光モニターを備えていた（図５-１-１）。

ビーム調整時に、万が一左右の主電磁石におけるビームの振舞いが異なった場合、その解

析を可能にする意図であった。結果的に、軌道計算で想定された以上のビーム挙動は検証

されず、左右両方に SR 光モニターを持つ有意性のないことが判明した。従って、以後の

マイクロトロンには右側の SR 光モニターしか装備されていない。 

25 ターンまでビームを通した後、各ターンで SR 光スポットを観測した例を図５-１-８

に示す。ともに 150 MeV ビームを数mA 取り出したときのスポットである。右端に微弱に

見えるスポットが 5 ターン目 30 MeV ビームの、左端の最も明るいスポットが 25 ターン

150 MeV ビームからの SR 光である。上の図 a) ではスポットが上下方向に変動していない

が、下図 b) は 4 ターン程度の周期でビームが上下方向に振動している様子がみえる（特

に低エネルギーの若いターンの領域で顕著）。この 4 ターン周期は前章で解析したシンクロ

トロン振動数と一致するが、ここで観測された SR 光スポットの上下変動と関係している 
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図５-１-７ 単バンチビームのCT による観測 

初号機の完成から 10 年、新しいマイクロトロンの利用法が進展しつつあった。入射系に Photo 

Cathode RF ガンを擁し、ミクロ単バンチを加速しようというものである。だが、周回系の電

流モニター用CT の仕様は不変であり、加速管の左側出口に装備されているCT_1 の出力を図

は示す（Time Scale：50 nsec / div）。 

ビームがマイクロトロンを周回する時間、2~25 ターンの所要時間は 10~20 nsec とわかって

いる。CT 信号が各ターンを明瞭に分離できていることから、CT の時間分解能が数 nsec はあ

ることがわかる。また、最初の１ターン目から最後の 25 ターン目までの全周回時間が約 350 

nsec であることも容易に理解できる。全ターンの信号が一度に観測できるので、単バンチ加

速の際には特別有力なモニターとなる。 

RF ガンのエミタンスが小さいので、最初の 1 ターン（CT 出力の極性が逆）から最後の 25

ターンまで、加速途中のビームロスが少ないことが見てとれる。 

（出典：平成 12 年の原研関西研における住重との共同研究の成果、文献[５２]） 
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  a) スポットがターン毎に垂直方向に伸縮（フォーカスの良い中央付近） 

 

b) スポットが 4 ターン周期で垂直方向に振動 

図５-１-８ SR 光モニター（CCD_SR_R）でみた周回軌道 

5 ターン（右端の暗いスポット）以降の全周回軌道をまとめて観測できるため、効果的な非破

壊型モニターである。特に垂直方向のビーム軌道の変化を把握しやすい。通常、輸送効率の

改善・最適化には SR 光モニターを使用する。パルス波形（平坦化）などの調整には、マイク

ロトロン出口直後のBT 系CT を併用する。各種パラメータの調整に際して、最も利用頻度の

高いモニターである。 

一般に観測される現象であるが、周回ビームが低エネルギー側に少しテールを引きながら

加速される様子が、特に図 b) で顕著である。これはセパラトリクスからはみ出して out of 

phase でこぼれ落ちてゆく粒子からの SR 光であり、低エネルギー側にドロップアウトすると

いう計算の予測と合致する。ただ、現実の加速では計算と違って全ターンにわたり少しづつ

常にこぼれてゆくようである。 

 初号機では CCD カメラが可動になっており、常に偏向電磁石内でビームが 90°回転した

点で SR 光をモニターできるように配慮されていた。理由は、常に偏向電磁石端面に直角な方

向で SR 光をみることにより、ターンセパレーション（実際はその 1/2）を精度よく測定する

ためである。 
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かどうかは不明である。また、上図 a) ではCCD カメラが中央付近に良くフォーカスして

おり、定性的にビーム形状が 1 ターン毎に垂直方向に伸縮している傾向がみてとれる。こ

れは、前章の図４-３-５にみられる軌道解析の結果、即ち垂直方向ビームサイズが 1 ター

ン毎に増減する結果と一致する。 

図の中央から右寄りには、中心の実スポットの外に上下にサテライト（ghost）がみえる。

これは、まだ電子が高エネルギーにまで加速されておらず、SR 光の発散角(σy′)が大きいた

めに生じる現象である。既に述べたように、マイクロトロン本体の主電磁石は漏れ磁場を

少なくするために狭い磁極間隙（pole gap = 10 mm）で作られている。このため、磁場中を

旋回する電子から放射された SR 光が上下のポール表面（鏡面）で反射され、CCD カメラ

で観測されるためである。このサテライトのお蔭で、垂直方向の電子の運動の非対称性が

一目瞭然である。電子が 20 ターン 120 MeV 程度まで加速されると、σy′ ≤ 4mrad まで SR 光

の指向性が良くなりサテライトがほぼ消失する。参考用に、マイクロトロンの 1~25 ター

ンにおける電子のエネルギー(En)、発散角(σ′)、臨界波長(λ0)の関係を表５-１-１に掲げて

いる。表から 5 ターン 30 MeV ビームは λ0 = 1730 nm と遠赤外領域が主体のスペクトルで

あり、CCD カメラの感度特性（図５-１-９）からみても、微弱な信号しか得られない筈で

ある[５３]。ただし、ビーム電流値が数mA もあれば、3 ターン 18 MeV で λ0 = 4800 nm の 

SR 光でもCCD カメラで観測が可能なことは確認済である。 

 

右側の主電磁石に装備されている SR 光モニターCCD_SR_R は、初号機に限り movable に

作られている。この測定系によれば、どのターンであろうとも偏向電磁石中を常に電子が

90º 回転したときの SR 光を正面から観測できる。つまり、電子が偏向磁場中を 90º 回転

した位置で、磁石端面と平行に放射される SR 光を鉛直方向で測定できる。90º 回転時の

隣接ターンの位置の差が測定できたことになるので、その値を 2 倍することでターンセパ

レーションが得られる。前章では軌道計算からターンセパレーションが求められているの

で、ここで SR 光による実測値と比較して図５-１-１０に示す。ターンセパレーションの半

値 dt.s./2 = 16.5 ± 1.0 mm の範囲で計算結果と実測値が一致しているので、ビームの挙動とし

ておかしいところはないという確認はできた。しかし、軌道計算にみられる 4 ターン周期

の規則正しい変動は観測できていない。実際のビームの振舞いと、シミュレーションの結

果に若干の相違があるのかもしれない。 
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表５-１-１ 150 MeV マイクロトロンの周回エネルギーに関連する係数 

 
各ターン(n=1~25)における電子の運動エネルギー(En)と、相対論的質量比(γn)、SR 光の発散角

(σ′)、臨界波長(λ0)の関係を一覧表にしたもの。 
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図５-１-９ CCD センサの感度特性 

周回ビームの臨界波長（表５-１-１）から、CCD の観測に最適なビームエネルギーは 9 ター

ン目 54 MeV (λ０= 533 nm) あたりであることがわかる。6 ターン目 36 MeV のビーム(λ０= 1200 

nm)でも、既に CCD センサの感度特性の領域外である。数 mA のビーム強度があれば観測可

能であるという 3 ターン目 18 MeV ビームでは λ０= 4800 nm であるから、臨界波長から急激に

減衰する短波長側のごく微弱な可視領域の SR 光をキャッチしていることになる。 

（文献[５３]から引用） 
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図５-１-１０ ターンセパレーション 

隣り合った各ターンの間隔を示したもの。ただし、測定は 180° 偏向電磁石の中点、即ち 90° 回

転した点での距離であるから、バックストレートにおける本当の意味でのターンセパレーシ

ョンは表示値の２倍である。可動 SR 光モニターでもって、この点でターンセパレーションの

実測が可能であり、計算値との比較を行った。計算・実測とも、ほぼ d/2 = 16.5 ± 1 mm の範

囲に納まっており、差はないことからビームの振舞いが妥当であると判断できる。ただし、

計算に表れた規則正しい振動の様子が、実機では観測できていない。 
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ビームプロファイルモニター： 

SR 光による位置の検出ができない入射系で、CT とともに必須のモニターであるが、加速

後の高エネルギービームを輸送する BT 系でもビーム軌道を適正化するために必要である。

破壊型のため、CT のように定常運転を行いながら使うことはできず、初期ビーム調整時

に利用されるほか、何か異常事態が生じた場合に活躍するモニターである。アルミナ

(Al2O3) セラミクスに数%のクロム(Cr2O3) をドープし、電子を照射することにより生ずる

蛍光を観測するものであり、スクリーン(SCR) モニターとも呼ばれる[４８] 。 

マイクロトロン本体系で E>６MeV のビームが周回を開始しても、既にふれたように最

初の数ターンはCCD で SR 光を観測できないので、当初は 5 ターンまで（図５-１-１）、現

在でも 3 ターンまでは本モニターを常備している。まず、主軌道上、加速管の両側に置か

れた SCR のうち、右手シケーン側の SCR で入射 120 keV（2 号機以降は 80 keV）ビームの

位置を確認し、入射ビームの位置が加速管の軸と一致するように、入射系を調整する。加

速管の出口でも 6 MeV ビームのプロファイルの確認が可能である。また、加速管単体のエ

ージングの際にも、励振時に内部の電界で加速され飛び出してきた電子による SCR の発光

がみられ、枯らし状況のチェックに有効である。勿論、放電現象も的確に観測できる。加

速管の電界を調整しながらCT_1 でU ターンビームを確認できれば、次に 2 ターン目バッ

クストレートの SCR をモニターしながら再度電界調整を試みる。この SCR で戻り軌道上

の 12 MeV ビームを確認できれば、ライナックの加速電界は正しく設定されていることに

なり、後は水平ステアラ(HST) を主体に調整してゆけば容易に 25 ターンまでビームを通

すことができる。 

 

SCR_B1：高エネルギービームによるセラミックスクリーンの発光例を図５-１-１１に示す。

直接的にビームの位置を正確に測定できるので、150 MeV ビームを SR リング AURORA

に入射する際、BT 系の調整に不可欠なモニターである。また、後述する引出しビームの

エミタンス測定にも使用する。 

 

輸送効率： 

マイクロトロンの性能を左右する加速効率の結果を図５-１-１２に示す。改良前の装置で

は電流値がほぼゼロになるまで、歯止めなくビームが減少し続けていたが、改良後はシミ

ュレーションの結果とよく一致する輸送効率が得られるようになった。 
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図５-１-１１ 150 MeV 出力ビームのプロファイル 

セラミック製スクリーンモニターSCR_B1 でマイクロトロンから引き出された 150 MeV ビー

ムを観測した例。このときの取出し電流値は mA のオーダーであった。中央の真紅にカラー

処理されている部分はCCD 出力が飽和している領域である。そのため、この像から直接ビー

ムサイズ(σx, σy) を読み取ることはできないが、およそのビームスポットとして σ ≤ 5 mm であ

ることはわかる。上流側にCCD を置いて観ているので、向かって右側に高エネルギービーム

の像が現れる。SR 光のスポットでも同様であったが、左方向に低エネルギービームのハロー

がテールを引いている様子がみてとれる。 

 複数のプロファイルモニターと集束発散用の Q 電磁石の組み合わせでもって、後述のよう

に 150 MeV ビームのエミタンス測定が可能である。その際、最も明るく発光している領域が

飽和しないようにCCD の利得を調整しておく必要がある。 
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図５-１-１２ 150 MeV マイクロトロンの輸送効率 

バンチャーを使用しない場合の輸送効率を実測値と計算値とで比較してみた。輸送効率が

∆(old)で示されている改良前のマイクロトロンでは電流値の減少に歯止めが無かった。それが

改良直後（’91 年）の測定× (New)では、初期の数ターンを除き各ターンにおける効率が計算

と実測値とで相対的に同じ変化を示すようになった。ともに 5 ターン目までに失われるべき

ビームは消失し、以降のビームロスは非常に少ない。 

 赤丸と赤線（―○―）は、後に立命館大学へ装置が移設され、現地での立上げ調整に際し

て得たデータである（1996 年 4 月 11 日）。5 年後においても傾向は同様で、むしろ計算と良

い一致を示す。ただし、入射系からライナックへの入射電流値が 41 mA（初期は 20 mA で測

定）と倍増しているから、全体としての輸送効率は不変である。 
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初めてビームを周回させるときの調整方法は、モニターしている軌道・地点、或いはそ 

のターンを最大電流が通るようにすることである。当面、そのターンだけに着目して、電

流値を増やすように各種パラメータを調整するしか方法がないのであるが、ひとたび最後

までビームを周回させることができたならば、その後の輸送効率を良くするための調整で

は、もはや初期の数ターンで最大電流値を得たパラメータとは必ずしも一致しない。その

辺を念頭に置いて調整にあたることが肝要である。 

 加速の再現性に関しては、最も影響の大きい要因が漏れ磁場である。特にビームエネル

ギーの低い入射系に対して影響が大きく（一応の磁気シールドは施しているが不十分）、残

留磁場の状況が変化するため往々にしてビーム軌道が微妙にずれて、マイクロトロン本体

のアクセプタンスとマッチングが悪くなり、結果として輸送効率が低下する。この軌道の

ずれは、先の SCR で入射軌道をモニターすることで、まず確認が可能である。150 MeV ビ

ームを数mA 取り出す程度であれば、パラメータの変動に対しても比較的余裕がある（一

例がガンエミッションの増強による出力電流の補正である）が、5 mA 以上の大電流を得

ようとする場合は漏れ磁場の状況も再現するような運転が必要である。通常は周囲への漏

れ磁場の影響を抑制する意味で、マイクロトロン本体系主電磁石の立上げと立下げに時間

をかけてゆっくりと行う（例：励磁電流 240 A を所要時間 15 分で up/down）。毎回、同じ

パターンで立上げ立下げを行っておれば大丈夫であるが、停電などで瞬時に主磁場が消失

した場合などに入射系の再調整を必要とする。 

しかしながら、総じてマイクロトロンは素性（振舞い）の明快な、扱いやすい装置（初

期調整も含めて）であるといえる。この事に関しては疑問の余地がない。 
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５-２．出力ビームのエミタンス測定 

 

これまではプロト機の改良に関する議論を中心におこなってきた。以下に述べる 150 MeV

ビームの測定は、後に作られた 3 号機の初期調整に際して実施されたものである。3 号機

は 2003 年 3 月現在、住重田無工場で稼動中の小型 SR リングAURORA-2S の入射器として

使用されている。ステアラ等の補正電磁石群や各種モニター類が支障ない範囲で軽装化さ

れた実用機である。入射系でも電子銃のアノード電圧が 80 kV に引き下げられ、バンチャ

ーも装備されていないタイプである。 

 試験に使用した BT 系は、単に SR リングへの入射系として製作されたものを流用して

おり、特にエミタンス等の測定を考えて作られたわけではない。従って、試験に際して種々

の制約条件があり、測定精度が十分とは言い難い面があった。しかしながら、マイクロト

ロンで加速されたビームの特性を測定したデータの類がこれまでなかっただけに、シミュ

レーションで得られた予測と直接比較ができた意義は大きい。本章は文献［５４］（Internal 

Report）に基づいて記述した。 

 

Ⅰ．試験方法（セットアップ）： 

図５-２-１に計測に用いたBT 系の構成を示す。マイクロトロン本体で 150 MeV まで加速

された電子ビームは引き出し電磁石で 15 º 時計回りに曲げられて BT 系に取り出される。 

BT 系の基本的な構成要素は以下の 3 点である。 

 

 1) ビームプロファイル測定用モニター（2 式）、うち一方には電流測定用CT を装備 

 2) ビーム集束用（Q2）と発散用（Q1）のQ 電磁石、各 1 台 

 3) ビーム軌道補正用の水平及び垂直ステアラ、各 1 台 

 

測定は 2 台のQ 電磁石（Q1, Q2）強さを変えて行う。Q の操作に従って、ビームプロファ

イルがどのように変化するかを下流のスクリーンモニタ 2 上で観測する。Q の強さをパラ

メータとして（σx、σy）の変化をフィッティングすることにより、エミタンス（εx、εy）

やエネルギー分散（∆E/E）を算出する。ただし、現実にはビームダクト寸法φ30 mm の制

約があり、（σx、σy）が最小になる近傍に測定は制限される。 
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図５-２-１ 150 MeV ビームのエミタンス測定 

マイクロトロンで150 MeVまで加速され、引出されたビームのエミタンスを測定したBT系。

既存のBT 系を流用して試験したため、QD、QF 磁石の位置関係やビームダクトのアパーチャ

等に制限があり、精度の点で限界があった。引出電磁石の下流で QD、QF の強さを変えて、

その下流のスクリーンモニタでビームプロファイル（σx、σy）の変化を測定し、得られた曲

線をフィッティングすることにより（εx，εy）を求めた。 

 測定では、周回系の水平方向集束用Q シングレット（QSF）の強さを変えて違いをみた。 
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モニター系： 

マイクロトロンに使用したものと同じCr 含有のアルミナ製セラミックスクリーン（有効視

野φ19 mm）を内蔵したモニター箱がQ ダブレットの上流と下流に装備されている。電子 

ビームが当たって発する蛍光を CCD カメラで観測し、画像処理することによりビームプ

ロファイルの情報が得られる。上流のモニター1 では、マイクロトロンから引き出された

ビームの状況を随時確認できる。また、同じ仕様の CT も装備されており、パルス波形と

ともに引出し電流値を常時オシロでモニターしている。検出感度は 1 mV/mA に較正され

ており、利得 100 倍のアンプをつけて 100 mV/mA の出力信号を得る。解析に必要なビー

ムプロファイルはQ ダブレットの集束条件を変えながら下流のモニター2 で観測する。 

 測定感度はCCD カメラに依存する。最高感度では 1 µA 以下の微弱電流による発光でも

観測可能であり、今回のような mA 級の電流値では光量過多で CCD 出力が飽和しないよ

うに注意する。同じ出力ビームでもフォーカスの具合で CCD の飽和状態が異なるので、

その場合は測定途中でビーム電流を調整し、CCD のゲインは固定して使用した。 

 光学系には 1/2 インチCCD カメラに 9.5~152 mm ズームレンズを装着して使用した。ス

クリーンモニタの有効視野φ19 mm を拡大して、640 x 480 ピクセルの画像データとして

取り込むことで精度の向上を図った。得られた解像度は、 

 水平（ｘ）方向： 22 pixcel/mm 

 垂直（ｙ）方向： 18 pixcel/mm 

これは、0.1 mm の精度でビームサイズを議論するのに十分な解像度である。 

 

Q ダブレット： 

基本的に、上流のQ1 をQD に、下流のQ2 をQF にセットして使う。まれに上流からみて

QF、QD の組合せで使うこともあった。仕様を下に示す。磁場の有効領域については、中

心軸上の磁場測定結果からQ1、Q2 ともに実効長を+10 mm とみなした。 

 

 最大励磁電流：  Imax = 10 A (一部測定時 13 A まで) (共通) 

 最大磁場勾配：  (dB/dr)max = 8 T/m (共通) 

 磁極長：  ℓ pole ( Q1 / Q2 ) = 150 / 120 mm 

 有効磁場領域：  ℓ eff  ( Q1 / Q2) = 160 / 130 mm 

 ボーア径：  D = 35 mmφ 
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ステアラ： 

直接ビーム測定に関係しない要素であるが、引出しビームをQ 磁石の芯を通すために不可

欠である。スクリーンモニタの視野φ19 mm は必ずしも観測に十分な大きさとはいえず、

精度よくQ の芯を通すことは重要であった。現実問題として、プロファイルの測定中にビ

ーム像の裾がスクリーンの視野からしばしば外れそうになり、その都度ステアラで像全体

をスクリーンの中央に移動させるという、実用上必須ともいえる調整手段であった。仕様

では 150 MeV ビームを±1.5 mrad まで偏向できる。 

 

Ⅱ．ビームパラメータ： 

測定に際しては、できる限りビーム条件、加速条件等が一定になるよう配慮した。基本パ

ラメータを以下に示す。 

 

 パルス幅  2 µsec 

 繰り返し  10 Hz 

 ピーク電流値  ~2 mA @150 MeV 

 

電流値については、スクリーンモニタ上でビームスポットが小さく絞られて CCD 素子の

出力が飽和する場合は減らし、逆にスポットが広げられて像が暗くなる場合は増やす等の

措置を講じた。測定時の引出し電流値は 0.5~2.5 mA の範囲であった。最も簡便かつ迅速な

手段として、ライナックの RF パワーを調節してマイクロトロンの加速効率をコントロー

ルした。電子銃のエミッションを加減して加速電流を調整することも勿論可能であるが、

レスポンス、安定性、微調の容易さで劣る。 

 測定中、モニターしている電流値のCT 出力を図５-２-２に示す。BT 系の 150 MeV ビー

ムの信号（図の下方）はパルス幅 2 µsec、ピーク電流 2 mA（1 mA/100 mV 換算）相当であ

る。図の上方は主軌道のライナック軸上の全ターンが通るCT の出力で、50 mA ピーク値

を示している。1 ターン目往路のみ正出力で、その戻りビーム以降のビーム信号がすべて

負出力で合計されているため、加速管の全ビーム負荷は 100 mA に相当する。 

 引出しビームのエネルギーについて、特に測定していないが 153~154 MeV であることが

判明している。SR リングへの入射試験で、BT 系の偏向電磁石を励磁する際の磁場強度と

曲率半径から得られた値である。初号機より、2 MeV (1.3 %) ほど高めになっている。 



 - 97 -

 

図５-２-２ 測定時の電流値モニター 

エミタンス測定時の加速電流の状況を示す。上のACC_CT は全ターンが通る（主軌道上、ラ

イナック左側出口に位置する）CT の信号で、1 ターン往路の出力のみ正、1 ターンの戻り以

降のビームによる出力がすべて負で、それらの積算値を示す。加速管の全ビーム負荷は 100 

mA に達する。下がBT 系に引き出された 150 MeV ビームのCT 信号で、約 2 mA ピークのパ

ルス電流値である。 
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マイクロトロンの加速条件： 

入射系は Einj = 80 keV の入射ビーム電流量を一定に保つために、電子銃からのエミッショ

ンを Ie = 100 mA に固定した。本体系（周回軌道）に関しては、引出しビーム調整のために

ライナック給電用 RF パワーを時折微調するものの、横ステアラなど他のパラメータは加

速効率の向上試験で最適と見なされた値に固定したままである。 

 測定を行ったBT系はdispersion freeになっておらず、従って水平方向のビームサイズσx

には運動量分散の寄与があるので、この評価をしておかなければならない。マイクロトロ

ンの周回軌道を考えるとき、主軌道すなわちライナックの軸上で分散関数 η = 0、η΄ = 0 と

みなせ、バックストレートで分散が最大となる。第 3 章で戻り軌道におけるビームの広が

りを考察したが、その概念図３-５-２を下に再掲する。図を参考に、150 MeV ビーム引出

し軌道での分散 ηを求めておく。図で、∆x は ηの定義式から、 

       
p
px ∆

=∆ η   (5.2.1) 

      運動量の差∆p は図でエネルギーの差 

(δEmax - δEmin)に対応する。この運動量の 

差は曲率半径の差と同等の関係にあり、

  
ρ
δρ

=
∆
p
p   (5.2.2) 

また、図から、 

δρ2=∆x   (5.2.3) 

以上から、 

ρη 2=   (5.2.4) 

で表されることがわかる。式から、分散 η は最外周 25 ターン目で最も大きい。150 MeV

ビームのBρ = 0.50 T·m、B = 1.2 T より ρ = 0.42 m、従って η =0.84 m を得る。図から η΄ = 0

であることもわかる。 

 

1 ターン目の主軌道、ライナック中心軸の延長線上に配されている集束用 Q 磁石（QSF）

を調整すると、150 MeV 引出しビームのプロファイルが変化することがシミュレーション

の結果からわかっている。すなわち、引出しビームのTwiss パラメータがQSF に依存して

いることを意味し、測定データの解析に際して影響を及ぼすので注意が必要である。QSF
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の強さを変えたとき、150 MeV 加速ビームのエミタンスの変化の様子を図５-２-３(a)～(c)

に示す。実際の測定はQSF = 1.1 or 1.4 A（一部 1.5 A)でおこなった。 

 

Ⅲ．測定と解析結果： 

測定はマイクロトロン本体のQSF をある値に励磁し、BT 系の集束要素（Q1, Q2）の強さ

をパラメータとして変えつつ、スクリーン 2 上でプロファイルを CCD で観察するという

方法をとった。測定で得られたビームプロファイルの画像例を図５-２-４(a)～(b)に示す。

電子は水平・垂直両方向ともガウス分布しているものとして、取り込んだ画像データを積

分することにより（σx, σy）― 図のCRT画面上で（Sx, Sy）― を求めた。電子の分布状

況とσx との関係は下式で表される（ｙについても同様）。 
22 ><−>=< xxxσ       (5.2.5) 

時には図５-２-４(a)の下方の図（垂直方向）にみられるように、ピークがスプリットして

ガウス分布からはずれたプロファイルも観測されたが、その場合も通常の処理をおこなっ

た。なお、水平方向にはこのようなピークのスプリットは見られなかった。 

 BT 系 Q 電磁石のセット（Q1, Q2）の値の組み合わせを変えることにより、プロファイ

ル（σx, σy）がどのように変化するかをプロットし、その変化の状況を最もよく再現す

る Twiss パラメータをフィッティングから求める。このとき、以下の関係式を用いる。 

 22 )(
p
p

xxx
∆

⋅+⋅= ηβεσ      (5.2.6) 

 yyy βεσ ⋅=        (5.2.7) 

分散に関しては、前述の η = 0.84 m（マイクロトロンの出口、即ち引出し電磁石の入口で

の値）を使用する。フィッティングは最小自乗法に基づき、測定値を Si として、 

∑ −= iii SSw /)( 2σ       (5.2.8) 

で表されるｗが最小になるように、ｘ方向・ｙ方向おのおの独立に（ε, α, β）を定める。ｘ

方向については、さらに∆p/p の項を加味する。こうして rms エミタンスが求まる。 

図５-２-５は、Q2 の強さをパラメータとして Q1 の励磁電流に対して測定された（σx, 

σy）の値をプロットした例である。同時にフィッティングの結果についても図中に表示し

ている。特に図５-２-５(a)はｘ方向について、図５-２-５(b)はｙ方向について、確からし

いと思われるフィッティング結果である。得られた測定結果をまとめたものが表５-２-１

である。各測定間のばらつきが大きく、精度のよい議論は難しいが、シミュレーションと 
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図５-２-３(a) 150 MeV ビームのエミタンスⅠ（シミュレーションⅠ） 

エミタンス測定を行った 3 号機に関する軌道計算に基づく。主軌道上にある水平方向集束用

QSF の励磁電流を I = 0.5 A としたとき得られた結果である。ただし、見ている位置はバック

ストレートの最左端、引出し電磁石を通り越して左側主電磁石に到達した点に相当する。従

って、分散は最大値 η = 0.84 m の状態である。∆p/p(~0.001)の効果を含むぶん、εxが大きくみ

えている。（以下のⅡ、Ⅲについても同様） 

 

     x-direction  y-direction      

 rms-emittance (ε: π mm·mrad)  0.045  0.014 

 Twiss Prameter 

alfa (α)   -0.12  0.87 

   beta (β: m)   27.  1.9 

   gamma (γ: m-1)   0.038  0.93            
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図５-２-３(b) 150 MeV ビームのエミタンスⅡ（シミュレーションⅡ） 

条件は前図に同じ。主軌道上にある水平方向集束用QSF の励磁電流を I = 1.0 A としたときの

分布である。 

 

     x-direction  y-direction      

 rms-emittance (ε: π mm·mrad)  0.064  0.017 

 Twiss Prameter 

alfa (α)   0.17  -1.3 

   beta (β: m)   20.  7.8 

   gamma (γ: m-1)   0.051  0.33            
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図５-２-３(c) 150 MeV ビームのエミタンスⅢ（シミュレーションⅢ） 

条件は前図に同じ。ただし、主軌道上に位置する水平方向集束用QSF の励磁電流が I = 1.5 A

である。 

 

     x-direction  y-direction      

 rms-emittance (ε: π mm·mrad)  0.048  0.022 

 Twiss Prameter 

alfa (α)   0.26  1.1 

   beta (β: m)   16.  9.4 

   gamma (γ: m-1)   0.065  0.23            
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図５-２-４(a) CRT 上の画像処理用ビームプロファイル（Ⅰ） 

マイクロトロン本体のQSF = 1.1 A、BT 系は上段が(Q1, Q2) = (4 A, 8 A) 、下段が(Q1, Q2) = (6  

A, 11 A)、ともにQ1 = defocus, Q2 = focus で使用。電子がガウス分布しているものとして、水

平・垂直各 2 本の白線の間を画像処理（積分）して(σx, σy ) を求める。(Q1, Q2) のパラメ

ータ組合せを変えながら、この測定を多数回おこなう。時として、ガウス分布と見做し難い

下段の如き像が出現するが、その場合も特別な処置は講じていない。 
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図５-２-４(b)  CRT 上の画像処理用ビームプロファイル（Ⅱ） 

マイクロトロン本体のQSF = 1.4 A、BT系は上段が(Q1, Q2) = (3 A, 7 A) 、下段が(Q1, Q2) = (7 A, 

7 A)、ともにQ1 = focus, Q2 = defocus で前図(a)とは逆転して励磁。画像処理の方法などは前図

に同じ。上下ふたつの図ではフォーカスの度合いが大きく異なるので、ビーム電流を調整し

た（上図で減少）。 
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図５-２-５(a) 測定値(σx,σy) のプロットとフィッティングⅠ 
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（前ページ） 

図５-２-５(a) 測定値(σx,σy) のプロットとフィッティングⅠ 

マイクロトロン本体のQSF = 1.4 A に設定、BT 系のQ1 (focus) = 0 ~ 10 A、Q2 (defocus) = 0 ~ 13 

A の範囲でスキャンした。最もQF, QD の調整範囲を広くとってサーベイしたケースである。

従ってσx のフィッティングに関してはこの測定を正とした。ただし、σy に関しては図から

も明らかなように、変化に乏しくフィッティングに適当とはいえない（次図(b）参照）。ｘ方

向に関して、これらの点が最もよくフィットするようなTwiss パラメータを最小自乗法で求め

た結果を以下に示す。 

εx = 0.11 π mm·mrad,  

βx = 14 m, αx = 0.95, γx = 0.14 m-1,  

∆p/p = 0.0012, ただし、η = 0.84 m, η΄ = 0 

これらのTwiss パラメータは、引出し電磁石入口（η = 0.84 m の地点）における値に焼きなお

されている。 

 

（次ページ） 

図５-２-５(b) 測定値(σx,σy) のプロットとフィッティングⅡ 

マイクロトロン本体のQSF = 1.1 Aに設定、BT系のQ1 (defocus) = 0~5 A、Q2 (focus) = 8~12 A の

間をサーベイして (σx,σy) の変化をプロットした。このパラメータでは複数回の測定を実施

して、ほぼ同様の値を得た。従って、ｙ方向に関しては、この測定を正とした。これらの点

が最もよくフィットするようなTwiss パラメータは図中に表示している。X 方向エミタンス εx 

の差は約 2 倍、前図より本図のほうが大きい値になっている。 
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図５-２-５(b) 測定値(σx,σy) のプロットとフィッティングⅡ 
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表５-２-１ 150 MeV ビームのエミタンス測定結果一覧 

Run          x-direction                y-direction            quadrupoles 

 No.   εx     βx    αx    ∆p/p      εy     βy     αy    QSF    Q1    Q2     

   π mm·mrad  m          10-3  π mm·mrad  m             A      A     A     

 1    0.25    8.5   -0.47   2.1     0.057    3.8    -0.21    1.1    0~5   8~12 

2    0.22    11.0  -0.33   2.9     0.075    3.5    -0.40    1.1    0~5   8~12 

3    0.19    4.3   -0.87   3.2     0.078    3.7    -0.39    1.1    0~10  8~12 

4    0.061   0.60   0.48   2.8     0.12     3.6     0.11    1.4    0~10  7~12 

*5    0.11    14.0   0.95   1.2     (0.21     7.6     1.4)    1.4    0~10  0~13 

(6)   (0.033   11.0   8.8    2.5)    (0.067    4.9     0.49)   1.5    0~5   8~12    

QSF：周回系の水平集束用Q シングレット、  

Q1：BT 系の上流側Q 電磁石（defocus、ただしNo.5 のみ focus） 

Q2：BT 系の下流側Q 電磁石（focus、ただしNo.5 のみ defocus） 

Q1, Q2 とも、励磁電流は 1A 刻みで測定した。 

表のTwiss パラメータは、すべて引出し電磁石入口（η = 8.4 m の点）での値に変換している。 

 

測定データの括弧内数値は、フィッティングの精度に疑問があり、評価対象から除外した。

理由は、Q1, Q2 の強さを変えて測定をおこなった際、ビームプロファイルが変化に乏しく、

フィッティングに適当とは言い難いデータになったため。 

 また、運動量分散の影響その他の理由で、x 方向の測定精度がｙ方向の測定に比べて劣って

いることがわかる。表中、太字（青色）のデータを最も確からしい値とみなして、測定結果

とした。 
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比較してどの程度のエミタンスが現実に期待できるのか、判断材料として有用である。QSF

の値を変える、或いは日を改めての再測定など、同様の測定を繰り返しており、その中で

妥当と思われる結果については、表中太字で示している。すべての測定結果をまとめて位

相空間上に表示したものが図５-２-６である。 

概してｘ方向の精度が劣っている（注：ｙ方向で最も離散している値は σy が変化に乏

しく、フィッティングの精度不足のため）が、ひとつには運動量分散の寄与が入り混じっ

ているため、エミタンスだけ独立に議論できないためであることは明らかである。もし

dispersion free のBT 系を構築して測定できれば、精度の向上が期待できる。もうひとつの

要因として、電子銃エミッションとライナック電源の安定性が不十分であることも考えら

れる。ともにビーム負荷の変動と関連し、出力ビームのエネルギーゆらぎに直結し、BT

系のスクリーンモニター上でビームが水平方向に変動している可能性がある。この水平方

向ゆらぎは、時として実際に観測されている。 

 

一連の測定から得られたエミタンスならびに運動量分散の値と、シミュレーションから求

められた値とを以下に対比しておく。 

    実測値   計算値      

 εx (π mm·mrad)  0.11 (QSF= 1.4 A)  0.048 (QSF= 1.5 A) 

 εy (π mm·mrad)  0.07 (QSF= 1.1 A)  0.015 (QSF= 1.0 A) 

 ∆p/p   ±0.0006   ±0.0005           

 

理想的なシミュレーションのケースと比較して、現実のビーム特性はファクター数倍大き

いといえそうである。しかしながら、当初 SR リングへの入射器に期待していたエミタン

スと比べれば十分小さいことも判明し、結果的にマイクロトロンが優れた性能を有する加

速器であることが明らかになった。 

 エミタンスの実測値と計算値を最初に比較して論じたのは文献［５５］であるが、そこ

には( εx , εy )=(0.035, 0.015) π mm·mrad と上表より小さい計算値が記載されている。これは

シミュレーションの条件が異なるためである。すなわち、文献ではサブピコ秒の超短パル

スビームを追求しており、そのためビームの初期条件、特に初期位相の分布範囲を調整し

て最適化したため、(E, φ)位相空間における加速可能な領域のすべてには粒子が分布してい

ない。これが最大の理由である。 
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図５-２-６ 実測エミタンスの位相空間における比較 

表５-２-１の６通りの測定で得られたエミタンス εx, εy を、おのおの位相空間にプロットして

比較してみたもの。(x, x΄)空間で、極端にエミタンスが小さく表示されている前表No.6 のプ

ロットを除けば、他は εx = 0.11 ~ 0.25 π mm·mrad の範囲内に納まっている。(y, y΄)空間では、

さらにばらつきが小さく、異常にエミタンスが大きく表れている前表のNo.5プロットを除き、

εy = 0.07 ~ 0.12 π mm·mrad と差はファクター2 以下に縮まる。 
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６．まとめ（結論） 

 

前章まで、臨界波長 λ0 = 1 nm の大強度軟Ｘ線源として産業用に開発された小型 SR リング

AURORA（E = 6~700 MeV）の入射器について述べてきた。コンパクトさの利点を重視し

てレーストラック型マイクロトロンを選択した経緯は、これまで他所で入射器として使用

されているマイクロトロンと同様である。ただし、電子エネルギーESR = 6~700 MeV のリ

ングに Ibeam = 500 mA 以上蓄積することを目標として、入射エネルギーを従来のマイクロ

トロンの Einj = 100 MeV から 1.5 倍アップして、Einj = 150 MeV に設定した。 

 

Ⅰ．先行の入射器マイクロトロンとの比較： 

小型 SR リングの入射器として使用されているマイクロトロンで代表的なものに Lund 大

MAX-lab（ESR = 550 MeV の SR リング MAX-Ⅰの入射器）と Wisconsin 大 Synchrotron 

Radiation Center（ESR = 1 GeV の SR リングAladdin の入射器）、共に 100 MeV マイクロトロ

ンがある。1979 年から 1982 年にかけて作られており、今回の 150 MeV マイクロトロン（以

下、SHI 版と称す）より 10 年近く先行している。加速エネルギーを 1.5 倍にしたことによ

って、先行の 100 MeV マイクロトロンとどう違ってきたかを比較して表６-１～２に掲げ

ておく。以下は、主な相違点をまとめたものである。 

 

１． SHI 版（Einj = 150 MeV）は加速エネルギーを先行 2 機種（Einj = 100 MeV）から 1.5

倍に増強した。ターン当りのエネルギー利得∆E (/turn) = 5 → 6 MeV と 1.2 倍に増やす

ことで、ターン数の増加を 1.25 倍に抑えている。これはターン数の自乗に比例して厳

しくなる磁場精度に対する要求を緩和する意味がある。その代償として、加速管の寸

法が 6cell から 8cell へ 2cell 分長くなり、コンパクトさをやや犠牲にすることになる。 

２． ビームの集束方式に関して、W 大は classical microtron の方法を踏襲した。加速管

のボアを縦長にすることにより、水平方向の集束力を得るものである。対して、Lund

大および SHI 版は 1 ターン目の主軌道にQ シングレットを配置して集束をおこなう機

能分離型を採用した。なお、垂直方向の集束に関しては三者共通で、ともに主磁場の n

値による弱集束方式を利用する。詳細にみると、n 値の大きさが Lund 大 vs. W 大＆SHI

版で 5 倍ほど違っている。Lund 大では次項にあるように、偏向電磁石内のビームアパ

ーチャに余裕があり、βy に対する要求がW 大＆SHI 版ほどには厳しくないためである。 
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表６-１ 入射器マイクロトロンの比較（１） 

 
先行するW 大およびLund 大のマイクロトロンに対し、今回の SHI 版は加速エネルギーを 1.5

倍に増強したが、ターン（表中の Lap）当りのエネルギー利得を 1.2 倍に増やすことにより、

ターン数の増加を 1.25 倍に抑えている。これでターン数の自乗に比例して厳しくなる磁場精

度に対する要求を緩和している。その代償は加速管の寸法が長くなり、コンパクトさを多少

犠牲にすることである。 

 SHI 版マイクロトロンはW 大のパラメータを基本に構築されたものであるが、集束力を加

速管から切り離して磁場だけでまかなう方式としたことで、むしろLund 大のタイプに類似し

てみえる。しかし、次表からわかるように、注意を要する 1 ターン目折返しビームの集束は

W 大方式である。また、n 値を大きくとっている点もW 大と同様である。これは偏向電磁石

中のビームサイズを小さく押さえる必要がある W 大方式に由来する。逆磁場を W 大より強

くする理由は、主電磁石中の磁極間隙を広げた（ビームアパーチャに余裕をもたせるため）

ことが一因としてある（次表参照）。次表に示すこの磁極間隙も重要なパラメータであり、こ

の数値次第で現実のハードウェア構成や装置のハンドリング（操作性）などの点が大きく異

なってくる。 
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表６-２ 入射器マイクロトロンの比較（２） 

 
前の表では基本パラメータの数値をもとに比較したが、ここでは機能上あるいは構造上の主

たる違いを列挙してみた。要点は、 

１． 水平方向の集束方式に w 大が独特の方式（注：classical microtron の当時から使用されて

いる古い方式）を使用している。Lund 大と SHI では、加速と集束の機能を分離した。 

２． 1 ターン目ビームの折返しにLund 大が独自の手法を採用している。W 大と SHI とは（主

磁場＋逆磁場）で集束を保ちつつ、ビームをU ターンさせる方式をとった。 

３． 主電磁石と真空槽をLund 大では分離している。起磁力が多く必要であるが、磁極間隙を

大きく取ることで真空槽を挿入する十分なスペースを確保した。対して、W 大および SHI

ではギャップを小さく取り、上下の磁極が真空槽を兼用する。これは構造上の相違だけに

止まらず、フリンジ磁場の様相が違ってきて 1 ターン目の垂直方向集束条件に影響を及ぼ

す。 

特に、最下段に示した磁極間隙（Gap）はビームオプティクスにも影響を及ぼすので重要であ

る。SHI 版の 10 mm（中庸）に対し、W 大が 0.6 倍の 6 mm（狭小）、Lund 大が 2 倍の 20 mm

（幅広）とばらつきが大きい。設計方針の違いによるものであり、現実に機能・性能・構成

の異なる装置になってしまっている。詳細な検証をおこなったわけではないが、他のパラメ

ータとの整合性を考えたとき、Gap = 10 mm が最適値（或いはそれに近い）と考えられる。 
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３． 最も注意を要する 1 ターン目折返しビームの取扱いが、Lund 大は独特である。ひ

とつの理由は、構造上の違いに由来する。Lund 方式は主電磁石の磁極間隙を 20 mm に

設定し、真空槽をその間隙に挿入する通常の構造を採用した。対して、W 大と SHI 版

では磁極間隙を 6~10 mm と小さく制限し、その代償としてポールと真空槽が一体化し

た特殊な構造をになっている。製作上は前者が有利であろうが、起磁力の点では後者

が勝る。それ以外の最も顕著な違いは、フリンジ磁場の様子が異なってくるため、エ

ネルギーの低い 1 ターン目ビームの折り返しに際して集束条件の厳しさが違ってくる

ことである。Lund 大では、ギャップを大きく取っただけ漏れ磁場の影響が大きく、U

ターンビームの集束に displacement magnet (D.M.) を使うという特殊な手法を導入した。

一方、W 大および SHI 版では、単純な（主磁場＋逆磁場）によるU ターン方式で、集

束条件を満足させ得た。なお、SHI 版で逆磁場の値がW大より強くなっている理由は、

主電磁石の磁極間隙をW 大 6mm → SHI 版 10mm と 1.6 倍に広げたため、それだけ強

い集束力を要求されるからである。 

   本文ではふれなかったが、150 MeV マイクロトロンの初号機には、U ターンビーム

の垂直方向集束力が万一不足した場合の対策が講じられていた。Lund 大の D.M. と

同様 edge focus を利用するもので、ライナックの両側にウィグラ電磁石を装備してい

た。D.M. と異なり、常にビームはライナックの軸上に戻ってくるため、補正用電磁

石が不要である。ただし、単品磁石の個数がD.M. の 2 個に対して 3 個必要である。

最終的には不要と判明したので、2 号機以降に装備されることはなかった。 

 

以上の比較からわかるように、偏向電磁石の内部をビームが周回する際、垂直方向のアパ

ーチャにどれだけの余裕をみるかは、マイクロトロンの設計方針に大きな影響を及ぼす。

100 MeV マイクロトロンで先行した Lund 大は hgap = 12 mm と余裕のある数値を採用し、U

ターンビームの集束条件に工夫を施した。次のW 大では、逆に hgap = 6 mm とアパーチャ

を節約して小さく抑え、U ターンビームの集束条件の厳しさを緩和した。一方、150MeV

の SHI 版はその中間に位置しており、hgap = 10 mm は余裕のある Lund 大の数値に近く、な

おかつフリンジ磁場の観点からみたポールギャップ10 mmはLundの20 mmよりW大の6 

mm に近い。ちなみに、周回数の自乗に比例して厳しくなる磁場精度を議論する場合は、

ギャップの大きいほうが有利である。ビームの引出し方法、多数のステアラの配置方法な

ど、他にも具体的な相違点は多々あるが、本質に影響を及ぼす違いではない。 
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Ⅱ．150 MeV マイクロトロンの特性： 

これまで述べた実測およびシミュレーションの結果をまとめると、最上流のガンエミッシ

ョンの地点から 150 MeV まで加速されて取り出されるまで、途中過程を含めてビームのエ

ミタンス (εx, εy) が評価できる。相対論的 βγ で規格化した値を含めて、表６-３にまとめ

た。入射系を除いてrms-ε表示である。ポイントを以下に列挙しておく。 

 

・実測値は計算結果より 1.5 倍ほど大きい傾向にある。 

・マイクロトロンで加速中、概ね規格化エミタンスは保存している。 

・入射系ビームと本体のアクセプタンスに一部不整合がみられる。 

 

当初、SR リング側から期待されていた 150 MeV ビームのエミタンスは (εx, εy) = 1π µm·rad 

程度であったが、実際には1桁ちかく小さい高品質ビームが得られている。特に垂直方向

が小さく、εy は水平方向 εx の 1/2 ~ 2/3 程度である。前章でみたように、エネルギー分散

に関しては、実測と計算に大差はなく、ともに∆E/E = 0.1 % 程度という結果が得られてい

る。入射ビームのエミタンスとマイクロトロン本体のアクセプタンスにミスマッチがある

ものの、元来が数百mA を輸送しようという入射系であったから、加速効率を考えても仕

様値 5 mA の 150 MeV ビームを得るのに何ら支障はない。 

Lund 大の 100 MeV マイクロトロンで、SR 光を観測して周回途上のエミタンスを間接的

に測定しているが、その結果は (εx, εy) normalized = (14π, 38π) µm·rad である［３４、５６］。今

回得られた 150 MeV ビームの実測値 (εx, εy) normalized = (32π, 21π) µm·rad と大差ないが、εx と

εy の大きさが反転しているところに特徴がある。理由として、Lund 大では垂直方向の集

束力が弱い（SHI 版の 1/5）ことと、周回途上のため εx への dispersion の影響が 100 %は表

れていないことが挙げられる。 

 

Ⅲ．結 論： 

産業用 SR リングAURORA-1, -2 に最適な入射器として、150 MeV マイクロトロンを完成

した。産業用であるから、安定な運転が不可欠であり、良い再現性も要求される。それら

の特性は、現在までに複数台のマイクロトロンを製作し稼動させることで実証済みである

［５７］。これまでに製作されたマイクロトロンの一覧を表６-４に示す。 
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表６-３ エミタンスのビームエネルギー依存性 

 Comparison of Emittances Depending on Beam Energy 
E  βγ    Unnormalized  (π mm･mrad)   Normalized     

(MeV)     εx    εy   βγ·εx   βγ·εy    
0.080 0.581  100.(100%) 100.(100%) 58.(100%) 58.(100%) 
[Gun Emission]  120.(80%) 120.(80%) 70.(80%) 70.(80%) 

[60% Transmit.]  72.(50%) 72.(50%) 42.(50%) 42.(50%) 

 
31.7 63.0  0.32(σ)  0.19(σ)  20.(σ)  12.(σ)  
49.9 98.6  0.23(σ)  0.12(σ)  23.(σ)  12.(σ)  
98.1 193.  0.12(σ)  0.067(σ) 23.(σ)  13.(σ)  
 
151. 297.  0.088(σ) 0.046(σ) 26.(σ)  14.(σ)  
   0.11 (σ)  0.07 (σ)  32. (σ)  21. (σ)    

 

入射系の低エネルギービーム（初号機のみ 120 keV、表の 80 keV は 2 号機以降）が 150 MeV

に加速されて取り出されるまで、エミタンスの推移をまとめたものである。上から 2、3 行目

と最下段の数値（青字）が実測値で、その他は計算値である。 

入射系の 80 keV ビームについては、最上段（計算値）がほぼ 100 %エミタンス、２、3 段

目（測定値）はそれぞれ 80, 50 %エミタンスで示してある。3 段目の 60 %輸送効率は、ガン

エミッションの 6 割が入射系を輸送されるとした場合に、加速管入口で測定した透過ビーム

のエミタンスである。マイクロトロン本体（周回系）のデータ（計算値）はすべて rms エミ

タンス (1σ) で表示している。 

表から、マイクロトロン本体に輸送されて以後は規格化エミタンスが概ね保存されている

ことがわかる。最下段、150 MeV ビームの実測値と計算値との比較から、現実には規格化エ

ミタンスが 1.5 倍程度大きいことがわかる。測定の不確かさを考慮しても、SR リングへの入

射器として要請のあったエミタンスの数分の一である。 

なお、最下段 150 MeV ビームの計算値が前章より大きいが、本表のエミタンスが現実に近

いと考えられる。理由はシミュレーションに際し、初期パラメータを自由に設定して最大加

速効率が得られた場合の計算値をここには掲載したためである。 
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表６-４ 150-MeV マイクロトロンの実績 

 

初号機から 3 号機までは、当初目的どおり小型 SR リングの入射系として活用されている。元

来、1 日数回（少ない場合は 1 回）数分～十数分間運転されるだけの低デューティーマシンで

あり、年々の定期点検を実施しているので特別なトラブルも発生していない。初号機は所定

性能を達成してから既に 10 年以上の長きに渡って運転を継続している。2 号機は SR リング

への入射専用器とは異なり、年間運転時間が 2~3 千時間に達する多目的入射器として利用さ

れている。4 号機が特殊仕様で、入射系に photo cathode RF gun を備えた研究用装置である。5

章でふれたように、パルス幅~10 psec のミクロ単バンチの加速を行なっている。 
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本研究の成果をまとめると、以下の 2 点に要約できる。 

 

・パルスビーム用レーストラック型マイクロトロンの最高エネルギーを従来の 100 MeV か

ら 150 MeV に更新した。 

同時に、周回数には要求磁場精度の厳しさ以外に、位相条件から決まる限界が存在する

ことを明らかにした。これは垂直方向の集束に弱集束の原理を利用する限り、避けられ

ない。今回、採用したパラメータ（S バンド加速管、4 %の磁場勾配）では、25 回の加

速が適切であり、更に加速を続行すると約 1/4 のビームがセパラトリクスからこぼれて

失われることがわかっている。 

 

・レーストラック型マイクロトロンの最適設計手段を確立した。 

 独自の軌道計算コードを使用することにより、高精度の予測が可能になったためである。

そして、初号機のビーム測定と比較することにより、実際の結果が計算で得られる予測

と実用上十分な精度（≤ 2 倍）で一致することを明らかにした。この軌道計算は磁場測

定等の実測データを必要とせず、静磁場計算で得られる磁場分布でかまわない。 

  本設計手法の応用例として、L バンド加速管を利用した 300 MeV マイクロトロンの検

討例がある（附録５）。また、プログラムの別な活用法として、ミクロ単バンチをライ

ナックの過渡状態で加速するシミュレーションも実施済みである（附録５）。表６-４に

記載の 4 号機の製作に先立っておこなわれ、実用上~10 nC の単バンチ加速が可能である

ことが確認できた。 

 

これまでは、少数の例外を除いてライナックが専ら数十～数百 MeV の電子線加速器とし

て使用されてきた。しかし、SR リングの入射器としての仕様にみられるように、高いピー

ク電流値を要求するのでなければ、小型で簡便かつ安定な電子線加速器としてマイクロト

ロンが見直されて然るべきである。ともすれば、直線的に加速するライナックに比べて、

同期を保ちながら周回軌道を描かせるマイクロトロンは運転時の安定性・操作性において

劣るという固定観念がはびこっている（著者も本研究の完成までは同様であった）ように

思われるが、本研究によってその誤解が払拭されることを願ってやまない。 

 

（本文の終わり） 
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附録０．古典的（円型）マイクロトロン 

 

マイクロトロンの概念は、1944 年V. I. Veksler（露）により位相安定性の原理と共に初めて

論文の形で公になった［３０Ａ］。その後、1945 年には J. S. Schwinger が、また阪大の伊藤

順吉と小林大二郎が、そして 1946 年には L. I. Schiff が、それぞれ独立に提唱した。これま

でに日本人研究者が独自に考案した数少ない（唯一ともいえる）加速器である。電子専用

の装置であり（理由は後で明らかになる）、当初は電子サイクロトロンと称された。円型マ

イクロトロンの原理は、カナダのHendersonらによって1948年に初めて実証された（E = 4.8 

MeV ）。本論文で扱ったレーストラック型も、アイデアは 1945 年 Schwinger によって提案

されているが、実現するのは 1970 年代である。今日、円型のものは古典的マイクロトロン

と呼ばれ、レーストラック型と比べて到達エネルギーが低い（E ≤ 30 MeV ）。しかしなが

ら、小型で簡便なこともあり、現在でも 22 MeV までの装置が医療用に普及している。 

なお、Royal Institute of Technology (Sweden)の S. Rosander によるマイクロトロンの開発 30

年をレビューした論文［S. Rosander, “The Development of the Microtron”, Nuclear Instrum. & 

Method 177 (1980) 411-416］があり、そこに示されている 40 編の参考文献とともに、古典

的マイクロトロンの理解に有用である 

 

以下、円型マイクロトロンについて簡単に述べる。説明に用いた記号は本章の最後に示す

参考図書に準拠した（本文中と一部使用法が異なる）。 

図Ａ.０-１は古典的な円型マイクロトロンの模式図である。レーストラック型から中央

直線部を省き、加速管の代わりに単一加速間隙からなる高周波空洞で置き換えた構造を有

する。外部入射系がなく、この空洞の側壁の一部に電子源（Hot Cathode）を設け、加速用

の高周波電磁場を利用して電子を引き出す。特徴をまとめると、 

 

・加速は単一間隙のRF空洞による → １回当りの加速エネルギーに限界（∆E ≤ 1 MeV/turn） 

従って、最初の数ターンは電子の振舞いが非相対論的（β < 1） 

・同期条件から偏向磁場を高く取れず（B ~ 1 T）、高エネルギー加速に不適 (Emax ≤ 30 MeV) 

・外部入射系を持たず、簡単な構成ですむ利点を有する。 
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Microtron（電子加速器）の原理を理解するために使う公式： 

Rorentz force: )( BvEeF
vvvv

×+=  前項＝加速力、後項＝求心力（→円運動） 

円運動： evBvmF ==
ρ

2

  

Momentum: ρeBmvp == 、ここでΒρ(T·m)=Magnetic rigidity(磁気剛性率) 

周期(τ)：
eB
m

v
ππρτ 22

== 、 注）ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ同様、ﾏｲｸﾛﾄﾛﾝでもB=const 

周波数(f)：
m
eBor

m
eBf === ω
πτ

,
2

1
 →  Cyclotron frequency ( = Lamor freq.) 

常数：素電荷 e=1.6x10-19 C, 電子の静止質量me=9.11x10-31 kg, 同左E0=0.511 MeV 

 

図Ａ.０-１ 古典的（円型）マイクロトロンの概念図 

マイクロトロンは、周波数( f )固定の高周波電界でもって、静磁場中( B )で電子を加速する。電子は、

常に加速空洞（単一加速間隙）を通る円軌道を描く。 

出典：H. Wiedemann, “Particle Accelerator Physics Ⅰ”, Second Edition, Springer-Verlag(1998) 
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動作原理：電子が安定に加速され続けるためには、電子の周回運動と高周波とが同期して

いる必要がある → 周回運動の周期(τ)が高周波の周期(Trf)の整数倍であること。 

RF 空洞で得る加速エネルギー（１ターン当り）を∆E とする。このとき質量変化は∆m = 

∆E/c2 と表されるから、g, h を任意の整数として、 

１ターン目の周回周期： rf
e gT
eB

mm
=

∆+
=

)(2
1

π
τ     (A.0.1) 

n ~ (n+1)ターン間の周期の増分： rfnn hT
eB
m

=
∆

=−=∆ +
πτττ 2

1   (A.0.2) 

上２式より求まる同期条件： emhg
hm
−

=∆     (A.0.3) 

磁場とRF 周波数との関係： rf
e Thg

eB
m

)(
2

−=
π

    (A.0.4) 

考察）以上の関係から、強い磁場を使えると小さい装置で高エネルギー電子が得られる

ことがわかる。また、RF 周波数( f = 1/Trf )が高いと磁場( B )も強くできることがわかる。

従って、よくマイクロ波（f = 3 GHz の S バンド帯域がポピュラー）が使われる。 

このとき、磁束密度B が如何ほどの強さになるか、前頁の常数を使うと計算できる。 

)(11.0
)(

2
Tesla

hghge
fm

B rfe

−
=

−
=

π
     (A.0.5) 

すなわち、B が最大になるのは g - h = 1 のとき、それでようやくB ~ 0.1 T である。 

一方、加速エネルギー( ∆E )が最小で済むのは式(A.0.3)より h = 1 の場合で、このとき∆m 

= me 、即ち∆E = 0.511 MeV となり、加速電圧としてVacc = 0.5 MV 必要である。RF 空洞は

加速間隙が単一のため、加速電圧をむやみに高く取ることはできず、通常はVacc = 0.5 MV (h 

= 1)、特殊な場合でもVacc = 1.0 MV (h = 2)で使用する。h = 1 を標準にする理由は、本文の

第３章にあるように最大の安定位相領域を確保できるからでもある。以上の議論は電子の

速度 β = 1 を前提としており、現実には最初の数ターンが β < 1 であることの影響を定量的

に評価しておかなければならない。 

なお、上記の関係は陽子等の場合にも成り立つが、最低でも静止質量に相当する加速

電圧が必要なことから、マイクロトロンが電子加速器にしかなりえない理由がわかる。 

 

参考図書：パリティ物理学コース｢加速器科学｣ 亀井 享、木原 元央 共著（丸善）1993 年 



 - 127 -

附録１．X 線リソグラフィーと小型 SR リング 

 

二十一世紀を迎えた現在、将来性が有望視されている分野のひとつに IT 関連産業が挙げら

れる。この IT 関連業界においては、1980 年代に産業の米と称された半導体記憶素子DRAM

の大容量化の進展がめざましく、それに伴って LSI 回路の微細化が急速に進行して回路パ

ターンの線幅がサブミクロンの時代を迎えていた。即ち、それまでの方式、光リソグラフ

ィーに使用されていた光の波長と描画する線幅とが拮抗する事態となり、従来の光源では

早晩微細化の限界に立ち至ることが誰の目にも明らかであった。そして、次世代の高集積

記憶素子 LSI を量産する技術として、波長 1 nm 近辺の軟Ｘ線を使用するＸ線リソグラフ

ィーが産業界で有望視される状況下のもと、光源・マスク・アライナ／ステッパー等、各

種要素技術の研究開発が民間企業の間で活発に行われた。本論文は、この新光源に関する

研究開発の成果の一部を構成するものである。 

 

既に確立していた光リソグラフィーに経済性で対抗できるほどの強度でもって量産化に必

要な軟Ｘ線を供給できる光源として、それまで学術研究主体の装置と見なされていた放射

光源が有望視されるようになり、Ｘ線リソグラフィーという特定単一用途に限定した専用

の小型放射光源（SR リング）の研究開発が 80 年代の中頃より装置メーカーの手で進めら

れた。従来の研究用 SR リングと異なり、エミタンス等のビーム特性を重視するのではな

く、波長 1 nm 付近の光が適度の指向性と共に十分な強度で得られることに重点が置かれ

た。コンパクトで安定性に優れ、かつ操作と保守が容易でボタンひとつ押せば随時光が得

られるような小型リングの実現を目指す動きであった。既存の半導体製造工場への導入が

容易な実用的装置として、入射器を含めたトータルシステムの簡素化・小型化や発生する

放射線の防護等まで考慮した光源、特定用途に的を絞った光源の開発といえる。 

ここで開発された産業用 SR リングは AURORA と命名されている。この超小型リング

の目指す理念は以下のとおりである。 

 

・ できるだけ小さな装置で、シンプルな構成にする。 

・ 操作が容易で安定に動作し、信頼性の高いシステムであること。 

・ 製作費や運転経費を含め、経済性に優れた装置であること。 
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AURORA の概要： 

 

これまでに完成した小型SRリングAURORAには２種類あり、それぞれAURORA-1（A1）、

AURORA-2（A2）と区別されている。更に、A2 には当初の目的に沿ったＸ線リソグラフ

ィー専用機として小型化を追求した AURORA-2S（A2S）と、そこから派生した姉妹機で

小型ながら挿入光源を擁する研究用途のAURORA-2D（A2D）とがある［Ａ１］。表Ａ.１-

１にこれら３種類のリングの主要仕様をまとめている。A1 とA2 とでは蓄積電子エネルギ

ーと偏向磁場強度が異なっているが、臨界波長は共に 1.4 nm である。 

 

Ⅰ．AURORA-1: 

初号機A1 の開発は 80 年代の中頃にまで遡ることができる。当時の小型リング開発の世界

的趨勢に倣って超伝導技術が導入され、磁場強度 3.8 T（注：設計磁場は 4.3 T）の超伝導

偏向電磁石を有するリングである。最大の特徴は本体の構成にあり、完全真円の 360 度一

体型偏向電磁石を採用していることである。エネルギー575 MeV（設計段階で 650 MeV）

の電子ビームの周回軌道直径が 1 m、リング外径寸法で 3 m 強と、究極に小型化された軟

X 線リングと言うことができる。A1 の概要（断面図参照）を示す図１-２からわかるよう

に、外見は SR リングというより、むしろサイクロトロンのイメージに近い。ドーナツ型

の真空槽が上下の純鉄製磁極の間隙に配され、RF 空洞を含むリング構成要素の総てが真空

槽に内蔵されている。従って、SR リングにとって最も重要なファクターのひとつである真

空度を 10-8 Pa 台の超高真空に維持することは容易でなく、H2ガスに対して 40000 l/sec と

いう大排気容量のクライオパネルを分布させることによって達成された。 

他に例のない A1 独自の手法として、リングへのビーム入射方式が挙げられる。直線部

を持たないため、半整数共鳴入射法というユニークな方法を導入したものである［２１］。

これは一例であるが、その他 A1 には独特のアイデアがいくつも盛り込まれており、その

結果、世界最小の完全円型超小型 SR リングが完成した［２０］。装置は数年間にわたる調

整運転や信頼性向上のための改良を経て立命館大学に移設され、現在は LIGA を始めとす

る各種の学術研究に活用されている［Ａ２］。本文中の図２-１-２～３は移設前に住重の田

無工場でコミッショニング中のA1 の全景とレイアウトを、また図Ａ.１-１は移設後の立命

館大学におけるAURORA-1 施設の全体図を示す。 
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表Ａ.１-１ 3 種類のAURORA の主要パラメータ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

偏向電磁石からの SR 光の臨界波長 λ0 = 1.4 nm が共通の AURORA-2S (A2S), AURORA-2D 

(A2D) + Wiggler, AURORA-1 (A1) 3 種類のリングについてパラメータを比較した。A2D+W は

ウィグラをふたつの直線部のうち一方にのみ設置した場合の値である。 

 A1 のTouschek life = 0.5 時間とは、自然のままではエミタンス結合 εx -εy coupling~2x10-4

と極端に小さく、σy ~ 10 µm と予想外に小さいためである。完全真円型の偏向電磁石のため、

誤差磁場（主にフリンジ磁場領域に生じる）が一般の SR リングと比べて何桁も小さいためで

ある。実際の運転時には、垂直方向のベータトロン振動数 νz に同期する RF を外部からイオ

ン除去電極に印加して σyを 1 桁以上大きくし、life を 8 時間（@300mA）程度に長くして実用

上支障を来たさないようにしている［Ａ３］。 

 

 

 A2S A2D+W  A1 
Energy           (GeV) 0.70 0.70 0.575 
Stored current       (A) 0.5 (1.0) 0.3 0.3 
Circumference      (m) 10.97 21.95 3.14 
RF voltage         (kV) 160 220 120 
Harmonic number    7 14    2 
RF frequency     (MHz) 191.36 191.24 190.86 
Energy loss    (keV/turn) 24.42 29.07 19.34 
Tune : horizontal 1.46 1.59 0.797 
      Vertical 0.73 2.10 0.604 

Natural ε           (π µm·rad) 0.528 0.935 1.68 
Radiation damping :             
   horizontal     (msec) 2.13 5.60 1.3 
   vertical       (msec) 2.10 3.53 0.43 
   longitudinal   (msec) 1.04 1.49 0.16 
Bunch length      (mm) 26.5 36.2 52.0 
Touschek life      (hour) 20. 9.9 *(0.5) 
Bending field : B     (T) 2.7 2.7 3.8 

n-value 0.0 0.0 0.365 
 QF             (T/m) 12.5 10.9    — 
 QD             (T/m)    — -12.3    — 
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図Ａ.１-１ 立命館大学に移設後のAURORA-1 

1995 年に住重田無工場（東京）から立命館大学草津キャンパス（滋賀県）に移設された

AURORA-1 の実験ホール全景である。田無時代には試作機ということで、ビームラインも最

大 10 本であったが、移設後は本来の仕様 16 本に真空槽が改造された。LIGA 等の微細加工や

軟Ｘ線ＸＡＦＳなどの研究が精力的におこなわれている。 

なお、入射器 150 MeV マイクロトロンは別室に設置されており、図には表れていない。 

（写真提供：立命館大学 SR センター） 
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Ⅱ．AURORA-2S: 

A2 は A1 の後継機として 90 年代の中頃より開発された。最大の違いは、前者が超伝導電

磁石を導入したのに対して、後者では常伝導化に方針を転換したことである。ただし、一

般に SR リングで使われている常伝導電磁石の磁場強度（B = 1.4 T 程度）をそのまま使う

のでは、臨界波長 λc = 1.4 nm の光を得ようとした場合、必要とされる曲率半径から小型化

に不都合である。 

)()(
864.1

)(
)(559.0)( 23 GeVETBGeVE

mRnmc ⋅
==λ    (A.1.1) 

上式で臨界波長 λcと磁場B（または曲率半径R）および電子エネルギーE の関係から、B = 

1.4 T では E = 1 GeV の電子エネルギーを要し、曲率半径もR = 2.3 m 必要であることがわ

かる。そこで一工夫して、常伝導磁石とはいえB = 2.7 T という超伝導に準じる高磁場で使

用する。すると、臨界波長をA1 と同一にするための電子エネルギーが E = 0.7 GeV で事足

りて、曲率半径R = 0.86 m ですむ。 

その結果、図Ａ.１-２のA2S 全体図からわかるように、リングの大きさも 4 m×7 m 程度

に納まる。A1 と異なり、リングの形状がレーストラック型で直線部を有するため、ビーム

入射はバンプ軌道を作る通常の多重入射法を採用した。A2S では装置を極力小型化するた

め、集束系の四極電磁石はシングレット（QF）のみとし、垂直方向の集束力はエッジフォ

ーカスで得ている。２号機で超伝導技術を避けた理由は、安定に連続運転できることを重

視する産業用装置という観点からみた場合、保守性・信頼性等の点で常伝導リングにいま

一歩及ばないという１号機から得られた経験に立脚している。また、超伝導磁石を採用す

れば電気代が大半を占めるランニングコストの点で優位に立てるという当初の予想であっ

たが、実際に双方の装置で比較してみた結果、少なくとも産業用小型 SR リングに関して

はあまり差がないという結論を得た。 

産業用の光源として A2S は十分な機能を有することが実証され、現在は LIGA/TIEGA

など産業向け微細加工の試験用に常用されている。元来、工場でワンタッチ操作を可能に

する方向で制御系が構築されているので、日常運転はユーザー自身が行っている。図Ａ.

１-３に示す A2S の全景からわかるように、このシステムで実証された大きな特徴／利点

として、リング自体に付与された自己遮蔽機能が挙げられる。半導体製造工場に設置する

ことを想定した場合、この機能は建家側に特別な遮蔽壁の考慮が不要であるいう利便性と

経済的メリットをもたらす。 
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図Ａ.１-２ AURORA-2S の全体図 

AURORA-2S は AURORA-1 の後継機である。産業用小型 SR リングとして、超伝導から常伝

導電磁石への方針転換であるが、foot print は約 4 x 7 m2と依然超小型である。 

短い直線部に鉛の γ 線遮蔽を施し、全体をポリエチレンの neutron 遮蔽で覆うことにより、

リング周囲の放射線量を低減したので入射中もリング近傍で作業が可能である。直線部の延

長線上にあるポートを除き、ビームラインは最大 20 本まで接続が可能である。 
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図Ａ.１-３ AURORA-2S の全景（自己遮蔽の有無） 

放射線（γ 線と中性子）遮蔽をリング全体に施すことで AURORA-2S は自己遮蔽型の装置と

なった。上図が遮蔽前の A2S、下図が鉛とポリエチレンで遮蔽された姿である。手前に見え

るBT 系に適当な遮蔽を施せば、入射中でもリング室内で作業が可能である。ちなみに入射中

の遮蔽体表面における線量率は 10 µSv/hr 未満に抑えられている。 
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Ⅲ．AURORA-2D: 

本来の開発目的からは少しそれるが、A2S に準拠し、なおかつ挿入光源を可能にする小型

リングも実現している。現存するA2D に該当する装置は 90 年代の後半、広島大学に設置

されたHiSOR である［Ａ４］。A2 最大の特徴である 2.7 T の常伝導高磁場電磁石は全く同

じものを使用しながら、直線部を延ばして挿入光源用に 3 m のフリースペースを確保した

小型リングである。A2D の集束系はＱダブレット４組で構成されている。図Ａ.１-４に

HiSOR の全景を示す。挿入光源は全長約 2 m の直線偏向、及び円偏向アンジュレータから

なる。リングとビームラインの間に放射線遮蔽が不要で、光源点からエンドステーション

の試料位置までの距離を短くでき、ユーザーにとっては高い光子束が得られる利点がある。 

なお、図Ａ.１-５はHiSOR の立ち上げに先立ち、A2D に 7 T の超伝導ウィグラを１台挿

入して住重田無工場にて入射加速試験を行った際の全景である。日程の関係上たかだか 1

ヶ月強のテスト期間であったが、低エネルギー入射の小型リングに超伝導ウィグラを組み

込んで加速蓄積が可能であることを実証した初のケースである［Ａ５］。ビーム入射時から

ウィグラを励磁しておき、ビーム加速と同期させながらウィグラ磁場もトップまで持って

ゆく方式である。図中、左手奥の隅に入射器マイクロトロンがみえている。短期間のA2D

試験後、リングをA2S に組み替えて小型リングの試験に移り、更に入射器を別途コンクリ

ート（厚さは 20 cm）で囲ってA2S の自己遮蔽試験が実施された。 

 

上に述べたAURORA の開発経緯が文献［Ａ６］に総括されている。 

 

Ⅳ．入射器： 

以上のように、３組のAURORA シリーズが稼動中であるが、入射器はいずれも 150 MeV

のレーストラック型マイクロトロンである。A1 及び A2S では SR リングへの入射専用機

であるが、HiSOR（型式は A2D）においてはリングへの入射（1 日 1 回）以外の時間帯に

隣接する電子周回装置への長時間連続入射にも使用されており、他の先行２機と較べて使

用頻度（デューティー）が格段に高く、従って装置も高デューティー仕様になっている。 

本文中の表６-４にあるように、AURORA の入射器以外に類似のマイクロトロンがもう

１台製作された。電子ビームが周回する本体の設計に差はないものの、入射系の発想が根

本的に異なっている。電子銃にレーザーフォトカソードＲＦガンを導入した新方式の入射

系である。従って、マイクロトロン本体への入射エネルギーが従来の~100 keV から 4 MeV 
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図Ａ.１-４ HiSOR の実験ホール全景 

広島大学放射光科学研究センターの HiSOR はレーストラック型 SR リングである。小型なが

ら、直線および円偏向アンジュレータの挿入光源 2 基を有する。アンジュレータからのビー

ムライン 2 本を含めて最大 16 本のコースが設置可能である。 

HiSOR はVUV – 軟Ｘ線領域の光電子分光において、数meV という世界トップレベルの高

分解能を出せることで知られる。(This photo shown by courtesy of HSRC, Hiroshima Univ.) 
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図Ａ.１-５ AURORA-2D と超伝導ウィグラ 

AURORA-2S に移行する前にウィグラを組み込んでビーム試験をおこなった。向かって右側

の直線部中央に 7 T 超伝導ウィグラが配置されている。その向こう右奥の隅にみえるのが入射

器の 150 MeV マイクロトロンである。挿入光源以外は、前図HiSOR と同じ構成である。ビー

ムはウィグラ手前に見える Q ダブレットと更に手前の偏向電磁石の間に入射される。ラティ

スの構成上、ウィグラの置かれている直線部は dispersion free になっていない。 

 短期間の試験ではあったが、低エネルギー入射の小型リングに超伝導ウィグラを組み込ん

だ SR リングが、システムとして実用上問題なく動作することを確認できた。 
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へと桁違いに高くなり、入射点のシケーンと呼ばれる 45 º 偏向電磁石の仕様・構造が大幅

に変更になった。本装置最大の特徴は、ミクロ単バンチを 150 MeV まで加速することにあ

る。入射器としてのマイクロトロンでは、ビームを取り出す際に加速管のビーム負荷が定

常状態になっており、出力ビームもマイクロ秒のパルス幅が標準である。対してこの装置

では、ビームを加速する加速管中の電界が過渡状態の下でピコ秒オーダーの単バンチが加

速される。シミュレーションの結果をみると、1 バンチ当り数 nC の電荷量が問題なく取り

出せる［Ａ７］。 
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附録２．150 MeV マイクロトロンR&D の経緯 

―Wisconsin 大 100 MeV マイクロトロンとの比較― 

 

小型 SR リング AURORA では入射器に第３の候補（第１、第２はライナックとシンクロ

トロン）、レーストラック型マイクロトロンを採用した。最大の理由は物理的寸法を最も小

さくできるからである。マイクロトロンを入射器に使っている SR リングとして、Lund 大

（スウェーデン）MAX-lab の VUV リング MAX-1 と Wisconsin 大（W 大：米国）SRC の

1GeV リングAladdin の例がある［２４、２５］。しかしながら、ともに加速エネルギーが

100 MeV（後者は後に 108 MeV まで増強）であり、AURORA で要求される入射エネルギ

ー150 MeV に満たない。マイクロトロンの仲間としては、最終加速エネルギーが 850 MeV

にも達するMainz 大（独）の巨大な３段カスケードＣＷマイクロトロンのような装置も例

外的に存在するが、仕様と目的が我々の意図と全く異なる原子核物理実験用の加速器であ

る［３３］。即ち、SR リングの入射器に適したマイクロトロンで、加速エネルギー150 MeV

の装置は当時存在していなかった。唯一、医療用マイクロトロンを製造していた

Scanditronix 社（スウェーデン）の資料に、50 MeV 版・100 MeV 版と並んで 150 MeV 版の

簡単な仕様が併記されていた［３６］。しかしながら、この 150MeV 版については、具体

の物理設計が行なわれていたわけではないことが確認済みである（著者が同社を訪問時）。 

 

Ⅰ．マイクロトロンの利点： 

本文でも要点を述べたが、以下に解説を加えておく。 

 

1) 省スペース： 

コンパクトな装置ゆえ、広いスペースを必要としない。加速エネルギーを 150 MeV にと

った場合、ライナックでは電子銃を含め全長 15 m 程度が必要。対して、マイクロトロン

では 4 m 以下で済む。 

 

2) 高品質ビーム： 

加速後に得られるビームの品質が良い。通常、ライナックで得られるビームのΔE/E ~ 

2 % に対し、マイクロトロンでは~0.1 %と１桁小さい。理由は、マイクロトロンを安定に

周回するために課せられた条件が、ビームに対してエネルギー分析器のように働くためで



 - 139 -

ある。勿論、この特性は大電流を望む場合には不適当である。エネルギー分解能はともか

く、パルスビームのピーク電流値で 100 mA 超の大電流を得ようとする場合はライナック

に限る。150 MeV 級のマイクロトロンでは、ピーク電流 10 ~ 20 mA が限度とみられる。 

 

3) 簡素な高周波加速系： 

RF 系が小規模で済む。150 MeV マイクロトロンで、全長 0.5 m の短いＳバンド加速管を

１本使用するだけである。1 本の加速管で繰返し電子を加速するため、励振電力も少ない。

現行の増幅器（クライストロン）はピーク出力 5 MW であるが、加速電流値 10 mA 仕様の

HiSOR を除き、半分の電力で十分事足りる。対してライナックの場合、全長 ~10 m の加

速管を使用し、高周波電力も数十MW を必要とする。 

 

4) 低放射線源： 

システム全体として発生放射線量が少なく、従って遮蔽対策が容易である。最大の理由

は第２項で述べたように加速ビームの品質がよく、リングへの入射に際して取りこぼすビ

ームが少ないためである。マイクロトロンでは、初期の数ターンでこぼれるべきビームが

こぼれ落ちてしまい、その後の周回軌道ではほとんどロスすることなく加速され、取り出

せることが判明している。 

 

5) 高いコストパフォーマンス： 

経済性の高い装置といえる。製作コストのみならず、ランニングコストや保守費用もラ

イナックに比べて低減できる。主として、上述の高周波加速系が簡素であることに由来す

る。また、前記放射線対策が容易な点も、施設全体としてコストダウンの方向に働く。 

 

以上、ライナックとの比較において、マイクロトロンには数々の利点がある。しかしなが

ら実際の設計にあたっては、本文で詳述したようにマイクロトロン特有の注意を要する点

が沢山ある。最近でこそ、SR リングの前段、或いは前々段の入射器に 100 MeV 以下のマ

イクロトロンが使用される例も珍しくなくなった（下記）が、80 年代には例外的なケース

であった。 

当時、マイクロトロンが簡便な入射器として普及しなかった理由は、直線的に加速する

ライナックと比べて、シンクロトロンのように加速電子と高周波加速系との間で同期を保
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つ必要があったこと、そのために高精度の磁場分布（一様性）が偏向電磁石に求められて

いたため技術的ハードルが高く、かつ加速エネルギーに限界があったためである。 

最近の例：Karlsruhe（独）の LIGA を主目的とした 2.5 GeV リングANKA は、当初 50 MeV

ライナックを pre-injector とする方針であったが、実際には 50 MeV（正確には 53 MeV）マ

イクロトロンが建設された（1999 年）［Ａ８］。 

 

Ⅱ．初期設計： 

AURORA の入射器 150 MeV マイクロトロンには、その雛形が存在する。即ち、当初の方

針はW 大の 1 GeV リングAladdin の入射器、100 MeV マイクロトロンの仕様をベースに、

加速エネルギーを 150 MeV までアップすることを考えた［４６］。その主要仕様を表Ａ.２

-1 に示す。図Ａ.２-１はベースになったW 大 100 MeV マイクロトロンの概念図、そして図

Ａ.２-２が 150 MeV 用に修正されたマイクロトロンの雛形（改良前）である。まず、双方

のコンセプトに共通する特徴を下に列挙する。なお、以降の記述に関しては、文献［４５］

に類似の解説が記載されており、参考になる。 

 

1) 入射系： 

低エネルギーの入射系が、マイクロトロン本体の加速管中心軸に対して斜め 45 度に配置さ

れている。入射系と本体系の接点には、シケーンと呼ばれる３個ワンセットの偏向電磁石

が位置している。本質的な機能を有するのは加速管に最も近い 1 個であり、ここで入射ビ

ームは 45 度曲げられ、加速管の中心軸上に移行する。他の２個は、周回軌道を走行中のビ

ームがこの磁石で不必要な偏向を受けるので、それを元に戻す働きをする。 

 

2) 主電磁石系： 

本体系の左右両側には一対の 180 度偏向電磁石が位置している。主電磁石とも称され、マ

イクロトロン最大の構成要素である。磁極間隙がW 大で 6 mm、SHI 版で 10 mm と狭いに

も拘わらず、広範囲に 10-4レベルの高い磁場平坦度を要求されるので、上下の各ポールと

ヨーク間にパーセルフィルタと称される 1 mm の副間隙が設けられている。余分な起磁力

を必要とするという点ではマイナスであるが、この間隙をバッファとして、ヨーク中を走

る磁束の磁路長の差や局部的な透磁率（材質）の不均一に起因する誤差磁場が防止できる

という発想である。なお、磁極間隙が狭いため、上下ポールが真空槽を兼ねる設計である。 
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表Ａ.２-１ 150 MeV マイクロトロンの主要仕様 

 
大部分は当初の仕様と同じであるが、一部改良後に変わったパラメータ（逆磁場強度Brev = 0.2 

→ 0.3 T）、或いは2号機以降に変更された数値（入射エネルギーEinj = 120 → 80 keV）がある。

基本仕様の変更はない。エミタンスのように、実際に得られた数値（ε ~ 0.1π µm·rad）と設定

がかけ離れている仕様値もある。 
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図Ａ.２-１ W 大– 100 MeV マイクロトロンの概念図（文献［２５］より） 

45 keV の熱電子銃で生成された電子ビームは、直にシケーンを経てライナックに入射される。

従って、achromatic な系ではない。図には示されていないが、180º偏向電磁石の手前に逆磁場

電磁石が配置されている。ただし、SHI 版と異なり、水平方向の集束力は加速管の縦長ボアで

得る方式なのでQF は置かれていない。1 回当り 5 MeV 加速されて、合計 20 周で 100 MeV に

到達する。 
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図Ａ.２-２ 初期（改良前）の 150 MeV マイクロトロン 

20 keV の熱電子銃から引き出されたビームは、入射ラインの予備加速空洞で 120 keV にまで

加速され、シケーンを経てライナックに入射される。入射効率を向上させるために、バンチ

ャーとプリバンチャーが予備加速空洞の前後に配され、複雑なRF系になっている。Achromatic

な系でないのはW 大と同様である。最大の相違は水平方向の集束用に永久磁石製の小型Q ダ

ブレット（従って垂直集束力も含む）をバックストレート全ターンの左右両側に配置した（図

では右側にのみ収束磁石と表示）ことであり、このためビームの振舞いが複雑になった。周

回軌道に水平垂直両方向の集束要素を有することから、加速管は通常の丸型ボア（従って集

束効果を持たない）でも構わない。なお、図中の寸法はmm 単位である。1 回当り 6 MeV 加

速して、25 周合計で 150 MeV に到達する（文献［４５］より）。 
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3) 主加速系： 

初回の加速（W 大：5 MeV、SHI 版：6 MeV）後、ビームは主電磁石とその前面に置かれ

た逆極性の逆磁場電磁石の働きで１回転し、加速管の軸上を逆行して戻ってくる。一度の

みの加速で周回させようとすると、主軌道（加速管の中心軸）との間隔即ちターンセパレ

ーションが 30 数mm（6 MeV 加速時）しかとれず、物理的に加速管の横幅をクリアーでき

ないため、このような方法をとる。従って、初回の加速のみ逆方向で、２回目以降の加速

は常に同方向になる。 

 

4) 集束系： 

垂直方向のビーム集束力は主電磁石の磁場勾配が主体である。主電磁石の磁場は端面から

奥へ進むほど弱くなる弱集束磁場である。 

 

上記の W 大と共通する各項目に関し、その方針の妥当性・合理性について考察しておく。

第１項に関しては改善の余地があり、後の改良設計で変更した。理由は、ビームオプティ

クス上からアクロマティックな系を構成したほうが良いと判断したためである。第２項に

ついては機械設計上の変更もなく、パーセルフィルターを残している。しかしながら、磁

場測定で得られた磁場分布のばらつきとビームの加速状況から判断して、現在は無くても

良い保険の一種と判断している。上の第 3 ~ 4 項は重要なビーム集束方法の基本概念を含

んでおり、安易な変更は禁物である。また、方式を変更する必要性も見あたらない。 

 

一方、SHI 版の設計にあたって採り入れた独自案は以下のとおり。案の中には１号機の最

初期立上げ調整運転でその不具合が判明し、直ちに改良案と置き換えられた項もある。 

 

1) 入射系： 

W 大では 45 keV の熱電子銃を用い、そのエネルギーで本体の加速管に入射している。ま

た、集束系も一対のソレノイドを基本とする簡便なものである。対して、今回の 150 MeV

版では、電子銃に医療用電子線加速器に実績のある 20 keV 熱電子銃をそのままの形で導入

した。医療用ライナックでは電子銃が直接加速管に装着されるので問題ないが、マイクロ

トロンではその構造上、短いながらも入射用ＢＴ系を必要とする。そのため、空間電荷効

果の緩和という観点からも、一度ブースター（単加速空洞）で 120 keV まで予備加速する
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方式とした。また、32 度に限定されたマイクロトロンの安定加速位相領域にビームを集群

させるため、予備加速空洞の前後にプリバンチャーとバンチャーを設けることとした。結

局、150 MeV マイクロトロンでは本体の加速管を含め、４系統の高周波系が存在する複雑

なシステムとなり、ビーム加速の安定性・再現性に劣ることがわかり、後に改良が図られ

た。マイクロ波の周波数は全て同一（Ｓバンド）である。 

 

2) 集束系： 

W 大では、加速管のビームアパーチャを縦に長いレーストラック型ボアとすることで横方

向の集束力を得ている。対して SHI 版では、加速管のボアは通常の丸形とし、別途Ｑ磁石

を設けることで横方向の集束力を得る。場所的には１ターン目の加速管軸上に電磁石のＱ

ダブレットを配し、初回加速後の 6 MeV ビーム及び戻りＵターンビームの集束条件を決定

する。２回の加速以降、即ち 12 MeV 以上のビームに対しては、各周回コース（バックス

トレート）に一体型の永久磁石製Ｑダブレット（PMQ-Doublet）を左右に配して集束条件

を保つ。永久磁石製としたのは、隣接する各ターンとの距離、ターンセパレーションが~34 

mm しかなく、電磁石を配置するには狭過ぎるためである。集束の強さはＱ-Doublet の前

後にねじ込み式のフィールドクランプを設けて、磁場の有効長を変化させることで調整す

る。この PMQ-Doublet は、それ自体コンパクトでかつ電源が不要なのでメリットが大きい

と思われた。ただし、設置スペースの関係から、アパーチャは径 10 mm の確保が限度で十

分とは言い難い。最大の欠点はその構造にあり、ビームを止めてオフラインで調整するし

か方法がなく、実際のビームテストに際して頻繁な調整は不可能であった。 

 

3) ビーム取出部： 

W 大では主電磁石端部を切り欠くことによってビーム最外周軌道の磁場を弱め、ビームの

曲げ角度を 180 度未満に抑えて取り出している。SHI 版は、最終２５ターン目のバックス

トレートにＣ型の引出し電磁石を配置するオーソドックスな方法である。この方法で注意

すべきことは、隣接する上流２４ターン目のバックストレートに対する漏れ磁場対策（磁

気シールド）である。 

 

4) 高周波電源： 

使用するマイクロ波は共にＳバンドであるが、W 大では増幅器が自励振のマグネトロンで
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あった。安価ではあるが安定性に不安が残ると判断し、今回はライナック等で一般に使用

されている（他励振の）クライストロンを選択した。扱いが容易なうえに、ピーク出力（5 

MW）に十分余裕があること、更に電力系統を分岐して複数の負荷空洞にパワーを供給す

る傍ら、４系統の間で位相調整を行う必要があることなどが主な理由である。 

 

5) モニタ系： 

モニタに関しては、当初から独自に設計した。具体的には３種類のモニタを準備した。電

子エネルギーが 30 MeV までの比較的低エネルギー領域で効果的なアルミナ製のスクリー

ンモニタと、それ以上の高エネルギー領域で有効な SR 光モニタ、及びエネルギーに依ら

ずパルス電流を測れるカレントトランスフォーマー（ＣＴ）である。これらのうち、最初

のスクリーンモニタのみが破壊型で、他はいずれも非破壊型である。SR 光モニタに関して

は、光を取り出すポートが必要である。主電磁石の真空槽において片側側面を透明な石英

ガラス製とすることにより、磁極間隙でビームが 180 度曲げられる際に放射される SR 光

を、全ターン一度に外部から観測することができる。この SR 光モニタはW 大に無く、今

回新たに導入された。 

ここで、モニタ系と密接に関連するビーム調整手順の概要についてふれておく。入射系

はスクリーンモニタでビーム位置を調整し、ＣＴの電流値でガンからのビーム透過率を知

る。本体系の加速管でビームを加速する段階でも最初の数ターン（具体的には最低３ター

ンまで）はスクリーンモニタが不可欠で、１ターン目の加速管出口に置かれたＣＴと併用

してビームの加速状況を把握する。ビームエネルギーE = 28 MeV の４ターン目から、SR

光でのモニターが可能になる。このエネルギー領域では臨界波長がまだ 10 µm 以上の遠赤

外にあり（表５-１-１）、可視光は微弱な筈であるが、可視から赤外領域に感度がのびてい

る CCD カメラ（図５-１-９）で十分観測が可能である。４ターン目以降はこの SR 光モニ

タだけでも調整が可能で、SR 光モニターが現実のビーム調整に最も簡便かつ威力を発揮す

る。また、日々のマイクロトロンの状況を把握するモニタとしても最適である。 

 

6) 制御系： 

日進月歩のコンピュータ業界であるから、異なって当然である。既にA1 とA2 との間でさ

えも、コントロール系の思想が完全に変わってしまった。制御系の概略だけ簡単にふれて

おく。A1 ではμ-VAX を主 CPU としたワークステーションと現場機器に搭載されたワン
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ボードのマイクロプロセッサ（ユニバーサルデバイスコントローラ：UDC）とを結ぶ通信

系を基本として構築された制御系であった［Ａ９］。それが A2 開発の頃には PC 全盛の時

代を迎え、サーバーでLANを構築して複数のPCが連なるシステムに置き換った［Ａ１０］。

A1 と A2、いずれにしても加速器とは無縁のユーザーがブラックボックスで操作できるシ

ステムが最終目標であったから、諸々の操作は順次自動化シーケンスに組み込まれた。ビ

ーム調整やマシンスタディを実施するにあたって、担当者がコンソールで可能な操作は、

各種パラメータの数値を PC からキーインするだけである。従って、アナログ的な調整や

同時に複数のパラメータを変更する操作は対象外である。 

 

7) 機械的構造： 

主たる相違が２点、ひとつは加速管の方式が異なる。W 大の加速管が軸上結合型(On-Axis 

Coupling)であるのに対し、SHI 版は側空洞結合型(Side Coupled Cavity)である。もうひとつ

の違いは、主電磁石とその前面に位置する逆磁場電磁石の様式である。W 大では両者が分

離・独立した構造なのに対し、今回は逆磁場のリターンヨークの機能を主電磁石に持たせ

た一体型構造とした。かつて、米国において国立標準度量衡局（当時の NBS、現 NIST）

とロスアラモス国立研究所（LANL）とが CW マイクロトロン用に共同開発した方式であ

る［Ａ１１］。後述のように、漏れ磁場に関連した不都合が無視できず、改良設計では双方

を分離するW 大の方式を取り入れた。 

 

初期のビーム調整： 

当初の 150 MeV マイクロトロンは、いくつか不具合点を抱えていたためビーム調整の進展

が思わしくなく、半年の歳月を費やして 150 MeV ビームの引出しに到った。しかしながら、

目標の mA レベルの電流値には程遠く、最大で 50 μA を上回る程度であった［Ａ１２、

Ａ１３］。A1 への入射・加速試験に常時利用できた電流値は 10 μA に満たなかった。そ

れでも、その当時のコミッショニングで、電流値 ~4 μA の入射試験でA1 に 40 mA 蓄積

した記録が残っている。 

マイクロトロンのビーム調整に最も活用されたのが SR 光モニタであることは既に述べ

たとおりである。旧設計のマイクロトロンで SR 光を観測した例を図Ａ.２-３に示す。市販

の CCD カメラでも、十分 0.1 μA オーダーの周回ビームの観測が可能であった。改良後

の SR 光モニタ（図５-１-８）では、5 ターン目のスポットがかすかに見える程度であるが、 
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図Ａ.２-３ 改良前マイクロトロンの SR 光スポット 

改良前のマイクロトロンで、主電磁石のポールギャップ側面から石英ガラスを通して周回ビ

ームの SR 光をみたもの。図の左端が 4 ターン目、右端が 25 ターン 150 MeV ビームのスポッ

トである。加速電流が数 µA と微弱なため、CCD カメラの感度が自動的に高く設定され、5

ターンはおろか 4 ターン目のスポットも十分な明るさで見えている。 

改良後の SR 光スポット（図５-１-８）と比較してみると、スポットの形状が歪んでおり、

上下に不揃いで蛇行していることから、ビームが素直に周回していない様子が見て取れる。

低エネルギー側で SR 光の発散角が大きいため、上下ポール（鏡）面で反射した主スポットの

ゴーストがサテライトとして顕著に見えているのは改良前後とも同じである。 
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改良前の加速試験では 4 ターン目の光が十分観測できている。全体に光量が乏しいため、

CCD 検出器の感度（自動設定）が上がっているためである。改良後の安定なマイクロトロ

ンと比較してみればよくわかるが、各ターンの SR 光プロファイルに安定感がなく、ター

ン毎に変動している様子がみてとれる。理由は、各ターンのバックストレートに配された

PMQ-Doublet の芯を外れてビームが通過するため、集束／発散磁場の非線形効果が累積し

てビームをいびつな形状にしているためと考えられる。 

バックストレートに導入されたＱ-Doublet の特性自体は満足できるものであったが、ビ

ームオプティクス上の問題がふたつ潜んでいた。 

 

1) ビームが加速管の位置する主軌道に戻ってきたとき、エネルギー分散の影響が残り、

ビームが水平方向に広がり得る。この広がりが加速管とPMQ-Doubletのアパーチャ rb = 

10 mm を超えると、ビームは削られてしまう。 

2) ビームが PMQ-Doublet の芯を必ずしも通るとは限らない。ビームが芯を通らないため

にQ-Doublet がステアラのように働き、ビームの振舞いを複雑なものにした。 

 

各ターンのバックストレートの位置は軌道計算から導き出し、そのデータをもとにＱ

-doublet の芯を決めているが、計算どおり一分の狂いもなくビームが通過していると考え

るには無理がある。マイクロトロンの周回条件を満足するためには、加速管でビームが得

る周回当りのエネルギー（名目上 6 MeV/turn）が厳密に定まっていなければならず、加速

管へのマイクロ波電力を調整してビーム加速の状況をコントロールする操作は、マイクロ

トロンのビーム調整において基本的な手法のひとつである。この RF 系パラメータ操作が

全ターンのビームエネルギーを変動させ、従ってその都度バックストレートを周回するビ

ーム軌道に変動が生じるのは避けられない。各周回軌道の補正用に設けられた横ステアラ

の調整は、RF 系における加速エネルギーの調整と共に、マイクロトロンにおける二大ビー

ム調整手順であるが、この両者が干渉しあって調整が煩雑化した。 

勿論、当初の設計段階から、ビームが PMQ-Doublet の芯を通らないであろうと考え、

Q-Doublet の位置調整を可能にする機構は組み込まれていた。ただし、スペース上の制約

から遠隔操作の装備は導入できず、現場で手動調整できる機構を準備しておいた。前述し

たＱ-Doublet の集束力を調整する手法と同じである。結果的に、この現場調整機構は功を

奏さなかった。ビームを頻繁に停止して現場に赴き、約 50 個のQ-Doublet を逐次調整して
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ゆくという操作は、ビーム調整自体に何度も iteration が必要なこともあり、非現実的であ

った。これら初期ビーム調整の経験を基に、改良計画を練り上げた。 

 

Ⅲ．改良設計： 

上述のように、改良が必要なポイントは明らかであった。以下にそれを整理しておく。 

 

1) 入射系： 

ブースター空洞やバンチャーなど、計３個の空洞を配し、系統が複雑になり過ぎていた。

このため、低エネルギー入射系におけるビームの挙動を正確に把握することが困難であっ

た。この欠点を排除するため、汎用のガン計算コード EGUN［３７］を導入して、120 keV

電子銃を新たに設計した。そして、本体系（主軌道）に対して斜め 45 度に配置されていた

入射系を直角方向に配置しなおすことで、ガンからの電子ビ－ムを 45 度の偏向角で２回曲

げて入射するアクロマティックな輸送系に変更した［Ａ１４、Ａ１５］。 

 入射系からブースター空洞を除去できるので、入射ビームからエネルギー分散が無くな

り（厳密にはアノード電源の安定度 10-3で決まる広がりがある）、入射系の設計が容易であ

る。現在では、150 MeV 出力ビームの仕様値が 5 mA の場合、入射系にバンチャーが不要

とわかっているが、HiSOR のようにバンチャーを必要とする入射系でも、ビームのエネル

ギー広がりは 1 %程度に押えられる。 

改良計画の基本方針として、可能な限りビームに関する情報を具体的に把握できるよう

配慮した。電子銃のエミッション電流についてもシミュレーションを実施し、エミタンス

を実測して定量的に比較することで、周回軌道における加速効率の見通しが得られるよう

にした。入射ビームのエミタンスが明らかになれば、シミュレーションで求まるマイクロ

トロン本体系のアクセプタンスに対して、整合を取る条件が定まる。 

 

2) 集束系： 

前の初期ビーム調整の解説で明らかなように、改良に当たって最も本質的な変更が図られ

た部分である。バックストレートに置かれた PMＱ-Doublet がビームオプティクス上好まし

くないことが判明したので、それらを除去し、なおかつ必要な水平方向の集束力を得る方

策を考えた。結論は、加速管が位置するマイクロトロンの主軌道（１ターン目）に水平方

向集束用のＱ電磁石をシングレットで設置するという簡潔なものであった。思想的にはW
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大の集束系（加速管の縦長ボア）に相通じる手法である。最大の相違点はマシン操作時に

調整が可能か否かであり、加速管のボアに集束力を持たすW 大の方式では調整の余地が無

いが、今回のＱ電磁石方式では集束力が任意に調整できる。当時はW 大方式をベースに設

計していたので情報を持ち合わせていなかったが、Lund 大のグループで既に実行されてい

た方法であった。 

 ここで新たに生じる問題は、最初の加速を受けた 6 MeV ビームがＵターンして戻ってく

る際に主電磁石のフリンジ領域で受ける強い垂直方向発散力への対策である。当初案と異

なり、調整可能な電磁石Ｑダブレットの無い条件下で、問題の解決を図る必要があった。

この点については本文で詳述したように、入念なシミュレーションを実施した。その結果、

主電磁石の前方に配された逆磁場電磁石の磁場をBrev = 0.13 → 0.3 T に強くして、エッジフ

ォーカス力を強化することで上述の発散力を相殺できることがわかった。この逆磁場によ

る垂直方向集束作用は、Ｕターンする 6 MeV ビームのみならず、主電磁石による弱集束効

果があまり期待できない初期３ターン程度までのビームに対して、垂直集束力を補う働き

をする。こうしてＵターンビームに対する集束方式は、結果的にW 大方式を踏襲したこと

になる。 

この変更の副産物として、別の大きな利点が生じた。PMＱ-Doublet を除去したことで、

バックストレートのビームダクトのアパーチャを 10 mm から 16 mm に拡大できたことで

ある。マイクロトロンでは、加速管の位置する主軌道上で分散を持たないから、180 度曲

げられてバックストレートを走るときに運動量分散が最大となり、ビームが水平方向に広

がる（５章の式(5.2.4)）。従って、加速管のボアが 10 mm であれば、バックストレートのア

パーチャはそれ以上であることが望ましい。実用上、この改善点は効果が大きく、横方向

のビーム軌道の変動に対して十分な余裕をもった設計が可能となった。 

 

3)機械的構造： 

加速管を収納する主真空槽やスクリーンモニタ等、機械設計で変更した箇所はいくつかあ

るが、本質的な変更を行ったのは電磁石系である。具体的には後の構成機器の項でふれる

が、初期の逆磁場電磁石の方式では漏れ磁場が大きく、周回ビームに及ぼす悪影響が無視

できず、改良後はW 大方式のように逆磁場電磁石を主電磁石と分離した。ちなみに、初期

の主電磁石と逆磁場電磁石が一体化した構造は Lund 大方式（Los Alamos – NBS も同様）

であった。 
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 ただし、実用上の観点から W 大と異なる点がいくつかある。W 大では、逆磁場磁石が

各ターンの周回軌道を微調する個々のステアラと一体化している。即ち、水平方向ステア

ラが逆磁場磁石に組み込まれており、リターンヨークを共有している。SHI 版も当初は同

じ方式であった。実際にビーム調整を行ってみた結果は、あるターンのステアラを励磁す

ると近傍の数ターンがその影響を受けて、SR 光モニターのプロファイルが変動することが

わかった。勿論、特定のステアラを励磁した場合、他のステアラにどの程度の影響が及ぶ

か予測しておき、予め準備しておいたマトリクスの補正式に従って微調するのであるが、

現実には完全な補償ができなかった。この経験から、改良に当たっては水平・垂直用すべ

てのステアラを分離・独立して設計した。 

 

主たる変更点を上に列挙したが、そのポイントは、 

・ 可能な限り機能分離型の機器構成にした、 

・ シミュレーションと実測でもって、実際のビームの振舞いを対比可能にした、 

ことである。諸々の変更を同時に行ったため、どの改造が最も効果的であったのか、定か

ではない。しかしながら、改良後にマイクロトロンをビーム調整してみた経験を省みて、

バックストレートの PMＱ-Doublet を除外する変更が最大の要因であったと判断している。 

 

 

Ⅳ．軌道計算の方針： 

150 MeVマイクロトロンを新規開発して入射器とする方針が確定した当初は、W大の108 

MeV版をアップグレードした設計とする方針であった。ただ、当時はMAFIAのような３次

元電磁場解析コードを使える環境になく、加速管にW大方式の縦長ボアを採用すると、空

洞内の正確な電磁場情報を得ることが困難と判っていた。つまり、周回ビームをトラッキ

ングして、加速中のビームの振舞いを正確にシミュレーションすることを諦めなくてはな

らない。そのリスクをどう評価するかは意見の分かれるところであったが、結局、自力で

軌道計算を実施して装置の性能を評価できるようにしておく方針で合意をみた。こうして、

汎用の電磁場解析コードSUPERFISHで電場分布が求められる２次元軸対称構造をもつ加

速管を使うことになった。マイクロトロンの周回ビームをシミュレーションできる汎用コ

ードが当時なく、UNIX上で動く独自のシミュレーションコード“mic”を担当者（杉谷）

が作成した。なお、当時は３次元磁場計算コードTOSCA（後に、AURORA-2用の常伝導高
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磁場電磁石の設計に際して活用）を所有しておらず、軌道計算に必要な逆磁場及び主電磁

石の磁場分布は２次元コードTRIM（後にPOISSONに変更）を使用して求めた。 

当初設計の改良に際して充分なシミュレーションを行い、周回ビームがどのように振舞

うか解明した。ポイントは輸送効率/透過効率を如何に改善できるかであった。既に述べた

ように、バックストレートからPMＱ-Doubletを取り除く必要性は明らかで、この変更で周

回ビームの振舞いを簡明にできる見通しを得た。別途、入射系を改良することで、120 keV

入射ビームの縦（longitudinal）・横（transverse）双方の位相空間における初期条件を明ら

かにすることができた。以上の改善策が加速効率の改善につながった。改良に際して実施

した軌道計算の詳細については本文で詳しく述べた。 

 

シミュレーションに使用した入射ビームの条件（基準）： 

Einj = 120 keV（後に80 keV）、ε (x, y) = 60π mm·mrad（後に80 ~ 100πに緩和） 

これは、当初使用していた20 keV電子銃がε (x, y) = 150π mm·mrad @700 mA emission であ

ったため、normalized emittanceを等価としたことによる。 

βγ = 0.283 @E = 20 keV 

βγ = 0.581 @E = 80 keV 

βγ = 0.725 @E = 120 keV 

また、後に ε (x, y)を緩和した理由は、改良後はマイクロトロンのアクセプタンスが大きい

ことが判明したためである。 
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附録３．軌道計算コード“mic” の概要 

 

150MeV マイクロトロン(RTM)の設計にあたり、新たにシミュレーションコード“mic” が

担当者〔杉谷〕によって作成された[４０]。ここではそのマニュアルをもとに、新コード

の特徴・要点を紹介する。 

 

・計算機のハードウェアに依存しない汎用ソフトを目指して、UNIX の OS 上で C 言語を

用いてプログラミングされた。 

・微分方程式は 8 次 10 段のRunge-Kutta 法[４１]で解いている。 

・すべての物理量を無次元化して処理した。これは、Classical Microtron の解析に S. P. Kaptza

が導入した手法を踏襲した[３１]。 

 

“mic” は RTM の本体を周回する電子ビームの軌道解析を行うために開発されたプログラ

ムである。汎用性を考慮しており、RTM 以外のビーム輸送の計算にも使用が可能である。

RTM の入射系を設計するための計算とは切り離して、独立に実行される。入射系のビーム

とのマッチングを取る方法は、初期条件で Twiss パラメータを合わせるか、或いは入射系

で得られた個々の粒子の 6 次元情報を直接入力として使用するかである。計算は、予め定

義された種々のコンポーネント中を、個々の電子が運動しながら逐次進んでゆく方式で実

行する。RTM は元来が大電流加速用ではないので、電子間同士の相互作用、即ち空間電荷

効果は現在のところ考慮されていない。各コンポーネント中（drift space を除く）の運動は、

10 段のRunge-Kutta 法を用いて運動方程式を数値的に積分することでトレースしてゆく。 

 

Ⅰ．“mic”の内部構造： 

本プログラムで使用する単位系と座標系、および使用する運動方程式について説明する。 

 

1) 単位系：あらゆる物理量を無次元化する[３１]。基本にあるのはRF系の周波数である。 

時間：RF の位相 φで置き換える → φ = 2πft 

距離：RF の波長を用いて λ/2πで正規化 → x = X / (λ/2π) 

速度：光速との比で表す → β=v/c 

エネルギー：静止質量(m0c2)との比で表す → γ = E / m0c2、また、γ = 1 / (1-β2)1/2 
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運動量：エネルギーと速度の関係から導かれる → p = βγ = P / m0c2 

磁場：RF 周波数に対応する ECR 共鳴磁場B0で正規化する → Ω = B / B0 

   ただし、B0 = 2πfm0 / |q| 、|q| は電子の電荷量を表す。 

電場：磁場と同様、ECR 共鳴磁場で正規化 → ε = E / B0c 

 

以上の諸量をまとめて、下の表Ａ.３-１に示す。 

表Ａ.３-１ “mic” の単位系一覧表 

 
RF系の周波数を基本とする。時間はRFの位相φで置き換える。距離はRFの波長を用いてλ/2π

で正規化、速度は比光速 β=v/c で、エネルギーは静止質量との比 γ=E/m0c2で表す。すると、

運動量は p=βγと無次元化される。磁場と電場は RF 周波数に対応する ECR 共鳴磁場 B0で正

規化する。表中の׀q׀は電子の電荷量である。 
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2) 座標系：直交座標系が便利であり、ここでは下の図Ａ.３-１のように左手系の直交座標

を使用した。加速管の軸は x = z = 0、すなわち y 軸上に位置する。２ターン目以降では、

加速されたビームは y 軸上を正の方向に進む。ｘ軸は入射系側から戻り軌道のほうが正の

向きであり、高エネルギービームの戻り軌道ほど x 座標の値が大きくなる。ｚ軸は垂直方

向で、上方が正になるようにとる。 

 

図Ａ.３-１ “mic” で使用した座標系 

y 軸は加速管の軸に一致する。電子は正の向きに加速される（ただし、2 ターン目以降）。入

射系はx軸の負の側に位置し、周回を繰り返すにつれて戻り軌道はx軸の正方向に移動する。

ｚ軸の正方向は上方を示す。 

 

3) 運動方程式：基本は Lorentz 力である。表Ａ.３-１の単位系に従うと、まず MKSA 系で

は次のようになる。 

)( BxvEe
dt
PdF

rrr
r

+⋅==       (A.3.1) 

上式が無次元系では、 

、ただし
φ

βε
d
d) ( =Ω+= &

rrr&r xp      (A.3.2) 
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と簡潔になり、電磁場データを最初に規格化しておけば、計算中の単位系に注意を払わな

くて済む。MKSA 系では時間 t の微分であったが、無次元系では位相 φの微分に変わって

いる。表Ａ.３-１の関係を用いて、運動量の微分を、 

γββγγβ
φ

&
r&rr

&r ⋅+⋅=⋅= )(
d
dp      (A.3.3) 

と変換できるから、電場ε
r
の無い静磁場（注：RTM の磁石はすべて static）中では、 

となり、より  0  0 == γε &
r  

Ω×=⋅=
rr&r&r ββγp        (A.3.4) 

の形ですべての運動が記述される。即ち、主磁場や逆磁場の値をΩ
r
（rr）の形で表現して、

上式に代入すれば計算できる。 

ライナックのような RF 系のコンポーネント中ではε
r
とΩ

r
は時間の関数となるので、元

の運動方程式を使用する。その際、時間すなわち位相の関係が重要になってくる。RF 空洞

中の電磁場は一般に以下の式で表現される。 

φφφεφε sin)(),(,cos)(),( 00 rrrr rfrf
rrrrrrrr

Ω=Ω=    (A.3.5) 

 

Ⅱ．コンポーネント（構成要素）： 

何種類かのデバイスを定義しておき、直接あるいは間接に指定されたある位置情報のもと

にそれらのデバイスを絶対座標上に配置して、コンポーネントを構成してゆく。個々のデ

バイスの定義には、何種類かのパラメータを使用する。例えば、デバイスがQ 磁石の場合、

磁場強度・磁極長・磁場範囲（sharp edge）の３個のパラメータで、その特性を定義する。 

詳細なデータを要求するデバイスは、ライナックおよび主磁場と逆磁場の組合せ（磁場

データを重畳してひとつのデータとみなす）である。これらの元になる分布は、静磁場の

場合は POISSON[４２]で、電磁場は SUPERFISH[４３]で計算して求めておく。実際のシ

ミュレーションに使用した電場や磁場の分布状況は、後の該当する装置を説明する際に実

測データと共に示す。これらのデバイスに対しては Runge-Kutta のステップ数や刻み幅と

いったパラメータも入力時に指定できるようになっている。 

電磁石の場合は静磁場 Bz の値を y 軸方向の１次元情報として与えておき、実際の計算

時には近傍の４点を使って３次曲線で内挿する。By についてはｚが小さいところでは、 

z
y
BB z

y ⋅
∂
∂

=        (A.3.6) 
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と書ける。即ち、Bz が３次の多項式、 
3

3
2

210 yayayaaBz +++=      (A.3.7) 

で表現されるとき、By はMaxwell の方程式のひとつ、 

0=
∂

∂
−

∂
∂

z
B

y
B yz        (A.3.8) 

を満たさなければならないため、 

zyayaaBy ⋅++= )32( 2
321      (A.3.9) 

となる。 

RF 空洞の場合は円筒座標（r, θ, z）で求められた電磁場の値を（x, y, z）の３次元情報

に変換して保有する。 

 

Ⅲ．ビームの初期条件： 

個々の電子の状態を７個のパラメータ（x, y, z, βx, βy, βz, φ）で定義する。ここで（x, y, z）

は位置ベクトルの成分を、（βx, βy, βz）は規格化された速度ベクトルの成分を示す。また、

φ は時間成分（時間情報）を加速 RF の位相で表わしたものである。通常、初期状態を位

相空間の Twiss パラメータで与えて、ランダムに所定の個数の電子を発生させる。例えば、

x 軸に関する Twiss パラメータ（αx，βx、εx）を与えて、 
222 1x2 xxxxxxx xxx αγβεβαγ +==′+′+ 、ただし   (A.3.10) 

からｘ座標系の位相空間に関する情報（x０, x０’）を求め、同様にｚ座標系において（z０, z

０’）を、また縦方向（Longitudinal direction）の位相-エネルギー空間において（φ, E）を定

める。電子の進行方向であるｙ座標に関しては１点の値しかとれず、特に速度成分 βy は

E と θx および θz から自動的に決まるパラメータである。 

 

Ⅳ．出力情報（Output Data）： 

計算されたすべての電子の情報がファイルに残される。加速（周回）途中で電子が失われ

た場合は、その途中までの情報が記録される。失われたかどうかの判定は、あるコンポー

ネントを電子が通過中、そこに領域限界が設けられている場合、そのリミットを越えたと

き電子が失われたものと判定され、計算が打ち切られる。例えば、RF 空洞のボア（r = 5 mm）

や主電磁石の間隙(z = ±5 mm)などがそれに該当する。 

１個の電子についての情報は表Ａ.３-２に示されるような構造をもつ。すべての電子の
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７次元位相空間における情報が、任意のターン数の任意のコンポーネントの位置で把握で

きる。すべて文字情報として記録されているから、１個のファイルの容量が膨大になりが

ちであるが、適当なエディタで手軽に読み出せる利点がある。個別の電子毎に情報が細分

化されているから、通常はこの膨大な数値の大群を処理するポストプロセッサを作り、輸

送効率やエミタンスといった全体を見渡せる情報を抽出する。 

 

表Ａ.３-２ “mic” の出力構造 
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個々の電子に関する情報が、すべてファイルに蓄えられている。個別電子の情報は、初期条

件を別として、１ターン目の各コンポーネント通過後の７次元情報、２ターン目における同

様の情報、３ターン目での情報と、以下最終ターンまで同じ形式で７次元位相空間における

電子情報が羅列される。 
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附録４．マイクロトロンの構成機器 （―入射系、加速系、電磁石系など―） 

 

本文ではハードウェアについて、関連部分に限定した断片的記述に止めたので、ここで装

置全般について説明を補足しておく。 

 

Ⅰ．入射系： 

マイクロトロン本体の軌道計算を行うにあたって前提となる初期条件を定め、それを満た

すように新入射系の仕様を定めた。即ち、エネルギー120keV、エミタンス60π mm·mrad（非

規格化）で電流値100 mA以上の電子ビームを、ライナック入口で直径3 mmにフォーカスさ

せる入射系である。 

当初の入射系はWisconsin大方式と独自案との折衷であり、いくつかの点で不都合が生じ

ていたので、以下に記すような改良を実施した。本改良設計については、主担当者〔密本〕

による内部報告書が作成されているので、それに基づき以下に述べる［Ａ１４、Ａ１５］。 

 

1) 既製の医療用ライナック向け20 keV電子銃を使用していたのを中止し、新規に120 keV

電子銃を設計して導入した。これで以下の問題点が解決した。 

 

・ 構造上、真空排気特性（コンダクタンス）を良くできない電子銃であったため、フィラ

メント点火時の真空度が10-5 Pa台まで悪化し、カソードが短寿命であった。新たに電子

銃を設計したことにより、アノードの配置、構造等に自由度が生じ、電子銃近傍の真空

度は10-7 Pa台に改善された。 

・ 入射系に複数個配置していたRF空洞が整理され、ビームの振舞いがシンプルなった。即

ち、20 keV電子銃＋プリバンチャー＋ブースター空洞＋バンチャーから成る旧構成が、

120 keV電子銃だけで済むようになった。バンチャーは標準仕様値（Iout = 5 mA）以上のビ

ームが欲しいときのオプションとして、必要に応じて設置する。 

 

2) 旧入射系では、その構成の複雑さと相俟って、パラメータの調整に必要なモニター、

集束系、ステアラ等の配置が必ずしも適切でなかった。新入射系の設計では、漏れ磁

場（或いは残留磁場）に敏感な低エネルギー電子ビームを効率よく輸送するため、時
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として再調整が必要になることを前提に、モニタ・ステアラ等の調整用機器を最適配

置した。 

 

図Ａ.４-１が改良後の新入射系である。現在は150 MeV出力ビームの仕様値5 mAの場合、バ

ンチャーが不要とわかっているが、初号機の改良時点ではシミュレーションと現実の透過

効率がどの程度一致するものか不明であったため、図のようにバンチャーを配備した。 

 

Ⅰ- a)．電子銃： 

電子銃マウント部の詳細を図Ａ.４-２に示す。電子銃自体はコロナリング付きの高電圧絶縁

用セラミック（大気中の保障耐電圧75kV）で保持されて、入射系本体（アース側）に接続・

支持されている。その絶縁セラミック全体を、２気圧のSF6ガスを封入した加圧タンク（耐

電圧200 kV）に収納した。ただし、２号機以降では電子銃のアノード電圧を80 kVに下げて

加圧タンクを省いた。引出し電圧が当初の20 kV → 120 kVへ上昇したため、電子銃のカソ

ード形状を変更したが、他は可能な限り旧電子銃の方式を踏襲した。即ち、 

 

・ W (Tungsten) にBaを含浸させたディスペンサー型カソードを使用し、800 mA以上の引出

し電流を得る。 

・ グリッド付きカソードの三極管式ガンであり、グリッド電圧は-150V ~ +250 Vの間で可変

とした。引出し電流値はグリッド電圧で制御され、ビームのパルス幅は0.1 ~ 4 µsec、繰返

し数は1 ~ 180 Hz（２号機以降は0.1 ~ 10 Hz）の間で制御可能なグリッドパルサーを備え

ている。ただし、引出し電圧の上昇に伴い、グリッドのメッシュを細分化して、カソー

ド表面で感ずるアノード電圧が一様になるよう配慮した。 

・ アノード電圧120 kV（２号機以降は80 kV）は直流で印加する。パルス幅4 µsecで800 mA

の電流をエミッションさせたとき、ドループを含めビームエネルギーの広がりが1X10-3

以下となるような高圧電源系とした。 

 

新しい120 keV電子銃の設計には計算コードEGUN［３７］を使用した。新・旧ガンのエミ

ッション電流の軌跡を図Ａ.４-３に示す。旧ガンの引出し電圧20 kVに対して新ガンのアノ

ード電圧が120 kVに上昇したため、新しい絶縁セラミックは印加電圧を５本のコロナリン

グで等分割して均等な電界分布を作っている。新ガンのエミタンスはエミッション電流の 
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図Ａ.４-１ 改良後の新入射系全体構成 

新入射系はマイクロトロン本体の主軌道（ライナック中心軸）に対して直角に配置されてい

る。電子ビームは2個の45º 偏向電磁石（下流側はシケーンの構成要素）を経由してライナック

に入射されるのでachromaticな系を構成できる。そして、その間にQ-Tripletを配することでオプ

ティクスの自由度を確保した。 

 入射系の目標は、電流値100 mA以上の120 keVビームをエミタンス（非規格化）60π mm·mradで輸

送し、ライナック入口で直径3 mmに絞り込むこととした。 
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図Ａ.４-２ 新しい120 keV電子銃の配置 

旧20 keV電子銃は、カソードからアノードまで絶縁セラミックを含めて一体型の既製品を使用

していた（従って、真空排気系コンダクタンスの改善が難しい）。新ガンでは引出し電圧が

120 kVに上昇したため、それらが分割された構造になった。カソードおよびグリッドの形状は

EGUNで計算して最適化を図った。絶縁セラミックはコロナリングを有し、印加電圧120 kVを

分割抵抗で6分割している既製品を使用した（米国NEC社製）。 

 新ガンの性能、特にエミッション電流に関しては、同じグリッド電圧の下で旧ガン同様800 mAを

目標とし、仕様値を達成している。エミタンスについては旧ガンからの向上を図り、計算上は数倍

改善された。 
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図Ａ.４-３(a) 新120 keV電子銃の軌道計算 

 

図Ａ.４-３(b) 旧20 keV電子銃の軌道計算 

旧20 keV電子銃はアノードまで一体型の製品で、これが医療用ライナックの装置では直接加速

管に装着されていた。アノード～カソード間の距離が~15 mmしかなく、急激にビームを絞り

込んでアノード出口（加速管入口）で径3 mmに整形している（図(b)）。 

新ガンは引出し電圧が120 kVと高く、両電極が独立の構造で、距離も65 mmに広げられた（図

(a)）。従って、カソードから引き出される電子の発散角が小さく、EGUNによるエミタンス

の算出には難があった（実際より過小評価）。カソード面積はともに直径10 mm相当であり、

エミッション電流が減少する恐れはない。 
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発散角が小さく、シミュレーションの結果は6π mm·mradという小さい値にみえたが、旧ガ

ンのエミタンス150π mm·mradとの乖離が大きく、また誤差要因（信頼度）の追求も出来て

いなかったので、入射系の目標を60π mm·mradのビームを輸送できる系とした。根拠は、

旧20 keVガンのエミタンスが150π mm·mradとわかっていた（図Ａ.４-４）ので、120 keV新

ガンと規格化エミタンスを等しくしたものである。後に、新ガンのエミタンスを測定した

結果、80 mAのエミッション時に~70π mm·mradと判明し、目標を60π mm·mradとしておい

た妥当性が証明された。 

 

Ⅰ- b)．バンチャー： 

上で述べたように、バンチャーは必ずしも必須の要素とは言えなかったが、初号機の改良

に当たっては、旧入射系のプリバンチャーに相当する空洞を新入射系のバンチャーとして

組み込んだ。その後に製作されたマイクロトロンでバンチャーを保有しているのは引出し

電流の仕様値が10 mAのHiSOR用入射器であり、A2S用では省いた。バンチャーは必要な電

圧が定格4 kV、最大6 kVの仕様であり、Q値の低いSUS製の空洞（Sバンド）で十分である

（図Ａ.４-４(a））。このバンチング効果のほどについては後述するが、ここで全幅約5 %

のエネルギー広がりが生じるので、新入射系は加速管の入口でその分散を打ち消せるよう

なアクロマティック系とした。図Ａ.４-１でわかるように、45度の偏向電磁石（下流側はシ

ケーン）２個の間にＱ-Tripletを置く方式である。 

 

新入射系の検討には電子ビームの軌道計算コードPARMELA［３８］を使用した。最初に

記したようにビームトランスポートの観点からは、エミタンスが60π mm·mrad、電流値100 

mAのビームを加速管の入口で直径3 mmに絞り込むという方針で検討を進めた。PARMELA

で計算されたビームエンベロープが図Ａ.４-５である。図中２本の線は、180個の粒子（1

度の位相幅に1個の粒子）でシミュレーションしたとき、最も外側を通る粒子とその内側を

走る粒子の軌跡の差を表している。こうして加速管の入口まで運ばれたビームの分布を(E, 

φ)位相空間で示したものが図Ａ.４-６である。ピーク電流値で約10倍にバンチしており、

有効な位相アクセプタンス20度の幅に限定しても、およそ5倍という大きな集群効果が見込

める結果である。ただし、ビームテストでバンチャーの集群効果を実際に確認したところ

では、最終的な150 MeVビームの引出し電流値の増加に対する寄与でみて、２～３倍の成

果であった。 
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図Ａ.４-４ 旧20 keV電子銃のエミタンス 

図から、旧20 keV電子銃の非規格化エミタンスを150π mm·mradと評価した。規格化値で約40

π mm·mradに相当し、新120 keV電子銃の非規格化エミタンス60π mm·mradと等価である。 

 

E = 20 keV のとき、βγ = 0.283 、 

E = 120 keV のとき、βγ = 0.725、ただし、β = v/c、γ = 1+(E/E0)；E0 = 511 keV 

よって、(βγ 120keV) / (βγ 20keV) = 2.56、即ち実際のエミタンスで約2.5倍の差がある。 
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図Ａ.４-４(a) 新バンチャー組立図 

新入射系で唯一残されたRF空洞である。使用周波数はSバンドでライナックに等しい。Stainless 

Steel 製の空洞で Q ~ 300と低い。フィードバック系は備えていないが、冷却水による温度制御

と遠隔操作が可能なモーター駆動のロッドチューナー（図の上部）を装備している。図の下

部のポートはRFピックアップ用のものである。最大電力はピーク値で5 kWを想定している。

電力フィーダーにはN 型のフィードスルー（図の水平方向）にカプリングループを装着した

ものを使用した。 

電極部のビームアパーチャがφ15 mm と他のダクト部（標準φ30 mm）より狭いので、バン

チャーを最初の集束点としてビーム輸送系は設計されている（次の図Ａ.４-５参照）。 
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図Ａ.４-５ 新入射系のビームエンベロープ 

エミタンス60π mm·mrad のビームをPARMELAでトレースした結果である。ビームダクトの

アパーチャは口径30 mmであり、Q-Tripletの中心で垂直方向にアパーチャの限界にまで広がる

ことがわかる。図中、2本の線は180個の粒子でシミュレーションしたとき、最も大外を走る粒

子とその内側を走る粒子との軌跡の差を示す。粒子180個の内訳はRFの全位相のうち、バンチ

ャーの有効な領域の180度にわたって1度刻みで均等に粒子を初期設定したものである。 
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図Ａ.４-６ バンチャーの集群効果 

前図のPARMELAでトレースした結果を (E, φ) 位相空間でみたもの。場所はライナック入口で

ある。縦軸は標準エネルギーEs = 120.4 keVの粒子に対するエネルギーの広がりを表す。このと

きのバンチャーの印加電圧Vmax = 3.6  kVである。 

マイクロトロン本体を周回するときに有効な安定位相領域20度の幅をとってみると、計算

上はバンチャー無しの場合と比較して5倍の集群効果が見込める。ただし、実測した効果のほ

どは2~3倍であった。 
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Ⅰ- c)．モニター系： 

ビームモニタに関しては、新入射系でも特に変更はない。旧システム同様、非破壊型のCT

と破壊型のスクリーンモニタの２種類である。前者はビームテストを実施しつつ観測が可

能であり、図Ａ.４-１には表示されていないが、入射系の最上流、電子銃を出た直後の真空

マニフォールド中（集束用ソレノイド、SOL1の手前）に置かれている。後者はビームの位

置とプロファイルを測定するためのもので、アルミナ（Al2O3）に数％のCr成分（ Cr2O3）

をドープしたセラミックスクリーンを使用した。なお、スクリーンの発光特性に関して、

Cr含有量の異なる数種類のセラミックを製作し、20 keVビームを当てて調べたところ光量

に差が認められ、発光効率がCr含有量依存性をもつ結果を得ている［４８］。製造方法ま

では統一できていないので正確な比較は難しいが、例えばデマルケスト社製の1.5% Cr入り

セラミックと他社製の3% Cr入りとでは、発光効率に10倍近い差がみられた。ただし、他社

製の10% Cr入りでは逆に発光が認められなかった。 

数十keVの低エネルギー電子ビームを測定する際に有効性が認められた工夫として、セ

ラミックスクリーンの表面をAuでコーティングして絶縁体のスクリーンに導電性を持た

せたことが挙げられる。絶縁体の状態では、飛来する電子ビームが表面に滞留してチャー

ジアップするため、その滞留電荷の作る電場で後から飛来する電子の軌道が曲げられて測

定精度に影響する。更に、ある程度表面に電荷が蓄積した段階で、周囲の金属製フレーム

（セラミックのホルダー）に向けてディスチャージするため周期的に眩い閃光が表面から

発せられ、測定に不都合を来たす。著者らは、表面をAuコーティングすることでこの類の

不具合が解消されることを見いだした。Auを真空蒸着するわけであるが、あまり厚い層を

作るとセラミックから発せられる蛍光の透過効率を低下させる可能性があり、実用上は1 

µm未満の蒸着層で使用した（これで十分）。もうひとつの大きな利点は、導電性を付与し

たことでセラミック製スクリーンをファラデーカップとしても使う道が開け、電子ビーム

の電流値とプロファイルの同時測定が可能になったことである。予めスクリーンモニタの

測定系全体を真空ダクト（アース側）から絶縁しておけば、オシロスコープを使用して時

間構造（パルス波形）と共に電流値を観測できる。スクリーン表面から放出される二次電

子については特に配慮しなかったが、上流に位置するCTの電流値との対比では、mAオー

ダーの電流値を測定する際の誤差は数％以下と判明した。したがって、高精度を追求する

のでなければ、イオンビームを測定する場合のような二次電子対策は必要ない。 
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Ⅰ- d)．磁気シールド： 

安定な入射系にするという意味で、改良設計では複雑なRF系を除外すると共に、外部から

のビーム変動要因となる漏れ磁場対策も実施した。具体策は、入射系全体を可能な限り厚

さ2 mmの純鉄製磁気シールドで覆うことである。図Ａ.４-７は磁気シールドを施す前の新

しい入射系の全景である。一部、シケーン手前のQ-Tripletに小型のシールドが施されている。

ただし、シールドの有効性はビームテストの再開時に確認できたものの、まだ完璧とはい

えず、例えば不慮の停電で主電磁石がいきなり遮断された場合、残留磁場のビーム軌道に

及ぼす影響が明白で、次の立上げ時に一定のビーム調整が必要であった。 

写真は改良後の１号機であり、アノード用の120 kV高圧電源が大きく目立つ。２号機以

降では引出し電圧を80 kVに下げたため電源のダウンサイジングが可能になり、電子銃廻り

のSF6充填用加圧タンク（写真奥、アルミ製保温材で覆われている）が不要になったことと

併せて、全体がコンパクトになった。 

２号機以降においても、入射系の基本的なコンセプトは１号機と同様である。 

 

Ⅰ- e)．ビーム測定： 

新入射系の目標は、エミタンス60π mm·mradの120 keVビーム500 mAを加速管入口にまで輸

送しようというものである。 

改良後の入射系ではRF加速がなくなり、バンチャーを除けばガンの直流引出電圧だけで

ビームの加速条件が決まるため、ビーム特性の測定が容易である。マイクロトロン本体の

試験に先行して、まず120 keV電子銃からシケーン直後までの低エネルギー入射系を独立に

セットアップして測定をおこなった（図Ａ.４-８）。120 kV電子銃と耐電圧200 kV（2気圧

のSF6加圧時）の絶縁セラミックは、図で左奥に見えるSF6加圧タンク内に収容されており、

その下流にペアの集束用ソレノイドが黒いディスク状にみえている。次いで、45度の偏向

電磁石及び３連Ｑ電磁石が配されており、最後にシケーンの一部45度偏向磁石が置かれて

いる。マイクロトロン本体の加速管入口に相当するこの位置に、入射ビーム測定系がセッ

トされている。測定の主体はエミタンス測定であり、ステッピングモーター駆動の4象限ス

リットとファラデーカップの組み合わせで実施した。測定時にはバンチャーをオフし、

DC120 kV電子銃のビーム特性を求めた。得られた結果は以下のとおりである。 
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図Ａ.４-７ 初号機の新120 keV入射系の全景 

図Ａ.４-１のレイアウトに従って作られた1号機の新入射系である。手前のマイクロトロン本

体に対して入射系（上流）が直角方向に位置しており、シケーンを含む2個の45度偏向電磁石

で曲げられて、ビームはライナックに入射される。 

この後、奥のアルミ製保温材で覆われているSF6加圧タンク（ガンおよび絶縁セラミックを

収納）の手前まで、純鉄製の板金で上面と左右側面の3方向を囲われ、磁気遮蔽される。ただ、

ケーブル等のための切欠きも多く、完全な遮蔽には至らない。 

感電防止用の金網で囲われた120 kV高圧電源が大きく、占有スペースも多い。2号機以降で

は80 kVに電圧を下げたため、全体がコンパクトになった。 
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図Ａ.４-８ 新入射系のビームテスト用セットアップ 

左奥のベーキング用保温材を被ったSF6加圧タンク内に120 keVガンと絶縁セラミックが収納

されている。写真では見えないがこの左側に120 kV高圧電源が配置されている。加圧タンクか

らビームが引き出されると、ペアで置かれた黒いディスク状の集束用ソレノイドを経て偏向

電磁石で45度曲げられ、Q-Tripletで集束・整形され、最後にシケーン（の一部）で再度45度曲

げられる。 

ここではシケーンの直後にエミタンスモニタがセットされている。４象限の可動式スリッ

トを前後に2セット配置し、ダブルスリットを通過したビームを下流のファラデーカップで受

けて測定をおこなう。 

なお、右側面にみえる列盤は今回のビーム測定とは直接関係が無い。 
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1) 電子銃のエミッションを一定値 80 mA（Vgrid = 20 V）に固定し、2個のソレノイド間のス

リットで透過ビームをコントロールしてライナックの入口まで輸送した場合のエミタ

ンスを測定した（図Ａ.４-９）。図から輸送効率を100 %に外挿して、120 kV電子銃のエ

ミタンスを推定すると170π mm·mrad と見込まれ、EGUNのシミュレーションで推定さ

れた6π mm·mradとかけ離れている。 

理由のひとつにグリッド電圧が低過ぎる（定格はVgrid =  200 V）ことが挙げられる。

EGUNの軌道計算は定格のVgrid =  200 Vで実施しており、実際の測定でもグリッド電圧の

上昇とともにエミタンスが向上する結果が得られており、Vgrid =  20 Vの測定条件との違

いが大きい。上の結果からは、ガンの定格エミッション800 mAでライナック入口に輸送

できる入射ビームは80 mAとなるが、実際には100 mA以上の輸送が可能である。現実に

使用する入射ビーム電流量は20 mAであり、したがってガンエミッションも200 mA程度

で足りており、この相違が現実に問題となることは幸いにしてなかった。もうひとつの

理由は、EGUNでのシミュレーションをおこなう際、グリッド電位の考慮が不十分であ

ったことが挙げられる。旧20 keVガンの場合、図Ａ.４-４でエミタンスを求めたが、そ

の元となる計算結果図Ａ.４-３(b)をみるとグリッド電位の効果が十分考慮されているこ

とがわかる。 

 

2) 予定していた入射ビームのエミタンス60π mm·mradでは、新入射系の輸送効率が10 %で

あり、電子銃の定格エミッション800 mAで加速管入口に到達する電流値80 mAである。

ただし、マイクロトロン本体のアクセプタンスも200π mm·mrad（時間依存性を考慮し

ない場合）以上と判明しており、100π mm·mradを超すエミタンスのビームでも有効に

加速できる。現実の最大輸送効率は新入射系のビームダクトの寸法で決まり、およそ

61 %（150π mm·mrad 相当）である。即ち、加速管入口まで最大500 mAのビームを輸送

することができる。ただし、このとき加速管入口でビームサイズが径8 mmほどになり、

マイクロトロン本体で全電流値を加速できるわけではない。 

 

3) 入射ビームのエミタンスと加速管入口でのアクセプタンスとの整合はQ-Tripletで調整す

る。入射系のパラメータを基準値に設定したときの（x, y）エミタンスを図Ａ.４-１０に

示す。また将来、入射ビームのエネルギーを下げて高圧電源を小型化することを考えて、

引出電圧を120 kVから100 kVに下げたときのビーム特性も測定した。概ねビームの 
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図Ａ.４-９ 入射ビームのエミタンスと輸送効率 

測定はIemission = 80 mA（Vgrid = 20 V）でおこなった。外挿して得られる120 kVガンのエミタンス

は170π mm·mradと予想される。エミタンスを予定どおり60π mm·mradに制限すると、輸送効

率は10 %となり80 mA中8 mAがライナック入口に輸送できることになる。定格のガンエミッシ

ョン800 mAでは80 mAに相当する。実際にはエミッション電流を増やすためにグリッド電圧を

上げるので、その結果エミタンスが良くなり100 mA以上の輸送が可能である。 

 予想に反して大きいエミタンスであったが、マイクロトロン本体の加速効率も予想以上であり、

結果として入射電流20 mA（ガンエミッション200 mA）で十分仕様を満たせるので問題とはならな

かった。 

設定エミタンス（πmm·mrad）： 60  75  100 

加速管入口での電流（mA）  ： 80  144  216  （ガンエミッション800 mA） 
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図Ａ.４-１０ 120 keVビームのエミタンス 

標準的な新入射系における120 keVガンからのビームのエミタンスである。測定時の電流値は

Iemission = 80 mA、測定場所はシケーンを出た直後のライナック入口である。ビームの80 %を含む

エミタンスで（x, y）ともに70π mm·mrad であり、ほぼ予定していた60π mm·mrad に近い値に

なっている。また、50 %エミタンスは（x, y）ともに42π mm·mrad となる。 
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運動量に比例して集束系の強さを変えることで、同様にビーム輸送ができることがわか

った。図Ａ.４-１１にエネルギーが120 keVの場合と100 keVの場合のエミタンス（εx）を 

比較しているが、大きな変化はみられない。 

 

新入射系ビーム測定の結論： 

入射系の測定から電子銃のエミタンスが当初予想に反して大きいことが判明したが、マイ

クロトロンのアクセプタンスも同様に大きかったことで、実害には至らなかった。特に、

バンチャーを使用すれば２～３倍に電流値を増強できるので、実際に150 MeVマイクロト

ロン全体の最大引出電流を制限しているファクタは、入射系でなくRF電力の容量である。 

マイクロトロンの性能に関して、入射ビームのエネルギー依存性の試験を改良後の１号

機で実施し、100 keVはもとより、80 keVないしは60 keVでも支障の無い結果を得た。この

データをもとに２号機以降のマイクロトロンでは、入射系のエネルギーが80 keVに下げら

れた。電子銃の高圧電源が簡素化されたことに加え、電子銃に使用する絶縁セラミックの

耐電圧を強化するためのSF6加圧タンクが不要になったこと等、大きい利点が生じた。バン

チャーについては、例えばAURORA-2の入射専用器のように、5 mA未満の引出電流で十分

な場合は不要として省略した。 
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図Ａ.４-１１ 入射ビームのエミタンスとエネルギーの関係 

引出し電圧が120 keVの場合と100 keVの場合でεx を比較したもの。大きな差はみられない。80 %

エミタンスで51π mm·mrad から54π mm·mrad へ、わずかに大きくなっている程度である。測

定時の電流値はIemission = 80 mA、測定場所はシケーンを出た直後のライナック入口である。ガン

のエミッション自体はアノード電圧を下げることで90 %程度に低下した。 
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Ⅱ．加速系（加速管とRF電源系）： 

当初は入射系にプリバンチャー、予備加速空洞、バンチャーと、小電力要素ながら3個の空

洞が存在したため、複雑なRF系を構成していた［Ａ１６］。新入射系ではDC120 kVで電子

銃からビームを引き出し、そのまま入射する（または、バンチャーで一度集群してから入

射する）方式に変更され、RF系がシンプルになった。マイクロトロン本体（周回系）の改

良に際して、マイクロ波電源と加速管については特に変更点がない。加速管など、高周波

加速系の主要パラメータを表Ａ.４-１に示す。 

加速系の主たる要素は全長0.5 mの加速管であり、ここでは側空洞結合型（Side Coupled 

Cavity：SCC型）と呼ばれる定在波型の空洞を使用している（図Ａ.４-１２）。電子ビーム

の加速方向が１ターン目と２ターン目以降とで反転するため、進行波型の加速管は使えな

い。加速に寄与するのは７個の単位空洞（ユニットセル）と両端部の半空洞（ハーフセル）

２個、計８ユニット分の加速空洞であり、他に各加速空洞間を電磁気的に結合させる役目

を担う結合空洞が側面に同数ある。図Ａ.４-１３に示す加速管の部分断面図で、上下の位置

に交互に結合空洞が配されているのがわかる。この空洞はπ/2モードで使用されるのでユニ

ットセルの軸方向長さが半波長λ/2に等しく、λ = 10.5 cmより、セルの全長が (λ/2) x 8 = 42 

cm になっている。この加速管を通過する毎に電子は6 MeV加速され、合計25回の加速で150 

MeVのエネルギーを得る。加速管の外径は~10 cmであるが、電子ビームをマイクロトロン

で周回させるとき、この寸法には注意を要する。図Ａ.４-１２は加速管を入射系側からみて

いるため、2ターン目バックストレート側の側面が見えないが、反対側から見た図Ａ.４-１

４では２ターン目ビームの戻り軌道用アパーチャを確保するため、加速管の側壁を一部削

り取っているのがわかる。ここで使用した加速管は、医療用ライナックに多数の実績を有

する製品を導入したものであり、その方針は以下に述べるマイクロ波電力系についても同

様である（初号機の指針）。 

 

ビームのシミュレーションに必要な加速空洞の電磁場は、汎用の2次元軸対象電磁場計算コ

ードSUPERFISHを使って求めた［４３］。計算は単位加速空洞と半空洞の2種類について

行った。表Ａ.４-２は単位空洞の計算結果のまとめである。単位加速空洞と半空洞の各々に

ついて、計算で求められた軸方向電界分布を図Ａ.４-１５に、また、加速管の全長（7セル

+2個の半セル）にわたり小球摂動法で電場分布を測定して得られた結果を図Ａ.４-１６に

示す。前図から個々の空洞の電場分布が計算で精度良く求められていることが、また、後 
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表Ａ.４-１ 高周波加速系の主要パラメータ 

 

Frequency        2856  MHz 

Wave Length       10.6  cm 

Accelerating Gradient     15   MeV/m 

Q - value        15000   

Transit Time Factor      0.775   

Effective Shunt Impedance    80   MΩ/m 

Bore Diameter       10   mm 

Max. Repetition       180   Hz 

Pulse Width        6   µsec 

Peak Wall (Ohmic) Loss     ~1.3  MW 

Max. Beam Loading (Assumed)   ≲ 2   MW 

Max. Amplifier Output     5.5   MW 

 

RF系に関しては、医療用の電子ライナック装置（1987年当時、NECがVarian社から技術導入し

ていた型式）として量産されている実績の豊富なシステムを利用した。マイクロ波電源はSバ

ンドのクライストロンを増幅器として使用しており、6段のPFNからなるライン型パルサー方

式である。 

入射系にバンチャーを装備するときは、主電力ラインから5 kWを分岐し、バンチャー用給

電系を構成する。加速管への電力は、導波管給電系の4-port circulator に取り付けられた T-shunt で

調整し、バンチャーへの電力と位相は、各々同軸給電系の power variator と phase shifter でおこな

う。 

表中のQ値、実効Zshunt については、計算で得られた理論値の80 %程度を実用値として記載し

ている。ビーム負荷に関しては、transmission efficiency の改善が思わしくない場合を想定し、途

中で失われるビームの負荷が150 MeVまで加速されるビーム負荷と同等か、それを上回る場合

を仮定した最大値である。 
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図Ａ.４-１２ 側空洞結合型の6 MeV加速管 

電力フィーダー側からみたSバンド加速管（Side Coupled Cavity）の全体写真である。左右対称

の構成になっており、中央の coupling cell を含め full cell が7個、両端の half cell を合わせて計 8 cell 

からなる加速空洞である。上下に、隣接 cell 間を電磁気的に結合する coupling cell が、交互に配

置されている。中央の導波管フラン時の内奥部に coupling cell の iris がみえる（coupling 

coefficient: β0 = 2）。 

6 MeV加速管の寸法は外径10 cm、全長50 cmである。全体が真空槽中に収納されるため、加

速管自体が真空封止になっている必要はない。加速管の duty は最大 0.1 %（6 µsec x 180 Hz）

であり、空洞の温度を一定に保つために4本の冷却水配管が外周を軸方向に走っている。ただ

し、SRリングの入射器用マイクロトロンで使用する際の duty は、更に1桁小さい。 
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図Ａ.４-１３ 側空洞結合型加速管の構造 

Sバンド加速管（Side Coupled Cavity）の構造を示す。両端が half cell、その間に full cell が7個、計

8個相当の full cell を有する加速管である。中央のfull cell から電力が供給される。上下の側面に

coupling cell が交互に配され、各 cell をRF的に couple させている。  

π/2 mode の加速管であり、unit cell 長が半波長 λ/2 に等しいので、図からわかるようにRF的に

は全長が (λ/2) x 8 = 42 cm である（波長 λ = 10.5 cm）。物理的な加速管全長は 50 cmである。空洞

の外径102 mm は、2ターン目バックストレートの軌道と干渉するか否か、検討の際に重要にな

ってくる数字である。 

電子はこの加速管を1回通過する毎に6 MeV加速され、合計25回通過することにより150 MeV

のエネルギーを得る。 
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図Ａ.４-１４ 2ターン目戻り軌道用の切り欠き 

真空槽の中に据えられた6MeVライナックをバックストレート側からみたもの。電力供給用の

RF coupler は図の奥側中央に位置している。2ターン目戻り軌道のアパーチャを確保するために、

ライナックの側面を median plane 上でφ10 mm の半円状に切り欠いている。こうして2ターン目

の return path を確保することにより、エネルギー E2nd = 12.7 MeV 以上のビームが加速管に衝突す

ることなく周回することができる（図４-３-３参照）。 
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表Ａ.４-２ 単位空洞のRF特性（SUPERFISH Output Summary） 

電磁場計算は unit cell と half cell の各々について行った。上の表は unit cell についての output 

summary である。先に表Ａ.４-１に示した Q-value, Shunt Inpedance (Z*T2 ) はこの計算値の 80 % と

したものである。 
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図Ａ.４-１５ 加速空洞の軸上電界分布 

Half cell と full cell の軸上電場分布を示す。計算値は SUPERFISH で得られたもの。実測値と良く

一致している。ビームシミュレーションには計算値を使用した。 
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図Ａ.４-１６ 加速管の全セルにわたる軸上の電場分布 

Bead perturbation method で測定したマイクロトロン初号機用加速管の全セルにわたる電場分布

を示す（縦軸は任意目盛）。測定値の平方根をとることで、各セル間の電界強度を相対的に

比較できる。中央の coupling cell が最も電界が強く、この最高値を基準に他の cell  の電界強度

を下に比較してみた。比較の対象点は各cell におけるピーク値である。図の左から Cell No. 1 ~ 9 

にとった（両端のNo.1 & 9 が half cell ）。各セル間で 2 ~ 7  % のばらつきがみられる。 

 

Cell No. :  1  2  3  4  5  6  7  8  9  

E-field strength : 0.977 0.974 0.936 0.932 1.0  0.932 0.936 0.953 0.943 

 



 - 188 - 

図から各空洞間に電界強度で2~7 %のばらつきがみられることがわかる。ビームシミュレー

ションでは、理想的な同一特性の空洞が並んでいることを前提としており、各空洞の個性

差は考慮されていない。しかしながら、実際の加速試験の結果から判断して、150 MeVビ

ームの輸送効率は加速管全体としての加速条件で決まるようである。 

SCC型の加速空洞はＱ値が高く、かつ加速に寄与しない結合空洞が中心軸上に位置しな

いため、消費電力に対する加速効率を高くとれる利点を有する反面、図Ａ.４-１３からわか

るように、結合空洞を両側面に配置するため構造が複雑になっている。ちなみに、Wisconsin

大では軸上結合型（On Axis Coupling Cavity：OAC型）の加速管を採用しているが、その無

負荷Ｑ値は~9000でありSCC型の~16000と比べて低い。 

 

150 MeVマイクロトロンに必要なRF電力（Prf ）を調べておく。ビーム負荷（Pbeam ）は、150 

MeVまで加速されたビームの有効負荷（P150MeV ）と途中でロスするビームの無効負荷（Ploss ）

からなる。加速電流 I150MeV = 5 mA のとき、P150MeV = 0.8 MWである。一方、無効負荷はシミ

ュレーションで予測されるロスビームの比率から、Ploss ≈ 0.5 P150MeV = 0.4 MWと見積もるこ

とができ、あわせてPbeam =  P150MeV + Ploss = 1.2 MWとなる。RF空洞で所定の加速電界Eacc = 15 

MeV/m を得るために必要な励振電力（PCu ）は、実効シャントインピーダンスをZeff として、

以下の式から求まる。 

L
Z
EP

eff

acc
Cu ⋅=

2)(
               (A.4.1) 

ここで、L は加速管の全長でL = 0.42 m （8 full cell 長）である。表Ａ.４-２の計算結果ではZeff 

= 97 MΩ/m であるが、実用機では安全をみて表Ａ.４-１のようにZeff = 80 MΩ/m とみており、

PCu = 1.2 MW を得る。したがって、150MeVマイクロトロンの加速管に必要なRF電力として

は、Prf > (PCu + Pbeam ) = 2.4 MW 以上あればよい。RF電力伝送系とライナックとの間に必要な

結合係数（β0 ）の大きさは、 

0.2min0 =
+

=>
Cu

beamCu

P
PP

ββ             (A.4.2) 

より、β0 > 2 としておく必要がある。現実には I150MeV ≈ 数 mA で十分と知っていたので、

実際の加速管はβ0 = 2 とした（初号機）。HiSOR用マイクロトロンは I150MeV = 10 mA の仕様

であり、ビーム負荷が倍増するので、β0 =  4 にカップリングを深くしている。 
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表Ａ.４-２の加速管の特性（無負荷Q値：Q0 ）から、ビーム負荷の変動等に対するRF応

答特性（時定数：τ）がわかる。下の関係式を用いて負荷Q（QL ）をQ0 から求めると、QL 

= 5000を得る。 

0

0

1 β+
=
Q

QL                  (A.4.3) 

ここで、Q0 = 15000 （表Ａ.４-１）としたが、これは計算値（表Ａ.４-２）の 80 % を実用値

とみなしたものである。時定数τをQL で表すと、角周波数をωとして、 

ω
τ LQ2=                  (A.4.4) 

となり、τ= 0.56 µsec を得る。この時定数は、本文中の図５-１-５にみられるように、実際

のビーム加速試験で観測されている。図で150 MeV出力ビームが櫛の歯状に約0.5 µsec の周

期で表れており、この時定数と一致している。 

 

表Ａ.４-１に基本仕様が記載されているマイクロ波電源はラインタイプパルサーであり、６

段のPFN（Pulse Forming Network）で構成されている。電力増幅器には最大定格400 W出力の 

RFドライバーで励振される定格出力5.5 MWのクライストロンが使われており、最大デュー

ティー0.1 %（6 µsec x 180 Hz）である。図Ａ.４-１７は改良後の簡素化されたRF系を模式的

に示している（当初のRF系は［２７］、［４５］）。１号機のRF系に関しては、医療用の

ライナックシステムから導入したため、２号機以降で変更した点がいくつかある（下記）。 

 

・基準発振器が当初はVCO、２号機以降では外部入力のシンセサイザー方式とした。 

・RFドライバーの電力増幅部を板極管からソリッドステートに置き換えた。 

・全幅6 µsecのRFパルスのフラットトップ部でパルス平坦度の目標を2 %→0.5 %にアップ。 

 

SRリングの入射器として、マイクロトロンは早い繰返しを必要とせず（≤10 Hz）、また引

出し電流に対する要請もピーク電流値で数mA（≲ 5 mA）であり、正味有効なビーム負荷

は 0.8 MW 以下である。従って、特殊な用途に兼用されるHiSOR用マイクロトロンを除き、

最大10 Hzでよく、RF電力についても上記クライストロン定格出力の1/2（~2.5 MW）で十分

である。従って、クライストロンの長寿命化を図るため、通常はハーフ出力のモードで使

用する。図Ａ.４-１７でわかるように、クライストロン出力の大部分は導波管を経由して主 
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図Ａ.４-１７ 簡素化後のRF系模式図 

初号機では医療用ライナックシステムを一部変更したうえで導入した。方向性結合器で反射

波が最小になるようにライナックの同調を取るフィードバック系は、そのまま使用可能であ

った。ライナックへ送る電力は、4-port circulator にステッピングモーター駆動のT-shunt を付け

て、コントロールしている。 

バンチャー用には5 kWの分岐ラインを準備する。バンチャー（入射系の図Ａ.４-４(a)参照）

はSUS製（Q ~ 300 ）で、チューナー（モーター駆動）とRFピックアップは附属しているが、

フィードバック系は設けていない。ただし、水冷で温度コントロールは行っている。 
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負荷の加速管に注入される。導波管内部には放電防止用のSF6ガスがゲージ圧２気圧で封

入されており、途中４ポートサーキュレータを設置して、負荷のミスマッチ等による電力

の逆流から増幅器のクライストロンを保護している。同時に、サーキュレータの１ポート

に遠隔操作が可能なＴシャントを付設して、加速管への供給電力を調節する。 

負荷の加速管は高Q空洞のため、通常は同調を保つフィードバック系を使用するが、現

実にはその機能を使用しなくとも十分運転が可能である。理由は、±0.1°Cに安定化した冷

却水を循環させることによって、最大でも10 Hzという低ディーティーの下では支障を来た

さない温度安定度が得られているためである（注：SRリングの入射器として運転される時

間は一回当り数分～十数分程度）。ライナック以外のRF負荷はバンチャー1個である（オ

プション）。バンチャーは製作・調整の容易さを考えてSUS製とした。低Q空洞（Q ~ 300）

のため、同調を取るためのフィードバック系は設けていない。ただし、冷却水で温度管理

は行い、モーター駆動のチューナーも装備している。供給電力が最大5 kWと小さいので、

電力フィーダーもN型のフィードスルーである（入射系の図Ａ.４-４(a)参照）。 

 

図Ａ.４-１８はライナックが所定の場所、即ちマイクロトロン本体の主軌道（1ターン目）

上に据えられた際の写真である。左右両側の主電磁石に挟まれた中央部に位置する主真空

槽の内部で、入射系側に設置されている。冷却配管を大気中から導入して加速管を水冷す

るため、配管がビーム軌道を避けて配置されている。加速管それ自体は真空容器に収納さ

れるため、真空気密である必要はない。従って、上下に付随する結合空洞の側面中央にみ

える開口部（製作時の周波数調整に使用）などは、多少とも加速管のコンダクタンスに寄

与するように、そのまま塞がずに使用している。 
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図Ａ.４-１８ 所定位置に据え付けられた6 MeVライナック 

右上方に入射系が位置し、ビームは上方のシケーンを経由して入射される。RF電力は真空槽

の右側から供給される。真空槽の下部中央にみえるホールは真空排気用のポートである。手

前に見える冷却配管は、2 ~ 3 ターンと 3 ~ 4  ターンの間隙を縫ってセットされている。 
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Ⅲ．周回軌道系（電磁石など）： 

周回軌道系とは、マイクロトロン本体（周回系）にあって、加速管のRFに同期して電子ビ

ームが繰り返し加速されるようにビームを周回させる、そのために必要な多数の大小磁石

類の他に真空系を含む装置をいう。ただし、RF系については別途前項で述べた。また、モ

ニター系、制御系については次項で記述する。 

 

Ⅲ- a)．電磁石系： 

改良後の１号機について、マイクロトロン全体の磁石類の配置を図Ａ.４-１９に示す（周回

系の磁石配置図５-１-２を拡張）。改良に当たって、各周回軌道のバックストレートから

PMQ-Doublet が除外され、ビームダイナミクス的にも構造的にも簡明な周回系になったが、

他にも磁石系に関連した重要な改良点がある。図Ａ.４-２０に示されている逆磁場及び主電

磁石の相対的位置関係と、その構造である。図には改良前の磁場分布が示されており、図

４-２-４の改良後の分布と比較すると、逆磁場の強度と分布（漏れ磁場の状況を含めて）

が異なっている。 

初期設計の盲点のひとつに漏れ磁場の影響が挙げられ、それを如何に減少させるかは改

良設計のひとつの課題であった。逆磁場磁石を主磁石から構造的に分離し、そのリターン

ヨークを貫通してビームを通すことで、磁気遮蔽板を除去できるまでに改善された。当初

の構造は、Lund大MAX-Ⅰ入射器［２４］やLANL-NISTのCWマイクロトロン［Ａ１１］の

方式であり、改良後の構造は、Wisconsin大Aladdin入射器［２５、２６］の方式である。た

だし、構造的にはW大と同じ方式でも、上述のように磁場分布は異なる。逆に、Lund大と

W大では構造が違うにも拘らず、逆磁場強度を含め磁場分布は類似である。 

補正磁石に関しては、当初W大に倣って逆磁場磁石の磁極を櫛形にし、そこへ個別ター

ン用の補助コイルを巻きつけて横ステアラの機能を付加する方式を採用していたが、改良

時に変更した。周回軌道のビーム調整を水平ステアラでおこなう際、磁気回路のカップリ

ングによる隣接ターンへの不要な影響を排除しきれなかったためである。ステアラの電流

値を変更する際、予め隣接ターンへの影響を予測して、他のステアラも同時に微調整する

ことで不要な効果を打ち消すようなマトリクス制御を試みたものの、効果不十分であった。

改善策は独立の水平・垂直ステアラを配置することであり、その結果、調整・操作の簡明

な機能分離型の構成になった。従って、逆磁場電磁石の手前に、横ステアラが並んでいる 
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図Ａ.４-１９ 150 MeVマイクロトロン全体の電磁石配置 

周回系の各磁石の略称については、本文の図５-１-２に解説がある。一般に、 

L: 右側；R: 左側、H: 水平方向；V: 垂直方向、F: 集束；D: 発散、を表す。また、 

BT: BT系（150 MeVビーム）、ST: ステアラ、MAIN: 主電磁石、REVS: 逆磁場磁石、を指す。 

入射系特有の磁石に、SOL:  ソレノイド磁石、BEND: 45º 偏向磁石、QT: Q-Triplet、がある。 
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図Ａ.４-２０ 主電磁石と逆磁場磁石の構造（改良前後の違い） 

初期の構造（Lund / Los Alamos 方式）は漏れ磁場によるビーム軌道の変移が大きく、逆磁場磁

石の前方に磁気遮蔽板を必要とした。主電磁石と逆磁場磁石を分離した改良後の構造

（Wisconsin方式）ではそれが不要である。ただし、微弱な漏れ磁場に対する対策は、加速管

を収納する真空槽やバックストレートのビームダクトに対して施されている。 

図は旧構造で得られた磁場分布を示している。Lund方式とWisconsin方式は構造が異なるも

のの、逆磁場強度および磁場分布に関しては類似している。改良後の磁場分布（図４-２-４）

では、逆磁場の強度（ピーク値）とその局在性で際立っている。 

 磁気抵抗の違い等に起因する場所による磁場の不均一を防ぐために、バッファとしてポー

ルとヨークの間にはパーセルフィルター（或いはギャップ）と称される間隙が設けられてい

る。 
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（図Ａ.４-１９）。最初の８ターン目までは、縦方向の微調が必要になる可能性を考えて縦

ステアラも準備した。縦・横ステアラは、各ターンのバックストレート左右に配置した。

ステアラの機能を分離・独立させたことでビーム調整が容易になったことは間違いないが、

これまでの調整から縦ステアラは先ず使う必要がなく、横ステアラも各ターンに１台あれ

ば十分と判明した。現在では最初の数ターンを除き、補正磁石を各ターン１個に減らして

機器の簡素化とコストダウンを行っている。 

 

マイクロトロン本体の左右両側に位置する主電磁石（180º 偏向電磁石）は、マイクロトロ

ン全体で最大かつ最重量物の構成要素であり、その前面に配置された逆磁場電磁石（磁場

が主電磁石と逆極性）とセットで機能する。主要仕様を表Ａ.４-３に示す。主電磁石は 1100 

x 530 mm2 の磁極面積を有し、使用磁場強度1.23 Tである。磁場分布に関しては、垂直方向

の集束機能を持たせるため、図Ａ.４-２０でわかるように端面から奥に向かって dB/dr = 

-0.14 T/mの磁場勾配を持たせている。この勾配は磁極間隙を前面で10 mm、後面で10.56 mm

と僅かに傾斜させることにより得ている。 

S.P.Kapitza らによれば、マイクロトロンでビームを N 回周回させるとき、主電磁石に要

求される磁場の一様性（∆B/B0）は周回数の自乗（N2 ）に比例して厳しくなり、 

2
0 3

1
NB

B
≤

∆                  (A.4.5) 

で現される［Ａ１７］。150 MeVマイクロトロンの場合、N=25より0.05 %の一様性を要求さ

れる。一般に磁極間隙の局所的変動（ばらつき）が磁場の一様性に影響を及ぼすので、こ

の精度を磁極間隙のばらつきに置き換えると Gap = 10 mmの 0.05 %、即ち5 μmに相当する。

換言すれば、上下の磁極面を各々2.5 μmの精度で仕上げなければならない。磁極単品の製

作精度に関しては、超精密平面研削盤を使って仕上加工をおこなうことによって、上記磁

極面積にわたって公称 ±1 μm の面粗度を得た。そして、勾配を有する磁極間隙をμmの精

度で保持するために、上下ポールの間にはポールスペーサと呼ばれる公差が数μmの高精

度部品を挿入する（図Ａ.４-２１）。また、ヨーク鉄材の局所的透磁率の違いなど、磁気回

路の条件が異なることに起因する磁場の不均一を緩和するため、磁極とヨークの間にパー

セルフィルターと称される間隙が2 mm設けられている。 

第３章の最後でふれたRoyal Institute of Technology（Stockholm, Sweden）の 50 MeV マイクロ

トロンの記述によれば、上式で要求される磁場精度を達成するには N ≲ 20 が現実的である 



 - 197 - 

表Ａ.４-３ 主電磁石と逆磁場磁石の主要仕様 

 

主電磁石： 

磁石寸法      幅1.2 m x 長さ1.1 m x 高さ1.2 m 

磁極間隙        10   mm 

定格磁場        1.23  Tesla 

磁場勾配        0.14  Tesla / m 

起磁力         9000  AT / coil 

コイル（ホロコン水冷）    30   turn / coil 

最大電流・電圧      300 A x 7.3 V / coil 

消費電力        ~2   kW / coil 

総重量         ~13   ton 

 

逆磁場磁石： 

磁石寸法      幅 6 cm x 長さ120 cm x 高さ11 cm 

磁極間隙        14   mm 

磁極幅         10   mm 

定格磁場        0.3   Tesla 

起磁力         4200  AT 

コイル（間接水冷）     88   turn 

最大電流・電圧      50 A x 28 V 

消費電力        ~1.3  kW 

主電磁石と逆磁場磁石はペアで機能し、左右両側に対向して配置される。左右の主電磁石間

の距離は、マイクロトロン周回系の調整パラメータのひとつであり、共通架台の上に乗せる

ことで微調が可能な構造となっている（注：現在まで、このパラメータを調整する必要性が

生じたことはない）。 

電源の安定度は、主電磁石用： 1 x 10-5、逆磁場磁石用： 1 x 10-4、他は大部分の電磁石電源が、1 x 

10-3 である。起磁力の算定には、磁極間隙の他に上下2箇所のパーセルフィルター（各2 mm）の存在

に留意する必要がある。 
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図Ａ.４-２１ 主電磁石及び逆磁場磁石の構造詳細（右側） 

逆磁場磁石が主電磁石の漏れ磁場を防ぐ磁気シールドの役目を果たしていることが図の構造

からわかる。主電磁石の間隙にはポールスペーサという高精度の機械加工品を挿入し、ポー

ルギャップ10 mm（端面から奥に向かって勾配を有する）に必要な数µmの精度を維持する。 

 構造上、主電磁石廻りの真空封止にはゴムガスケットが使われる。なお、図は1ターン目の

主軌道を示しており、唯一のＱ電磁石（QS_F）が表示されているが、縦・横ステアラはみえ

ていない。 
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という[３６]。即ち、1980年代の当初は、まだ ∆B/B0 ≳ 0.1 % と想定しておくのが妥当と思

われていた時代である（本節の末尾に関連事項を追記）。 

 

逆磁場電磁石の目的の基本は、加速管で初回の加速を受けた6 MeVビームを、主電磁石と

の組み合わせで360º 折り返して正確に加速管の軸上にUターンさせることにある。その後、

周回ビームが位置的にも時間的にも正しく加速管に戻ってくるためには、左右の磁場形状

を対称にしておく必要があり、その理由から左右に同一の逆磁場磁石が配置されている。

主磁場強度の1.23 Tに対し、逆磁場は0.3 Tである。この値は、上記Uターンビームの集束条

件から決められる。磁極間隙15 mmに対し磁極幅10 mmという寸法（図Ａ.４-２１）からわ

かるように、逆磁場の分布には平坦部がない（図４-２-４）。 

改良時に逆磁場から分離して新設された横ステアラの能力に関しては、主磁場のばらつ

きを±0.01 T まで補正できるようになっている。縦ステアラについては、バックストレー

トに横ステアラと前後して配置し、１台で±10 mrad までの角度補正が可能である。 

周回系に多数あった集束要素（ 大部分がPMQ-Doublet） は改良策ですべて不要となり、

唯一残った要素が１ターン目の水平方向集束用Ｑ電磁石（略称QS_F）である。その仕様は、

ボア径18 mm、磁極長20 mm、最大磁場勾配2 T/mである。 

最終２５ターン目のバックストレートには150 MeVビームを取り出すために引出し電磁

石が置かれている。ビームアパーチャに余裕を持たせるため、磁極間隙は当初の6 mmから

10 mmに広げ、磁場強度0.4 Tで150 MeVビームを10度偏向させるＣ型電磁石である。構造上、

開口部が２４ターン目のバックストレートを向いているため、漏れ磁場を遮蔽する磁気シ

ールドが必要である。 

 

Ⅲ- b)．磁場測定： 

 各電磁石については、まず単体で磁場測定を行い、その性能を確認した。主電磁石とそ

の前面に位置する逆磁場磁石とを組み上げた状態における磁場分布は、精度の高い測定を

必要とし、図Ａ.４-２２はその組合せ磁場測定を行っている様子を示す。測定時には２台の

主電磁石を全体架台の上に据え、その間に磁場測定装置をセットして、左右片方づつ測定

した。得られた磁場測定の一例が本文の図４-２-４である。磁場に関連したキーコンポー

ネントは主電磁石であり、測定領域、磁場の強さ、要求される一様性、測定の所要時間な

ど、どの項目をとっても群を抜いている。 



 - 200 - 

 
図Ａ.４-２２ 主電磁石と逆磁場磁石を組合せた磁場測定（全景） 

左右の主電磁石を共通の架台上に据付した後、その間に磁場測定装置をセットする。装置は

マグネスケールによる2次元駆動型である。磁極間隙が10 mmと狭く、組合せ磁場測定はmedian 

plane上でのみ行った。予め、主電磁石だけの粗いマッピング（ピッチ5 mm）を奥行400 mmま

で行っておき、精度を要する組合せ測定は主電磁石の端面近傍に限定した(ピッチ0.5 mm)。 
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 磁場測定の方式自体は一般的なものである。即ち、ホール素子をプローブとして支持棒 

（パイプ）の先端に取り付け、XYテーブルで駆動してマッピング測定を実施する。図Ａ.

４-２３に測定装置の詳細を示す。XY駆動装置（リニヤガイド）の中央部にみえるアルミ 

ブロックのパイプホルダーにホール素子の支持パイプを固定し、図では見えないが電磁石

内部に挿入されているパイプの先端に素子が取り付けられている。支持棒は直径5 mmの中

空アルミ製パイプである。主電磁石の奥行き方向に400 mmの測定範囲が広がっているため、

そのストローク長からアルミ棒がある程度撓むことは避けられず、その量を最小限に保つ

意味でプローブの部分は極力軽くした。そして、その撓み量を一定に保つように、パイプ

ホルダーがプローブと共に移動する。 

磁場測定に際して、主電磁石の磁極間隙が10 mmと狭いために工夫を要した点がある。

通常、ホール素子の温度依存性を補償するために素子を恒温槽に収納して一定の温度下で

使用するが、今回はスペース的に無理であった。そのため、0.01°Cの精度で温度測定が可

能なサーミスタを内蔵したプローブを製作し、ホール素子の温度を同時に測定することで

その温度特性を校正できるようにした。その結果、Bmeas > 1 T で±0.3×10-4 T の、またBmeas < 

1 T で±0.6×10-4 T の測定精度を得た。測定（マッピング）は２４時間連続でおこない、そ

の際の誤差要因（電磁石電源の変動、室温の揺らぎによる磁極間隙の変化など）は、主電

磁石内に設置されているモニター用NMRで補正した。このNMRで観測された変動は、12

時間（１回のマッピング）で最大2×10-4 T であった。ちなみに、電源の安定度は主電磁石

用が最も厳しく1×10-５、逆磁場用が1×10-4、他の小電源は10-３である。 

 組合せ磁場測定（マッピング）においては、実際にビームが通る各軌道に沿って２５タ

ーン分のデータを収集した。主電磁石の入口近傍における分布を図Ａ.４-２４に示す。横軸

の零点が主電磁石の端面であるから、およそ25 mm端面より入った地点で磁場が最大値1.23 

T になり、そこから奥に向かって弱集束の磁場勾配（下り坂）になっている。図Ａ.４-２５

は主電磁石を端面から奥400 mmまで精密にマッピングして得られた分布である。図の等高

線分布から磁場勾配 dB/dr = -0.14 T/mであることがわかる。また、磁石前面の両端、特に図

の右端部に局所的盛上りが目立つものの、他の領域では∆B/B0 ≲ ±1×10-4 T の一様性が得

られているものと判断できる。 

この両端部の局所的な非一様性は、励磁・減磁のプロセスによって変動することから、

磁極端部における磁気飽和に関係している現象とみられる。再現性の良い磁場を得る方法

として、まず最初に主電磁石を逆極性で励磁し、その後正規の極性で励磁するというパタ 
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図Ａ.４-２３ 組合せ磁場測定の駆動部詳細 

ホール素子は温度センサーとともに径5 mmの中空アルミパイプで支持され、主電磁石の奥400 

mmまで届くストロークを有する。支持棒の撓みを防ぐため、先端プローブ部分は極力軽くし

ている。また、撓みの量が全ストロークで一定になるように、アルミパイプ自体とそのホル

ダー（写真中央のアルミブロック）とは固定されている。 

 (x, y) 平面内の駆動は2本のリニヤガイドで行い、上下には必要に応じて手動で高さを調節す

る。組合せ磁場測定はギャップが10 mmのため、上下方向に移動して測定する余地はほとんで

ない（median plane ±2 mm の高さでの測定も行ったが、参考用である）。 
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図Ａ.４-２４ 全ターンにわたる主電磁石前端面近傍の磁場分布 

1ターン（主軌道）から25ターンまで、主電磁石入口近傍の磁場の様子を拡大したもの。横軸

の原点は主電磁石の端面である（1ターン目）。2ターン目以降の分布は、見やすくするため

に原点を4mmづつ左へシフトしてプロットした。 

1ターン目のプロットから、端面より約25 mm進入した地点で最大磁場 1.23 T になっている

ことがわかる。さらに奥へ10 mmも進めば、dB/dr = -0.14 T/m の磁場勾配の領域と見なせる。次

図に顕著であるが、本図でもやはり左右両端（1, 25ターン）から中央部に向けて凹んでいる傾

向が表れている。 
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図Ａ.４-２５ 主電磁石内部の磁場一様性（等高線図） 

主電磁石（右）内部の磁場分布を等高線で表示したもの。隣接する線間の磁場の差は ∆B = 0.002 

T (∆B/B0 = 0.0016) である。前端面の左右両端、特に右端の磁場が盛り上がっており、前図でも

見られた傾向、左右両端部から前面中央部に向けて磁場が下がっている様子が明瞭である。

等高線の分布状況から、中央凹部と右端凸部の差が約0.002 T (0.16 %) とわかる。目標とする 

∆B/B0 = ±0.01 % より1桁大きい誤差であるが、入口近傍に限定された局所的誤差磁場であり、

また右端の盛上り部は全ターンが通過する領域であることから、ビーム加速の障害になって

いる兆候は見当たらない。 

 1号機だけでなく、2号機以降にも同様の傾向が見られるため、構造上の原因に由来する局

所誤差とみられる。したがって改善の余地があると思われるが、マイクロトロンを現状の仕

様で使う限りビーム加速に不都合はなく、対策も講じていない。 
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ーンを実行した。こうしてヒステリシスを消去することで誤差磁場を∆B/B0 ≲ ±5×10-4 T 

に制限し、初期の（アクセプタンスの小さい）マイクロトロンでも数十µA の150 MeVビー

ムを得ることができた。尤も改良後には、すべてのパラメータに対して余裕度が大きくな

り、敢えてそのような手順を踏まなくてもビームの加速が可能である。 

 

Ⅲ- c)．真空系（磁石類以外）： 

マイクロトロン本体廻りの真空系については、以下の3種類に分類・記述する。 

 

1) 上下の磁極が真空容器の一部を兼ねる主電磁石部 

2) 加速管やモニター類を収納してマイクロトロン中央部を占める真空槽 

3) 両者の間を連結する２５ターンにわたるビームダクト 

 

第１項は、前節の主電磁石の説明にあった図Ａ.４-２１に構造が示されている。磁極が純鉄

製で金属Oリングより軟らかいため、真空封止にはゴム（NBR）製ガスケットが使用され

ている。第２項の真空槽（図Ａ.４-２６）でも、上部の大蓋のシール部分には同様のゴムO

リングを使用する。しかし、加速中にこぼれた電子が当たる可能性のある第３項ビームダ

クトの類は、すべてメタルOリングでシールする。 

電子ビームが直接当たることがなくても、加速中にロスするビームから発生する放射線

（Ｘ線と中性子線）でゴムガスケットが劣化する可能性がある。特に、主電磁石の磁極周

囲に使用されているガスケットは部分的にライナック軸方向の延長線上に位置しており

（図Ａ.４-２１）、マイクロトロン中で最も強い放射線を浴びる。そこで筆者らは、高デュ

ーティーのHiSOR入射器を利用して発生放射線の線量率を測定し、別途Co60 から発生する

γ線をNBR製ガスケットに照射して劣化の始まる積算線量を実験的に求めておき、双方の

数値からマイクロトロン主電磁石に使用されているガスケットの耐用年数を評価した［Ａ

１８］。得られた結論をまとめると以下のようになる。 

 

1) マイクロトロンで発生する放射線の強さはビーム条件（デューティー）に依存する。 

HiSOR用入射器の仕様（Ipeak = 5 mA, Pulse Width = 2 µsec, Reptition Rate = 10 Hz）の下で、

中心部（加速管の軸方向）の線量率が D ~ 300 Gy/hr と判明した。放射線量を評価する

際はX線のみ考えればよく、中性子線の寄与は小さいこともわかった。 
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図Ａ.４-２６ 左右の主電磁石間に位置する大真空槽の全景 

マイクロトロンで唯一真空槽と呼べる容器である。磁気シールドを兼ねて磁性鉄で作られて

いるため、内部には防錆メッキが施されている。上部蓋はゴムOリングで真空封止する。加速

管側～8ターン迄と、9ターン以降の下流側を仕切り板で分割し、その各々を400 l/s のターボ分

子ポンプで排気する。こうして、加速管側を p ≲ 3 x 10-5 Pa の真空度に保つ。 
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2) マイクロトロン内部で発生するX線は、低エネルギー成分が全体の約3/4 を占め支配的 

  である。この低エネルギー成分に対しては、ガスケット手前に位置する逆磁場磁石が

よい遮蔽体として働き、ゴムOリングの劣化を防いでいる（図Ａ.４-２１）。上の条件

では、加速管前方のガスケット位置における線量率が D ~ 8 Gy/hr であった。 

 

3) NBRの耐放射線性を実測した（広島大学工学部の公称1万キュリーCo60 γ線源を使用）。

結果は、積算線量 H ≳ 3.5 MGy で真空シール部からリークが検出された。実際に照射

したわけではないが、EPRや UR（ウレタンラバー）等のゴムガスケットは耐放射線性

がNBRより数倍以上優れているようである。 

 

 4) 以上から、HiSOR入射器の高デューティー運転の下でも、NBR製ガスケットは20万時

間以上健全であると判断できる。2倍の余裕（安全係数）をみたとしても、10万時間以

上の使用に耐えると考えてよい。 

 

AURORAのようなSRリングへの入射器として専用で使用する限り、デューティーが小さく

全然問題にならないことは自明であったが、今回のゴムガスケットの耐放射線試験で日々

の連続運転にも長期間耐えられることが判明した。なお、Lund大方式はギャップを20 mm に

大きく広げており、磁極とは独立の真空槽が間隙に挿入されている。したがって、すべて

メタルシールにすることが可能で、上記のような心配はない。 

第２項の中央部真空槽が図Ａ.４-２６に示されている。真空的には内部に仕切り板を設

けて、8ターンを境に加速管側（低エネルギー側）と下流側（高エネルギー側）に分けてい

る。双方を独立に同性能の真空排気系、即ち排気容量 400 l/s のターボ分子ポンプを有する

系で排気する。加速管の置かれた室を小さく区切る意味は、高周波電力の注入される加速

管の真空度を良くするためである。得られた加速管側の到達真空度は p = 3×10-５ Paである。

主電磁石の内部は25本のビームダクトを介して、間接的に真空槽側から排気される。なお、

当初のビーム調整で漏れ磁場に煩わされたため、改造に際しては真空槽内部にヘルムホル

ツコイルを配置した（漏れ磁場対策）。結果は、逆磁場磁石の改造が非常に良好で、不要

な漏れ磁場対策と判明した。 
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第３項のビームダクトは、左右の主電磁石と中央の真空槽を接続するものである。これ

らのダクトはSUS製のため、漏れ磁場対策に高透磁率のアモルファス磁気シールドテープ

（厚さ50 µm）を数層巻き付けた。上述のヘルムホルツコイル同様、この磁気シールドテー

プも必須ではないことがわかっている。すべてビームダクトには当然ベローズが付随して

いるが、これには組立て完了後でも、必要に応じて軌道計算時のパラメータのひとつであ

る左右の主電磁石と加速管の位置関係を調整できるような機能を残しておく意図がある。

ただし、これまでにその機能を使用したことはない。まったく別用途のフォトカソードRF

ガンを入射器に持つマイクロトロンでは、入射ビームの設定エネルギーが4.5 MeVと高いの

で、このエネルギーを変更する場合に備えて、加速管自体を真空槽の外部から移動できる

機構を備えている。 

 

追記：必要磁場精度について（考察） 

Kapitza らの議論は1970年代当時になされており、附録０にある古典的（円型）マイクロト

ロンに対するものである。円型では誤差磁場で軌道がドリフト（Gradient Drift）すると、本

来の軌道に復元させる手段がなく、そのため磁場精度も厳しくせざるを得ない。ビームが

加速空洞の芯からある程度以上ずれると、致命的であることは想像に難くない。一方、レ

ーストラック型では、各周回軌道のバックストレート側に必ず（水平）ステアラを装備し

ているので、加速管（ライナック）の中心にビームを戻すことが可能である。確かに、あ

る程度ターン数が増えると、水平ステアラを使用しないとビームを加速し続けられないこ

とが、実際のビーム調整の経験から判明している（通常、横ステアラを使わずに１０ター

ン以上のビーム加速は至難の業）。 

軌道のずれが安定位相領域の減少を惹き起こすというデメリットは共通でも、軌道補正

の手段を有するレーストラック型とそうでない古典的円型マイクロトロンとの間で、要求

磁場精度を同一視するのは適当でないと思われる。ひとつの代案は、Lund大Erikssonの指摘

にあるように、周回軌道の変移に起因する安定位相領域の減少に対してある基準を設け、

誤差磁場を規定することであろう［Ａ１９］。 

  
nB

B
222

1
νπ

<
∆                  (A.4.6) 

単純にターン数ｎに比例して誤差磁場が厳しくなる式であり、ｎ= 25 の 150 MeV マイクロ

トロンの場合 ∆B/B < 2 × 10-3 となり、(A.4.5)式に較べて4倍に緩和されている。 
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Ⅳ．モニター系： 

マイクロトロンに使用しているモニター系の配置を図Ａ.４-２７に示す。モニターには三種

類あり、測定したいパラメータと電子ビームのエネルギーに従って使い分ける。 

 

1)  スクリーンモニター（SCR）：破壊型 

Ebeam ≲ 120 keVで、電流値（時間構造）とビームプロファイル 

Ebeam ≳ 6 MeVで、プロファイル 

2) カレントトランスフォーマー（CT）：非破壊型 

Ebeam に依らず、電流値（時間構造）のみ 

3) SR光モニター（SR）：非破壊型 

Ebeam ≳ 30 MeVで、ビームスポット情報（ビーム位置とSR光量） 

 

ビーム電流が数mA以上あれば、SR光は3ターン目18 MeVでも観測可能である。それ以下の

電流値であれば、CCDの感度等を気にかけずに観測できるのは、5ターン目30 MeV以上と

みておくべきである。従って、初号機は５ターン目までスクリーンモニターで測定できる

ように準備した。図Ａ.４-２８はライナック近傍の真空槽内部を示す写真であり、両側壁に

沿ってスクリーンモニターのホルダーがみえる。左（上流のシケーン側）に1 ~ 3ターン用

の３セットが、右（6 MeVビームがUターンする下流側）に1 ~ 5ターン用の５セットが配置

されている。左のモニター列（１ターン目は加速管に隠れて見えない）の拡大写真が図Ａ.

４-２９である。図はスクリーンモニターが待避した状態にあり、測定時には図の待避位置

から上部のビーム通過位置（真空槽の側壁にみえる穴位置）にまでエアシリンダーで押し

上げられる。スクリーンはビーム軸に対し45度下方に傾けてホルダーに取り付けられてお

り、ビームによる発光を真空槽下部の覗き穴からCCDで観測する。スクリーンには上下左

右に穴が開けられており（図に下と左右、３箇所の穴がみえる）、中心軸からのビームの

ずれを計測できるように配慮されている。１号機（改良後）はライナックの左右に計８個

のスクリーンを有するが、ビーム調整の要領が明らかになったこともあり、２号機以降で

は１ターン目加速管前後の２個と、2 ~ 3ターン目のバックストレート下流側の合計４個に

削減した。 

非破壊型のモニターとしては、CT（コアのフェライトはセンパーマックス）を使用する。

使い方次第で個別ターンの電流値も読み取れる有力なCTのポジションは、6 MeVビームが 
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図Ａ.４-２７ マイクロトロン初号機のモニター配置図 

改造後の初号機には万全を期してモニター系を装備した。従って、R&Dの装置には有用でも

量産機にはオーバースペックである。2号機以降では、初号機と比べて搭載モニター数が半減

した。略称等については、本文中の図５-１-１に説明がある。 

 必須のモニターは上流から、CT-GUN, SCR-I-1, SCR-R-1, CT-1, SCR-L-1~3, CCD-SR-R である。 

なかでも、CT-1 と CCD-SR-R がビーム調整時に威力を発揮する。 
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図Ａ.４-２８ 真空槽中のスクリーンモニター配置状況 

加速管の左（シケーン側）に1 ~ 3ターン用、右（6 MeVビームのUターン側）に1 ~ 5ターン用

のSCRが真空槽内壁に沿って配置されている。破壊型のスクリーンモニターは、入射系および

1 ~ 5ターンまでの周回軌道と150 MeV引出しビームのプロファイル観測用に使用される。 

セラミックスクリーンの表面にはAuコーティングが施され、導電性を持たせている。シケ

ーン側加速管の入口にあるスクリーンでは120 keVの入射ビームを観測するので、スクリーン

ホルダーを含めた測定系全体をグラウンド（アース）から浮かせ、ファラデーカップのよう

にオシロスコープでビーム電流（と時間構造）の測定を可能とした。入射系のSCRと同様の使

用法である。 
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図Ａ.４-２９ 周回軌道のスクリーンモニター詳細 

バックストレート上流側の2ターン目（一部）と3ターン目のスクリーンモニターの拡大図で

ある。モニターの上部、真空槽の側壁にみえる穴を、2 ~ 5ターン目のビームが通過する。ホル

ダーにセットされたスクリーン（Cr2O3 含有のため赤紫色）は斜め45º 下を向いており、真空槽

下面の覗き穴からセラミックの発光をCCDカメラで観ることができる。セラミックの（上）

下左右に小穴を設けることで発光位置を特定できるようになっており、ビームの中心軸から

のずれが測定可能である。スクリーンの駆動はエアシリンダーで下面より行う。 
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Uターンする領域である（図Ａ.４-２７のCT-1）。初号機ではビームの加速状況や輸送効率

を調べるために多数のCTを分散配置したが、ビームの振る舞いが解明された現在、この

CT-1のみに簡素化した。CTのコアはRFノイズを防止するため、図Ａ.４-３０のようなケー

スに収納されており、真空槽の蓋に装着して吊り下げられる。CTによるビームの測定結果

については、本文の５章に詳しく述べた。 

周回ビームが４ターン目（Ebeam = 24 MeV）に至れば、主電磁石からのSR光（臨界波長が

λ0 = 2700 nm）を市販のCCDカメラで観測できるようになる。従って、これ以降はSR光モ

ニターが主体となる。通常、SR光モニターは固定して使用する（全ターンを1箇所で観測

することが可能）が、初号機だけは可動式になっており、各ターンのSR光を加速管の軸に

対して直角方向から観ることができる。こうすることで、各ターン間の距離、即ちターン

セパレーション（正確にはその1/2）を測定でき、シミュレーションで得られたターンセパ

レーションと実際の軌道間隔との相違を調べることができる（図５-１-１０）。2 ~ 25 ター

ンのバックストレートに並ぶビームダクトの位置は、シミュレーションで得られたターン

セパレーションに基づいて決められており、単に等間隔に並んでいるわけではない。もし

良好にビーム加速ができなかった場合、ターンセパレーションを精度良く測定することで、

問題の原因に迫れる可能性があると判断したための措置である。幸い、改良後のビーム調

整が極めて順調であったため、現実にターンセパレーションを正確に測定する必要はなか

った。 
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図Ａ.４-３０ CTの本体（コア）とハウジング 

センパーマックス（透磁率 µ = 1.2 x 105 ）のコア（内径20 mm、外径30 mm、幅10 mm）に0.5 mm

の銅線を25巻したCTである。銅製のドーナツ型ケースに入れられ、更に全体がアルミ製のハ

ウジングに収納される。ハウジングは真空槽の蓋から吊り下げられて、所定のターンのバッ

クストレート（または主軌道）にセットされる。真空中に置く方式のため、コアの内径を小

さくでき、感度がよいという特徴がある［４８］。 

 このCTの立ち上がり時間が0.1 µsec 以下であることは確認できていた（当時はそれで十分で

あった）が、ミクロ単バンチの加速試験で各ターンを10~20 nsec で周回するビームを識別でき

ることから（図５-１-７）、立ち上がり時間は1桁以上短く、恐らく数nsecと思われる。 

 

 



 - 215 - 

Ⅴ．制御系： 

制御系に関して、ごく簡単に概要を述べる。当時の最新装置も今では旧式システムに過ぎ

ず、そのコンセプトを除いて、将来の参考になる内容は多くないと考えられる。 

マイクロトロン１号機の開発当時、即ち1980年代後半のAURORA-1開発の頃には、まだ

PCが加速器の制御に多用されるまでに至っておらず、この小型SRシステムにもDECのμ

VAX-Ⅱというミニコンが使用されていた。当時の制御システム概要を図Ａ.４-３１に示す。

日進月歩のIT 業界にあっては、次のAURORA-2を開発する時期には既にPC全盛の時代を迎

えており、小型SRの制御系も図Ａ.４-３２にみられるようなサーバーとPCをLANで結ぶ制

御系に置き換わっている。ただし、ハードウェアの構成は変わっても、産業用加速器とし

てボタンひとつで誰でも操作できるようにするという基本コンセプトは不変である。 

 

これまでのマイクロトロン制御系に一貫して使用されているコンポーネントに、上位計算

機からの指令で現場の個別機器を制御する独自考案のデバイスコントローラ、即ち

UDC(Universal Device Controller)と呼ばれる機器組込用ワンボードのマイクロプロセッサが

ある（図Ａ.４-３３）。サイクロトロン等の住重製加速器の制御系に組み込まれて実績を積

んできたデバイスである。AURORA-1からAURORA-2への変更に際して、マイクロトロン

に関連する制御系の変更は最小限に止められており、現在の４号機に至るまでUDCが継続

して使用されている（将来は不明である）。UDCは各電源盤・制御盤のラック内に置かれ、

光ファイバで中央の制御系と100 msecの周期で通信しており、現場と制御室との間の信号

線の減少及び耐ノイズ性の向上を実現している。 
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図Ａ.４-３１ AURORA-1の全体制御系（旧） 

AURORA-1の制御系は、50台を超えるデバイスコントローラ（UDC）と、その上位2台のミニ

コンピュータ（ACS, CIS）による分散処理システムである。各機器に接続されたUDC (Universal 

Device Controller) は、機器単体のシーケンス制御を担当しており、UDC単独でもローカルに機

器制御が可能である。その上位コントロールシステムACSは、DECのμVAX-Ⅱを使用し、real 

time OS VAXELNで動く。UDCと光ファイバでリンクされ、100 msec毎に通信することにより、

全機器を制御する。UDCとACSの通信はMTC (Message Tree Communicator)及びMTBを介して行う。

MTCはACSに接続されるinterface であり、MTBはMTCとUDC (最大50台)を接続する光信号分配

装置である。ACSではオペレータが直接設定値を変えたり、機器のON/OFFなどを行うことが

でき、また、シーケンス記述言語で機器の立ち上げ、運転、停止をプログラムできる。 

 ACSの上位のman machine interface 機能をもつCISは、ACSとETHERNETで接続され、ACS同様

μVAX-Ⅱを使用している（OSはVMS）。ACSが機器制御を担当するdisklessのマシンであるの

に対して、CISは各種ファイル管理を行い、プログラム、定義ファイルやACSの実行イメージ

などを記録している。CISではACSと通信することにより、ACS同様パラメータ設定、機器の

ON/OFFなどの操作が可能であり、また、parameter recording の機能をもつ。 

注：略称ACS, CIS, MTB 等については図中に記述されている。 
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図Ａ.４-３２ AURORA-2のマイクロトロン制御系（新） 

新制御系は、PCをLANで接続した構成になっている分散制御系で、以下の特徴を有する。 

1) 制御用PCとman machine 用PCを分けている。高速のreal time 制御と、処理内容の複雑なman 

machine 系の処理を独立に行いソフトウェアの複雑化を避ける。制御用PC の拡張性に富む。 

2) PC間をLANで接続しており、構成・配置に自由度がある。 

3) 後日、PCを互換性のある最新のハードウェアに置き換えることが可能。PCにDOS/V機、I/O

インターフェースにGPIB、LANにNovell Netware の汎用品を使用し、互換性を保つ。独自

規格のUDC（次図）との通信は、GPIB/UDC間の通信変換ユニットを介して行う。 

4) プログラムやデータはファイルサーバで管理し、信頼性を高めた。ファイルサーバ内のデ

ィスクは2重化されており、通常のPCディスクより信頼性が高い。ログイン時のユーザー

名でアクセス範囲を規定し、運転者のレベルに応じた操作可能範囲を設定できる。 

5) 制御プログラムが階層構造になっており、機能の変更が容易。制御プログラムはPC間の

通信を扱う基本部分、その上で動作する制御プログラムに別れており、データベースを参

照して動作する。従って、簡単な変更はデータベースの編集で済む。 

6) モデムを介して遠隔地から診断を行うことも可能。モデムを電話回線に接続して、遠隔地

から運転状況の把握や診断ができる。 
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図Ａ.４-３３ UDC (Universal Device Controller) の概観 

UDCは加速器を構成する機器をsingle unit で制御するために開発された機器組込み型single 

board computer である。UDCを用いると分散処理システムを構築することができ、従来のよう

に1台の計算機による集中処理システムと比較して、上位計算機の負荷を軽減できる。その結

果、システムの信頼性と柔軟性を高めることができる。 

UDCは、16 bit のパラレル入出力（8 bit 単位で入出力切替え可能）、32 bit のパラレル入力及

びパラレル出力を有する。そのボードは100 x 220 のEurocard であり、96 pin の標準DIN コネクタ

を装備している。I/O 拡張用のBUS を1本持つ。上位計算機との通信用に光リンクコネクタを1

本有し、ローカルパネル用インターフェースを装備している。 
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附録５．今後の展開（発展性） 

 

Ⅰ．高エネルギー指向： 

150 MeV マイクロトロンが完成した現在、次のステップとして、より高エネルギー版マイ

クロトロンへの道がひとつの可能性として存在する。コンパクトさの重要性もさることな

がら、どれほど良質の高エネルギー電子ビームが簡便・単純な装置で得られるかが鍵であ

る。本文で述べたプロセスに従って、2 GeV 級（中型）SR リングの入射器を目標に 300 MeV

マイクロトロンの基本検討がなされており、その概要を以下に記す[３２]。 

 

本文の第３章で指摘したように、高エネルギーを目指す場合、マイクロ波の周波数は低く、

偏向磁石の磁場は高くして、周回当りの加速エネルギーを大きくとるほうが有利である（表

３-１-１）。従って、300 MeV マイクロトロンでは、マイクロ波に L バンド（f = 1.3 GHz）

を使用し、偏向磁場をBmain = 1.30 T に設定して加速エネルギーを∆Eacc = 14.3 MeV/turn と

した。300 MeV 版の主要仕様を表Ａ.５-１に示す。装置の概略寸法は図Ａ.５-１(a)からわか

るように、低エネルギー入射系（Einj = 80 kev）を除き 6 x 2 m2である。高さは主電磁石の

寸法で決まり、median plane を 150 MeV 版と同じ 1.2 m に定めると 2 .2 m となる。 

1982 年に Lund 大 MAX-Lab から L バンド加速管を用いた高エネルギー（550 MeV）マ

イクロトロンの案が発表されている[Ａ１９]が、具体的なシミュレーションもなく、主磁

場の値（B = 1.75 T）から判断して、主要パラメータの組合せを試算しただけのようである。 

 

以下、シミュレーションの概要について述べる。軌道計算に関係する構成要素の配置を図

Ａ.５-１(b)に示す。偏向磁場強度（Bmain = 1.3 T）は 150 MeV 時（1.23 T）と大差ないが、

周回当りの加速エネルギーが 6 MeV → 14.3 MeV と 2.4 倍に増え、逆磁場磁石の位置が異

なっている。逆磁場のBrev = 0.26 T も 150 MeV 時の 90%で大差なく、主電磁石の磁極間隙

も dgap = 10 mm と同一のため、初回加速後のU ターンビームの集束発散の様子が大きく異

なる。すなわち、１ターン目のビーム曲率半径（ρnominal = 37 mm）が約２倍となり、主磁場

のフリンジ領域が同じだと旋回時に主磁石内部に大きく入りこみ、本文の第 4 章で指摘し

た U ターンビームに働く垂直方向の発散力領域がほぼ消失する。結果として、（150 MeV

版とは逆に）過集束になる心配が生じる。その辺のバランスに配慮して図Ａ.５-２(a), (b)

でわかるように主磁石の磁極端部を切欠き、フリンジ領域が広くなるように調整している
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［注：飽和の影響を避ける意図も勿論ある］。磁極間隙と磁場強度で 150 MeV 版を踏襲し

ているため、有効磁場領域の拡張は当然必要であるが、磁場分布全体の様子は変わらない

（図Ａ.５-３）。 

加速管についても S バンドと同様に side coupled cavity 型を想定しており、L バンド（f = 

1.3 GHz）を使用する以外、性能に差はない。形状的には附録４の図Ａ.４-１３と同じであ

り、同図中の寸法がL = 922.4 mm、D = φ200 mm と倍増する。ビームアパーチャに相当す

るボア径もφ10 → φ22 mm と拡大する。なお、ターンセパレーション（d > 140 mm）も加速

管の直径以上の比率で拡張しており、2 ターン目バックストレートの問題も緩和される方

向にある。 

 

 

表Ａ.５-１ 300 MeV マイクロトロンの主要仕様 

 
高エネルギー版 L バンドマイクロトロンの仕様である。加速周波数と周回当り加速エネルギ

ー（表のエネルギー利得）が 150 MeV 版とは大きく異なるが、他は類似の値である。加速エ

ネルギーは倍増したが、１周毎のエネルギー利得も 2.4 倍に増加したため、周回数は 25 → 21

ターンに減少している。到達エネルギーが２倍のため、所要RF 電力は 6MW に増加する。 
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図Ａ.５-１(a) 300 MeV マイクロトロンの概略寸法 

本体部の占有面積で 6 x 2 m2と、150 MeV 版をひとまわり大きくした装置である。 

 

図Ａ.５-１(b) 軌道計算に関連する寸法 

L バンド加速管で 14.3 MeV/turn 加速する。逆磁場磁石の配置に変化がみられる。 
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図Ａ.５-２(a) 300 MeV 用主磁場の設定 

主磁石の磁極間隙は 150 MeV 版と同様 10 mm でBmain = 1.3 T である。磁場分布は POISSON で

主磁場と逆磁場について各々独立に計算し、合成して使用する。図からわかるように磁極端面

をカットしており（C10 の面取り）、この切欠き量でフリンジ領域の調整を行なう。 

 

 
図Ａ.５-２(b) 300 MeV 用逆磁場の設定 

磁極間隙は150 MeV版と同様14 mmで逆磁場強度Brev = 2.6 Tである（磁極幅dwidth = 25 mm）。

主磁石端面から対向する逆磁場磁極までの磁石間距離が d = 110 mm、図Ａ.５-１(b)に示されて

いる主磁石からの距離 220 mm は逆磁場のリターンヨーク外面までの寸法を示している。 
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図Ａ.５-３ 300 MeV 用主磁場及び逆磁場の分布 

磁場勾配も 150 MeV の場合と同一（0.14 T/m）の設定である。横軸の原点は主磁石の磁極端面

に取っている。軌道計算に重要な意味をもつ磁極端面の磁場分布状況も変らない。ただし、最

終的にBρが２倍になるため、主磁石端面から奥行き方向への磁場領域が２倍必要である。従

って、高精度の磁場分布を要求される主電磁石が大型化し、実機の製作が難しくなることが想

像できる。150 MeV 版と違ってU ターンビームのフリンジ領域における発散の心配が不要で

あるから、起磁力の点ではマイナス要因であるが、主磁石の磁極間隙を広くとり、高い磁場精

度の実現を容易にするのはひとつの方策であろう。 
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既に述べた 150 MeV ビームの場合のような詳細さは望むべくも無いが、300 MeV 版の軌

道計算で得られた結果について記述する。まず、最後まで加速可能な安定位相領域を図Ａ.

５-４に示す。得られた安定位相領域は約 10 度であり、150 MeV 時の 20 度から 1/2 に縮小

している。本文の第 4 章でもふれたが、主磁場中での磁場勾配（-0.14 T/m）の影響による

安定位相 φsのドリフトに起因するものであり、この減少をなくすことはできない。ひとつ

の方法として、Lund 大の 100 MeV マイクロトロンのようにｎ値を小さくすることで、影

響を小さくすることは可能である（前提とする設計方針の変更になる）。その意味で、高エ

ネルギー大電流用にｎ値の小さいLund 方式は妥当である。次の図Ａ.５-５で加速粒子の初

期条件を示した。入射ビームのエミタンスを 10~100π mm·mrad、エネルギー広がりを 80 ± 5 

keV（最大）の範囲で変化させて、数種類の計算を行なった。位相に関しては、図Ａ.５-

４の結果から 347 ± 5° の範囲に限定して合計千個の粒子を生成、各種ケースについて加速

（輸送）効率と出力ビームの特性を調べてみた。 

 輸送効率については、図Ａ.５-６にみられるように 50π mm·mrad を超える入射ビームに

ついてエミタンス依存性がみられる。150 MeV 版で採用した 80 keV の熱電子銃を考えた場

合、加速に有効なエミタンスが 60~70π mm·mrad であり、同様の入射効率で 300 MeV マイ

クロトロンにも適用可能である。一方、エネルギー広がりについては、± 5 keV の範囲で変

化が小さい。従って、入射系にバンチャーを装備して大電流化を目指しても、他へ及ぼす

影響は小さいことがわかる。なお、エミタンス依存性は（x, y）双方の値を同時に変えて計

算した結果、得られたものである。次に、300 MeV 出力ビームのエミタンスを図Ａ.５-７

に示す。(εx, εy) < 1π mm·mrad であり、シンクロトロンへの入射器として十分良質なビー

ムを供給できるが、本文で議論してきた 150 MeV ビームのエミタンスと比べて大きい。加

速管が S → L バンドに変更され、ボア径がφ10 → φ22 mm に拡大したため、マイクロトロ

ンのアクセプタンス（transverse）が大きくなったことが理由として考えられる。 

最後に、本文では触れなかった縦方向（longitudinal）の特性について付加しておく。300 

MeV版のシミュレーションでは、初期位相をLバンドRFの10° 幅に絞って計算したため、

明確なビームのバンチ情報が得られた。図Ａ.５-８は transverse phase space に関する計算結

果を示す。エネルギー広がりに関しては∆E/E = ±0.07 %であり、150 MeV ビームと変わら

ない。一方、バンチ幅に関して∆φ = ±0.6° という値が判明し、これは入射時の位相幅 10° か

ら、出射時には 1.2° （時間幅で 2.6 psec）にまで圧縮されることを示している。このバン

チ圧縮の特性については、次節でふれる。 
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図Ａ.５-４ 加速可能な位相領域 

加速RF に対する入射ビーム（Einj = 80 keV）の適正なタイミングを調べたもの。加速管入

口における入射ビームの初期位相を横軸に、１回加速された後のエネルギー分布を縦軸に

示す。名目上の加速エネルギーは 14.3 MeV/turn であるが、最後まで脱落せずに加速され

る粒子（図中⊙印）は初回に 16.4 MeV の加速を受けている。 

図から、加速可能な位相領域が 342~352° の 10 度幅であることがわかる。150 MeV 版

の 20 度から半減しているが、これは主磁場の磁場勾配（-0.14 T/m）による同期位相 φsの

ドリフトによる安定位相領域の縮小が、更に顕著に表れているためである。主磁場中での

最大曲率半径 ρが約２倍であるから、加速可能な安定位相領域を縮小する方向に働く負の

効果も概ね２倍になるのはやむを得ない。 
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図Ａ.５-５ 80 keV 入射ビームの初期分布 

入射ビームのエミタンス（x, y）を 10~100π mm·mradの間で変化させて加速効率を調べた。

∆E/Eについては最大±5 keVの変化で様子をみた。初期位相は前図の情報から347° ± 5° の

範囲に限定し、いずれの場合も合計千個の粒子を振って計算を行なった。図はエミタンス

が 100π mm·mrad、エネルギーが 80 ± 1 keV の場合の千個の粒子の分布を示す。 
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図Ａ.５-６ 300 MeV マイクロトロンの輸送効率 

輸送効率の（x, y）エミタンス及びエネルギー広がり依存性を調べたもの。横軸に a)図：

ターン数または b)図：エネルギーのばらつきを、縦軸に transmission efficiency：R = (input 

particle / output particle) を取っている。エミタンスが 50π mm·mrad を越えると効率の減少

がみられる一方、±5 keV 程度のエネルギー広がりは問題なさそうである。 



 - 228 -

 
図Ａ.５-７ 300 MeV 取出しビームのエミタンス 

加速完了後のビームのエミタンス（rms 値）を２１ターンのバックストレートに置かれた

引出し電磁石の入口点でみたもの。入射ビームの初期条件が図Ａ.５-５のときに得られた

結果である。(εx, εy) = (0.5π, 0.2π) mm·mrad というエミタンスは 150 MeV 加速ビームの場

合より大きく、理由のひとつに加速管のアパーチャがφ10 → φ22 mm と大きくなり、

transverse acceptance が大きくなったことが考えられる。 
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図Ａ.５-８ 300 MeV 取出しビームの縦方向特性 

前図は横方向（transverse）のビーム特性であったが、ここでは縦方向（longitudinal）の特

性を示す。前図同様、２１ターンのバックストレートに置かれた引出し電磁石の入口点で

みたものである。特徴は、入射ビームの初期位相条件を 10° 幅に絞ったことで、引き出

されたビームのエネルギー幅とともにバンチ幅も小さくなっていることである。∆E/E = 

±0.07 %は 150 MeV ビームの場合と同等である。また、位相幅（∆φ）が±0.6° であること

から、バンチ幅が 2.6 psec (2σ)にまで圧縮されていることがわかる。 
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Ⅱ．特殊用途（ミクロ単バンチ加速）： 

本文の第５章でも触れたが、ここでは S バンド加速管を用いた 150 MeV マイクロトロン 4

号機の検討結果について述べる（現在、日本原子力研究所関西研究所で稼動中）。以下のシ

ミュレーションは、入射系にレーザーフォトカソード RF ガンを装備したミクロ単バンチ

加速の場合を想定して実施されたものである。 

 

まず、ミクロ単バンチ加速の特殊性について述べる。 

1) 150 MeV マイクロトロンの場合、25 ターンするビームの周回軌道長の積算が 125m（平

均周長 5 m × 25 ターン）程度であり、通過に要する時間は 0.5 µsec 未満である。これは

(A.4.4)式で定まる加速管の時定数τ= 0.56 µsec より短く、ミクロ単バンチが加速され

ている時間幅では加速管が定常状態にならないことを意味する。本文中で述べたシミ

ュレーションは加速電界が定常状態であるという条件のもとで実施されたが、ここで

は過渡状態でのみ加速されることを前提として計算を進める。 

2) レーザーフォトカソードRF ガンを使用することから、入射系で生成される初期ビーム

の条件が全く異なる。RF ガンを想定した場合の標準パラメータとしては、エネルギー

4 MeV、時間幅<10 psec、エミタンス<10π mm·mrad で、電荷量は 1nC を目標とした。

ビームのエネルギー分散はRF ガンで使用する位相に依存するが、シミュレーションで

は∆E/E < 1%を想定した。 

 

前項より、ビームの加速に必要なエネルギーは加速管（全8セルの単位空洞）に蓄えられ

た電磁界エネルギー（stored energy）によってのみ賄われ、その補給をマイクロ波電源に期

待することはできない。これは、各ターンの加速エネルギーが一定ではなく、周回数とと

もに漸減することを意味する。従って、その影響を評価しておく必要がある。 

電荷量1nC の単一バンチを150 MeV加速するために必要なエネルギーは0.15 Jである。

一方、Superfish の計算から全 8 セルの空洞に蓄えられた stored energy はその 10 倍、およそ

1.5 J と見積もられる（注：名目の加速エネルギーを 7 MeV / turn とした）。すなわち、25

ターンの加速では、最終的に加速電界が当初の(0.9)1/2 = 0.95 にまで低下する。実際に 1 → 25

ターンで加速電界が 1.0 → 0.95 に漸減するファクターを加味して計算してみた結果、10%

未満の電界強度の漸減は出力ビームの特性（輸送効率やエミタンス等）に顕著な影響を及

ぼさないことが判明した。 
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では、どの程度の電荷量までミクロ単バンチで加速が可能だろうか（10 nC が不可であ

ることは自明）。仔細に調べられたわけではないが、一連のシミュレーションで得られた感

触から推定して、（ビーム特性の多少の劣化を許容すれば）パワーの補給が全く期待できな

い場合でも全 stored energy の 1/3（~0.5 J）程度は加速に充当できそうである（このとき、

加速電界は 1.0 → 0.8 に漸減）。換言すれば、S バンド加速管を使う限り、電荷量 3nC 程度

の 150 MeV ミクロ単バンチ加速が限界との判断である。いずれにせよ、加速エネルギーが

周回ごとに漸減する加速方式では同期位相φs が大きく変動し、もはや第３章で述べた安

定位相領域に関する議論は無用である。なお、加速電界漸減のビームに及ぼす影響は、主

磁場のもつｎ値（磁場勾配）の効果とは逆である（程度の大小はさておき）。ｎ値のビーム

に対する影響がビームの戻りを遅らせる（周回時間を長くする）方向に働くのに対し、加

速電界漸減の影響は本来予定していた周回軌道に対してビームを小廻りさせ、ビームの戻

りを早める（周回時間を短くする）方向に働く。双方の作用がお互いに相殺する方向に働

くため、多少ともプラスの要因である。 

RF ガンのようにエミタンスが小さい電子源で、かつバンチの位相幅が十分 longitudinal 

acceptance に納まるような短パルスの入射ビームが得られると、加速途中でのビームロス

が非常に少ない。一例を挙げると、エミタンス（ε x, y）10π mm·mrad のビームを 20 度の位

相幅（バンチ幅で 20psec）でマイクロトロンに入射したときの transmission efficiency は 98%

であった（注：このときの入射エネルギーは 80 keV であり、現実のRF ガンとは状況が異

なる）。 

 

その他、通常の（入射系に熱電子銃を用いた）150 MeV マイクロトロンと異なる点を列挙

しておく。 

1) RF ガンから得られるエネルギー4 MeV の電子ビームを既存のマイクロトロンに入射

する場合、初回の加速で得るエネルギーを 3 MeV 未満に抑えないと 2 ターン目以降の

加速条件を満たすことができない。この調整は、初回の加速後、U ターンして戻って

くるビームのパス（行路長）を変えることでおこなう。この方法は 2 ターン目以降の

加速に何ら影響を及ぼすことなく、入射ビームの加速 RF に対するタイミングをずら

すだけで 1 ターン目の加速エネルギー量が調整可能である。 

現実の装置には、入射系から見て左側の主電磁石と加速管との距離を可変にするた

めの調整機構を装備している（可変幅>λ/4）。この機構を利用することで、名目 4 MeV
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取出しの RF ガンであっても出射エネルギーを任意に変更できる（ただし、その都度

加速管と左主電磁石間の距離を再調整する必要がある）。勿論、150 MeV マイクロト

ロンの既存パラメータをすべてリセットして、再設定するのであれば上記の機構は不

要である（熱電子銃用の設計をRF ガンに流用したために生じた問題である）。 

2) 入射エネルギーが 80 keV → 4 MeV（γ = 1.2 → 8.8）と大幅に増加したため、シケーン

の偏向能力を強化する必要があった。対策として、シケーンの磁場を~3 kG に強化し

たほか、入射角を 45 → 30° に浅くして起磁力確保の厳しさを緩和した。シケーン磁

場を強くする際は、2 ターン目バックストレートに有害な漏れ磁場が生じないよう注

意を要する。また、周回ビームのエネルギーが十分高い領域では問題ないが、最初の

数ターンではシケーン磁場によるビームの蛇行で長くなる周回軌道長の増分が無視

できなくなる可能性がある（加速 RF の位相関係にずれが生じて以後の加速に悪影響

を及ぼす）。従って、むやみに磁場を強くする事態は避けるのが得策である。 

 3) 加速管の軸上にセットされているCT を利用して、単バンチ加速に特有のビームをモ

ニターする手段がある。単バンチがマイクロトロンを周回する際、前後のターンに 10 

~ 20 nsec程度の時間的ずれが生じるので、この時間差を検出しようとするものである。

本文第５章の図５-１-７に示されているCT 出力は、この方法で検出された信号の一例

である。 

 

［バンチ圧縮効果］ 

前節では、L バンド加速管を使用した 300 MeV マイクロトロンのバンチ圧縮効果について

触れた。ここでは、通常の 150MeV マイクロトロン（S バンド）について実施したシミュ

レーションで得られたバンチ圧縮効果について述べる。 

初期条件は図Ａ.５-９に示すように、入射エネルギー80 keV、位相幅 30° （時間幅~30 

psec）、エミタンス 100π mm·mrad であり、具体的には十分バンチした熱電子銃からのパル

ス列が定常状態の加速管で加速される場合に相当する。状況を詳しく調べるために、通常

は千個程度の粒子数で計算するところを、ここでは粒子一万個でシミュレーションを行っ

た。なお、入射ビームのエミタンスについて、10 ~ 100π mm·mrad の間で初期条件を変化さ

せてみたところ、transmission efficiency は当然大きく変化するものの、出力ビームのバンチ

状況に関しては有意の差がみられなかったことを付記しておく。 

図Ａ.５-１０に初期位相と加速後の位相の関係を示す。一万個の粒子のうち、最後まで
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残ったものは 3384 個であり、survival 率は 34%であった。図から、30° の初期位相幅に比

べて最終位相では 5° の近辺に粒子が集中しており、バンチが圧縮されている様子がわか

る。また、初期位相が小 → 大と移動するにつれて、最終エネルギーは高 → 低と変化し

てゆく関係もわかった。次に、残存粒子が集中している最終位相 5° の付近を解析した結

果を図Ａ.５-１１に示す。これら粒子の初期位相を調べてみると、相当数が初期位相 294 ~ 

324° の中心領域（~10° 幅）に集中していることがわかった。そこで、初期位相 305 ~ 313° 

の範囲に限定して残存粒子 1167 個（12%）の最終位相を調べると、出力ビームのパルス幅

が σ = 0.7°、全幅 1.4°（時間幅で 1.4 psec） に短縮していることが判明した。これは初期位

相 8° の幅全体に分布していたビームが、加速後は 1/5 以下の時間幅に圧縮されることを意

味しており、初期位相の範囲を工夫することでサブピコ秒のパルスを得ることも可能な値

である。マイクロトロンでは、一般にパルス幅 10 psec 程度のビームを適当なタイミングで

入射できれば、加速と同時にビームのパルス幅を更に圧縮する機能を備えていると言える。 

残存粒子の初期エミタンスについて調べてみた（図Ａ.５-１２）。全生存粒子（34%）の

エミタンスと、初期位相を中心付近の 8° に限定した場合（12%）のそれを並べて比較して

みた結果、初期エミタンスの形状（と大きさ）に顕著な差はないと判断できる（垂直方向

については、多少エミタンスの形状と大きさに変化がみられる）。すなわち、最後まで加速

できる粒子群の属する初期エミタンスを考えるとき、初期位相を限定した場合とそうでな

い場合とで残存粒子群の属するエミタンスに本質的な差はないと考えられる。 

最後は参考用に加速粒子のエネルギー広がりについて図Ａ.５-１３に示す。出力ビーム

では∆E/E = ±0.03 %、全幅で 0.1%未満であり、150 MeV ビームの場合と本質において差が

ない。低エネルギー側にテールを引く傾向も同様である。本図からは不明であるが、初期

位相と最終エネルギーとの間に或る関係が存在していることが図Ａ.５-１０からわかる。 
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図Ａ.５-９ バンチ圧縮効果を調べたビームの初期条件 

上）ミクロ単バンチ加速のシミュレーションに用いた一万個の粒子の（E, φ）位相空間上

の分布を示す。入射エネルギーEinj = 80 ± 0.03 keV、φini = 294 ~ 324°（全幅 30°）で longitudinal 

ε = 0.45π keV·degree と小さい（本文の図４-３-２ではAφ = 12π keV·degree）。 

下）エミタンスは（εx, εy）ともに 100π mm·mrad で、同じ形状をしている（図は εxを示す）。

位相が限定されている以外は、通常の熱電子銃のパラメータと差がない。 
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図Ａ.５-１０ 加速粒子の初期位相と最終位相 

上）初期位相 φini = 294 ~ 324°（全幅 30°）の間に一万個の粒子を生成、そのうち最後まで

加速された粒子 3384 個（34%の survival 率）の初期位相分布を図で示す。 

下）加速に成功した 34%の粒子の初期位相（横軸）と最終位相（縦軸）との相関を示す。

初期位相幅 30° と比べて最終位相の幅が狭くなっていることが明瞭である。特に最終位

相 5° の付近に加速粒子が集合している様子がみてとれる。 
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図Ａ.５-１１ バンチ幅の圧縮 

上）最終位相に関する加速粒子の分布状況を示す（黒線）。位相 5° を中心に狭い幅に集

中し、マイナス側へはなだらかなテールを引き、プラス側では急峻に減衰している。 

以下、粒子を初期位相で区分けしてみた。赤線＝初期位相を中心部の 10° （304 ~314°）

に限定した粒子群、水色＝初期位相が（294 ~ 299°）、ピンク＝同（299 ~ 304°）、紫線＝同

（314 ~ 319°）、緑線＝初期位相が（319 ~ 324°）の粒子群を、それぞれ示す。 

初期位相の中心（309°）付近に粒子が集中していることがわかる。 

下左）初期位相を 305 ~ 313° に限定して、加速粒子をプロットしたもの。やや右肩上が

りではあるが、概ね一様に分布している。計 1167 個（12%）の残存粒子数である。 

下右）左図に対応する粒子群を最終位相についてプロットしたもの。幅 8° の初期位相に

あまねく分布していた粒子が、加速後は 1.4° の幅（σ = 0.7°）に圧縮されている。 
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図Ａ.５-１２ 生存粒子の初期エミタンス 

最後まで加速された生存粒子の初期エミタンスを示す。左が全 3384 個の分布を、右が初

期位相を 305 ~ 313°（幅 8°）に限定した場合の 1167 個の分布をそれぞれ表している。 

上）水平方向の初期エミタンス εx 、下）垂直方向の初期エミタンス εy  

垂直方向では水平方向よりアクセプタンスが小さいことがわかる。 

初期位相を 305 ~ 313°（幅 8°）に限定すると、エミタンスが小さくなる傾向がみられ、

特に垂直方向で明瞭に認識できる。しかし、本質的な傾向は、初期エミタンスの全範囲に

渡って一様に（均等に）粒子密度が減少していることであろう。これから、初期位相の範

囲が異なっても、最後まで残存する粒子群の属する初期エミタンスに本質的な差はないと

見なせる。 
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図Ａ.５-１３ 出力ビームのエネルギー分布 

上）全粒子の初期エネルギー分布を示す。Einj = 80 ± 0.03 keV (∆E/E = ± 0.0004) の幅に一万

個の粒子が存在している。 

下）加速に成功した全粒子（34%）のエネルギー分布を示す。Efinal = 150.85 ± 0.05 MeV (∆E/E 

= ± 0.0003) であり、エネルギー分散が~ 0.1%という本文中の結果と大差ない。また、低エ

ネルギー側になだらかなテールを引くという傾向も同様である。 

図Ａ.５-１０でわかるように、初期位相と最終エネルギーの間には、ある関係が存在する。 
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［＊＊］C. Henderson, F.F. Heymann, and R.E. Jennings, “Phase Stability of the Microtron”, Proc. 

Physical Society of London, Sec. B, Vol. 66-I, (1953) pp.41-49 
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補記（プロジェクトの全体概要）― 産業用小型 SR リング (AURORA) R&D の要点 

技術的観点から超小型放射光源「AURORA」R&Dの経緯を振り返り、要約しておく。 

全体を振り返ってみると、開発内容を大きく３分野に分けることができる。 

本論文は、この第１部に対応するものである。 

 

第１部：入射器のR&D （図F_１） 

型式：レーストラック型マイクロトロン（低デューティー、パルス加速） 

加速エネルギー：Eout = 150 MeV 

引出電流：Iout = 5 mA（バンチャー無し＝標準仕様） 

エネルギー広がり：ΔE/E = ±0.1 % 

ビームパルス幅：0.1 ~ 3 μsec 

繰返し：0.1 ~ 10 Hz（オプション 100 Hz） 

 

特徴： 

・ コンパクトな装置である（本体のFoot print : 4 x 2 m2 ） 

・ 得られるビーム電流はライナックほど多くない（Iout ≤ 10 mA） 

・ 高品質ビームである（ΔE/E = ±0.1 %） 

 

基本概念：Wisconsin大の1 GeVリングAladdinの入射器108 MeVマイクロトロンに準拠 

主たる相違点： 

・電子銃を含む低エネルギー入射系 

・周回部の水平方向集束系 

・加速管の方式 

・ビームモニタ系全般 

・ビーム引出部、など 

 

その他（関連事項）： 

・Lund大MAX-labの小型SRリングMAX-1の入射器100 MeVマイクロトロンとも 

共通点と相違点があり、結果的にW大方式とLund大方式双方の利点を統合 

・Mainz大の原子核実験用 CW マイクロトロン（３段カスケードで850 MeVを得る） 
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→ 全く概念の異なる巨大マイクロトロン 

・SHI版の150 MeV マイクロトロン → 単段で最大エネルギーを得る；換言すれば、 

入射（0.12 MeV ~ 0.08 MeV）vs. 引出ビーム（150 MeV）のエネルギー比が最大 

 

 

第２部：SRリングVersion-1 (AURORA-1) （ 図２-１-２、図Ａ.１-１） 

 電子エネルギー：Ering = 575 MeV 

 蓄積電流：Iring = 300 mA 

 臨界波長：λ0 = 1.4 nm 

 ビーム寿命：τlife = 8 hours @300 mA（10 % x-y couplingの条件下） 

 

特徴： 

・真円型の軟Ｘ線用超小型リング（外径 ~ 3 m） 

・ 単体の360度偏向電磁石（弱集束磁場）を使用 

・ 超伝導電磁石を使用（B = 3.8 T） 

・ 直線部を持たないリングへ1/2共鳴入射法を適用 

・ 単一のドーナツ型真空槽へ高周波空洞など、すべての機器を封入 

・ 高真空を維持するための大排気容量のクライオパネル（H2 ガスで30000 l/sec） 

 

固有の特性： 

・蓄積ビームのx-y coupling（~ 10 -4 ）が異常に小さい 

→ ビームサイズの実測結果で、σx = 1.3 mm、σy = 0.010 mm［Ａ３］ 

理由）単体の360度偏向電磁石のため、カップリング要因の誤差磁場が微小 

 

・微小x-y couplingの影響とその対策： 

影響）SPring-8並に小さいσyのゆえ、ビーム寿命（Touschek）が予想外に短い 

τlife < 1 hour @300 mA → 実用上、支障のない寿命にするためにひと工夫を要す 

対策）RF knock out 法：イオン除去電極に外部からRFを印加し、ベータトロン振動（νy）

を励起 → σy（実効値）を可変にして寿命のコントロールが可能 
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第３部：SRリングVersion-2 (AURORA-2) （ 図Ａ.１-３、図Ａ.１-５） 

 基本仕様（放射光の特性）はAURORA-1に同じ 

 電子エネルギー：Ering = 700 MeV 

 蓄積電流：Iring = 500 mA（性能上は1 A運転が可能） 

 

特徴： 

・ 常伝導高磁場電磁石（B = 2.7 T）を利用 

・ 小型のレーストラック型リング（Foot print : 4 x 7 m2 ） 注）入射は従来の方式 

・ 直線部1.6 mで小型を維持 → 集束磁石はQFのみ（QD相当のedge focus採用） 

・ 発生放射線（γ線、中性子）を自己遮蔽 → 工場への導入が容易 

・Landau空洞でバンチ長を制御 → coupled bunch instability を抑制、大電流蓄積が可能 

 

AURORA-2に固有の特性： 

現象）周長（ビーム軌道長）11 mの小型リング（AURORA-2S）ゆえ、入射時のバンプ軌道

で周回軌道長の変化が無視できない ⇒ 入射ビームがRFバケットから脱落（シミュレーシ

ョンで予測、かつ実際の運転でも確認済［Ａ２０］） 

対策）入射時、バンプ軌道の変異量に比例した Frequency Modulation をRF周波数に印加  

→ ビームの phase slip を防止し、バケットの中に保持 

 

AURORA-1との比較： 

・産業用装置に必須の安定性・信頼性・保守性の点で勝る（超伝導より常伝導） 

・ランニングコスト（所要電力 ~ 350 kW ）に関しては、ほぼ同等 

 

その他（参考事項）： 

・レーストラック型 → 直線部を延長して挿入光源の装備が可能 

・超伝導ウィグラ１台を挿入して、ビーム試験（AURORA-2D）を実施済（ 図Ａ.１-５） 

・アンジュレータ２台を挿入光源とする姉妹機が実現 

→ 広島大学放射光科学研究センター（HiSOR）（ 図Ａ.１-４） 

 

以 上 （全体の終了） 
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